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１．組織の概要

（１）沿 革
明治３４年（１９０１年） 松江市殿町島根県庁内に水産試験場創設

漁労部・製造部（八束郡恵曇村江角）、養殖部（松江市内中原）
明治４３年（１９１０年） 那賀郡浜田町原井に新築移転
大正１１年（１９２２年） 那賀郡浜田町松原に移転
昭和１０年（１９３５年） 那賀郡浜田町原井築港（現、瀬戸ヶ島）に移転
昭和３１年（１９５６年） 浜田市瀬戸ヶ島町に新築移転
昭和５１年（１９７６年） 隠岐郡西ノ島町に栽培漁業センター設置
昭和５５年（１９８０年） 現所在地に新庁舎新築
平成１０年（１９９８年） 内水面分場を廃止し、平田市（現、出雲市）に内水面水産試験場設置
平成１８年（２００６年） 水産試験場、内水面水産試験場、栽培漁業センターを統合し水産技術

センターを開所
平成２０年（２００８年） 調査船「明風」退任 漁業無線指導業務を JFしまねに委託
平成２２年（２０１０年） 種苗生産業務の（社）島根県水産振興協会への委託に伴い栽培漁業部

を廃止

（２）組織と名簿
（�）組織図 （平成２２年４月１日現在）
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（�）名簿 （平成２２年４月１日現在）

所 長 北沢 博夫

総合調整部

部 長 原 幹男

総務担当

企 画 員 間賀部正人

主 任 安部 圭子

試験船島根丸

船 長 藤江 大司

一等航海士 木村 秀

航 海 士 前田 博士

航 海 士 小野 充紀

航 海 士 新 貴雄

航 海 士 馬越 秀巳

甲 板 員 岡 俊秀

機 関 長 砂廣 秀人

一等機関士 梢江 哲夫

一等機関士 大石 眞悟

通 信 長 小松原雄二

JFしまね 派遣

企 画 幹 鳥落 修身

栽培漁業グループ

科 長 石田 健次

専門研究員 石原 成嗣

研 究 員 森脇 和也

研 究 員 吉田 太輔

主任管理技師 近藤 徹郎

主任管理技師 大濱 豊

栽培漁業スタッフ

上席調整監 後藤 悦郎

漁業生産部

部 長 森脇 晋平

利用化学グループ

科 長 井岡 久

専門研究員 内田 浩

専門研究員 岡本 満

海洋資源グループ

科 長 村山 達朗

専門研究員 柳 昌之

専門研究員 道根 淳

専門研究員 沖野 晃

主任研究員 寺門 弘悦

内水面浅海部

部 長 勢村 均

企画広報スタッフ

主席研究員 藤川 裕司

内水面グループ

科 長 山根 恭道

主 幹 板倉 真一

専門研究員 若林 英人

専門研究員 向井 哲也

専門研究員 松本 洋典

浅海グループ

科 長 佐々木 正

専門研究員 三浦 常廣

専門研究員 開内 洋

専門研究員 堀 玲子

試験船やそしま

船 長 中村 初男

機 関 長 宮� 圭司
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（３）配置人員
職種別人員表

２．平成２２年度予算額

（１）研究事業別予算額 （単位：円）

職

種

所

長

総
合
調
整
部 栽

培
漁
業
ス
タ
ッ
フ

漁
業
生
産
部

内
水
面
浅
海
部

計

部

長

総

務

担

当

試

験

船

島

根

丸

漁
業
無
線
指
導
所

栽
培
漁
業
グ
ル
ー
プ

部

長

利
用
化
学
グ
ル
ー
プ

海
洋
資
源
グ
ル
ー
プ

部

長

企
画
広
報
ス
タ
ッ
フ

内
水
面
グ
ル
ー
プ

浅

海

グ

ル

ー

プ

試
験
船
や
そ
し
ま

行
政
職

１ １ ２ １ １ ６

研
究
職

４ １ １ ３ ５ １ １ ４ ４ ２４

海
事
職

１１ ２ １３

技
労
職

２ ２

計 １ １ ２ １１ １ ６ １ １ ３ ５ １ １ ５ ４ ２ ４５

費 目 予算額 備 考

行政事務費 ４，６８１，０００

管理運営費 ４９，２３６，０００

船舶保全費 ９４，７４６，０００ 島根丸（１４２t）、やそしま（９．１t）、
ごず（８．５t）

試験研究機関施設等整備費 ３，７７０，６０２

県単試験研究費 ３８，４８９，３７２

国補試験研究費 ４，５８７，０００

受託試験研究費 ２９，１８１，０００ 委託者：独立行政法人水産総合研究センター他

交付金試験研究費 ２，８１６，０００

合 計 ２２７，５０６，９７４
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（２）事務事業別予算額 （単位：円）

基本事務事業 事業名称 区分 活動名称 予算額

つくり育てる漁業推進
事業（水産課） 栽培漁業事業化総合推進事業 県単 栽培漁業事業化総合推進事業 ９０，３７２

内水面漁業の振興事業
（水産課） 宍道湖・中海水産振興事業費

県単

宍道湖・中海貧酸素水モニタリング費 １，４８３，０００

宍道湖有用水産物モニタリング費 ５，６９１，０００

中海浅海機能基本調査費 １，８１０，０００

宍道湖シジミカビ臭影響調査 ７８９，０００

受託 中海二枚貝プロジェクト ３，１４５，０００

水産技術の開発と実用
化の推進事業（水産課）

しまねの魚を創る事業 県単

活〆処理等による鮮度保持技術の確立 １，６５６，０００

売れる商品づくり １，９１１，０００

品質測定技術開発 ２，０５０，０００

身入り判定技術開発 ３，８７１，０００

資源管理技術開発事業

県単

第２県土水産資源調査事業 ３，７７５，０００

アユ資源回復モニタリング調査事業 ２，５００，０００

予備的試験研究 １，０９１，０００

受託

日本周辺クロマグロ調査事業 １，４７４，０００

大型クラゲ出現調査及び情報提供事業 ３，１３６，０００

フロンティア魚礁生物調査事業 ６，２５６，０００

サワラ漁況予測及び有効利用研究事業 １，５００，０００

赤潮被害防止対策 ４９４，０００

増養殖試験研究事業 県単

浅海増殖試験 １，３６２，０００

冷水病対策研究調査 ４５２，０００

イワガキ天然採苗開発事業費 １，７０６，０００

アカアマダイ種苗生産技術開発事業 ２，３５７，０００

水産情報体制の整備事業
（水産課） 水産情報提供事業 補助 地域レベル漁海況情報提供事業 １，３４２，０００

資源管理対策事業
（水産課）

漁獲管理事業

補助
漁獲管理計画策定事業 ３７４，０００

漁獲管理システム運用保守事務 ７２，０００

受託 資源評価調査事業 １３，１７６，０００

県単 底魚類の資源回復のための漁獲管理
システムの開発 ５，６０５，０００

資源管理型漁業推進事業 補助 資源回復計画作成推進事業 ９５０，０００

水産物新鮮・安全対策
の推進事業（水産課）

水産物安全衛生・安全対策
事業

県単 魚介類安全対策事業 １９１，０００

補助
魚介類安全対策事業 １，１４９，０００

コイヘルペスウィルス病まん延防止事業 ７００，０００

原子力安全・防災対策
（消防防災課） 原子力安全対策事業

県単 環境放射線測定調査 ９９，０００

交付 温排水環境影響調査事業 ２，８１６，０００

合計 ７５，０７３，３７２
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３．出前・受入講座の件数

（１）ものしり出前講座

（２）みらい講座（受入講座）

担当部署 開催年月日 団 体 名 人数 備 考

漁業生産部
H２２．６．１１ 浜田市立国府小学校 ３２ 島根の水産業

H２２．１０．１５ しまね環境財団 ２９ 島根の水産業

内水面 G

H２２．５．３１ 出雲市立鰐渕小学校猪目分校 ７ 猪目川の水質調査と水生昆虫、水生生物の観察、採集

H２２．６．２８ 出雲市立大社小学校 ６７ 島根の水産業

H２２．８．２７ 松江市恵曇公民館 ５０ 水環境について

H２２．９．１５ 松江ろう学校 １６ 宍道湖の水質や生物等に関する講話、演習等

H２２．１１．３０ 松江市立本庄幼稚園 １０ 中海の生き物について

H２２．１２．１４ 松江市立本庄幼稚園 ７ 中海の生き物について

H２３．１．２０ 松江市立本庄幼稚園 ３８ 中海の生き物について

浅海 G
H２２．８．３ 佐太公民館 ２５ 潮間帯生物の観察

H２２．１０．１７ 島根県立青少年の家 ３００ 海藻押し葉とミニ水族館

合 計 ５８１

担当部署 開催年月日 団 体 名 人数 備 考

総合調整部
漁業生産部

H２２．５．６ 浜田商業高校１年生 １９ 島根の水産業、施設見学

H２２．６．２３ 浜田市立東中学校 １ 職場体験学習

H２２．６．２５ 浜田市立旭中学校 ２３ 島根の水産業（社会科学習）

H２２．６．２８ 江津市立松平小学校 ８ 島根の水産業（社会科学習）

H２２．６．２９ 浜田市立松原小学校 ２６ 島根の水産業（社会科学習）

H２２．８．６ 東京海洋大学生 １ 職場体験学習

H２２．９．８ 韓国譲陽郡水産協同組合 １６ 島根県の漁業実態、施設見学

H２２．１１．２９ 浜田市立原井小学校２年生 ４４ 島根の水産業（社会科学習）

内水面
グループ

H２２．９．３０ 松江市立宍道小学校 １５ 宍道湖の環境体験学習

H２２．１１．１６ 四万十川中央漁業協同組合
四万十川漁業振興協議会 １０ 鮎の冷水病について

浅海
グループ

H２２．６．１７ 松江市立城北小学校 １００ 水産業ビデオ、プランクトン検鏡、飼育生物
観察（社会見学）

H２２．７．３０ インドネシア漁業研修生 ７ 水産業ビデオ、プランクトン検鏡、飼育生物
観察（研修）

H２２．８．２４ 子供租税教室 ３０ 水産業ビデオ、プランクトン検鏡、飼育生物
観察（社会見学）

栽培漁業
グループ

H２２．５．２１ 西ノ島町議会 ６ 施設視察

H２２．６．１６ 西ノ島町立浦郷小学校５年生 ９ 栽培漁業学習

H２２．７．５ 西ノ島町立西ノ島中学２年生 ２ 職場体験学習

H２２．７．６ 西ノ島町立西ノ島中学２年生 ２ 職場体験学習

H２２．７．７ 西ノ島町立西ノ島中学２年生 ２ 職場体験学習

H２２．７．８ 西ノ島町立西ノ島中学２年生 ２ 職場体験学習

H２２．７．９ 西ノ島町立西ノ島中学２年生 ２ 職場体験学習

H２２．９．３ 島根大学、福島大学 ５ イワガキ生産施設視察

H２２．９．１６ オイスターバー経営者（東京） ２ イワガキ生産施設視察

合 計 ３３２
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４．漁業関係者への研修・技術指導の実績

担当部署 年月日 会議、集会名／内容等 場 所

漁業生産部

H２２．４．１０ 「美保関産生け〆サワラ」報告会／調査結果報告 美保関町

H２２．４．２０ 次世代型底びき網漁業実務者協議／調査結果報告、協議 JFしまね浜田支所

H２２．５．１１ 小底理事会／調査結果報告 JFしまね和江支所

H２２．５．２１ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 邑南町羽須美

H２２．５．２６ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 美郷町大和

H２２．５．２８ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 邑南町瑞穂

H２２．６．１１ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 川本町

H２２．６．１２ 小型底曳船協議会総会／漁獲動向の調査報告 大田市

H２２．６．１５ 海士町加工事業者研修会／技術指導 浜田市

H２２．６．１７ 沖底漁労長意見交換会／調査結果報告、協議 水技センター（浜田市）

H２２．６．１８ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 美郷町

H２２．６．２２ 海士町産マアジの脂質測定技術指導／技術指導 水技センター（浜田市）

H２２．６．２５ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 江津市桜江町

H２２．７．２ 江川アユ資源管理地区集会／調査結果報告 江津市

H２２．７．６ 高津川漁業振興協議会／調査結果報告 益田市

H２２．７．１３ 中国ブロック人工産アユ種苗技術検討会／調査結果報告 益田市

H２２．７．２９ 島根県機船底曳網漁業連合会総会／調査結果報告、協議 浜田市

H２２．８．２７ 魚の生け〆講習会／技術指導 水技センター（浜田市）

H２２．１０．１２ マアジ検量線の更新、指導／技術指導 水技センター（浜田市）

H２２．１０．１５ マアナゴの脂質含量測定／技術指導 水技センター（浜田市）

H２２．１０．１８ サワラ脂質含量検量線の更新、指導／技術指導 松江水産事務所

H２２．１０．２６ 出雲地区水産振興協議会／漁獲動向の調査報告 松江水産事務所

H２２．１１．１８ マアナゴの脂質含量測定／技術指導 水技センター（浜田市）

H２２．１２．６ 浜田地域プロジェクト沖底部会／今後へ向けての協議 JFしまね浜田支所

H２３．１．６ 浜田地域プロジェクト沖底部会／今後へ向けての協議 JFしまね浜田支所

H２３．２．２１ 浜田地域プロジェクト沖底部会／今後へ向けての協議 JFしまね浜田支所

H２３．３．１３ 江川漁協総代会／調査結果報告 川本町

H２３．３．１３ 高津川漁協総代会／調査結果報告 益田市

H２３．３．１９ 出雲地区水産シンポジュム／調査結果報告 松江水産事務所

H２３．３．２３ 養殖イワガキの見入り実証試験／技術指導 海士町

内水面浅海部

H２２．９．２ アマダイ親魚確保現地説明会／種苗生産結果報告と親魚採集協議 小伊津

H２２．９．９ アユ資源回復学習会／産卵場造成技術指導 神戸川漁協

H２２．１０．１２ アユ種苗生産／ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１０．２５ アユ種苗生産／ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１１．２ アユ種苗生産／ふ化仔魚、ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１１．９ アユ種苗生産／ふ化仔魚、ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１１．１６ アユ種苗生産／ふ化仔魚、ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１１．１７ イワガキブランド協議会／天然採苗技術指導 西ノ島町

H２２．１１．２４ アユ種苗生産／ふ化仔魚、ワムシ生産技術指導 江川漁協
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５．平成２２年度問い合わせ件数

担当部署 年月日 会議、集会名／内容等 場 所

内水面浅海部

H２２．１１．２９ アユ種苗生産／ふ化仔魚、ワムシ生産技術指導 江川漁協

H２２．１２．７ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２２．１２．１３ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２２．１２．２０ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．１．６ アユ魚病指導 高津川漁協

H２３．１．７ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．１．７ ワカサギ種苗生産／技術指導 宍道湖漁協

H２３．１．１４ アユ種苗生産／技術指導、魚病指導 江川漁協

H２３．１．１７ ワカサギ湖内産採卵／技術指導 宍道湖漁協

H２３．１．１９ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．１．２７ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．２．３ アユ種苗生産／選別、淡水馴致技術指導 江川漁協

H２３．２．１７ 高津川漁協理事会／調査結果報告 高津川漁協

H２３．２．１８ アユ種苗生産／中間育成、出荷技術指導 江川漁協

H２３．２．２４ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．２．２８ アユ種苗生産／中間育成技術指導 江川漁協

H２３．３．１ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．３．７ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．３．１３ 高津川漁協総代会／調査結果報告 高津川漁協

H２３．３．１５ 宍道湖漁協青年部総会／調査結果報告 宍道湖漁協

H２３．３．１８ アユ種苗生産／技術指導 江川漁協

H２３．３．１８ 宍道湖シジミ組合総会／調査結果報告 宍道湖漁協

H２３．３．２４ イワガキ衛生管理研修会／衛生管理の技術指導 島根町

栽培漁業
グループ

H２３．８．２３
～９．３０ イワガキ種苗生産指導 JFしまね浦郷支所

漁協・水
産団体等

漁業者・水
産加工業者 官公庁 学校等 マスコミ等 一般企業 一般県民 その他 合 計

漁場・環境 ４ ０ ７ １ ８ １ ２ ２ ２５

魚・水生生物 ６ ３ ４ ２ ３３ ４ １ ２ ５５

漁業 ２ ０ ２ ０ １０ １ ０ ０ １５

利用加工 ０ ２ ４ ０ ５ ７ １ ０ １９

栽培・養殖 １ ０ ０ ０ ４ ２ ３ ０ １０

安全・安心 ２ ４ ０ ０ ０ ４ ２ １ １３

漁業被害 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

珍魚・特異現象 ２ ０ ２ ０ ２ ０ ０ １ ７

その他 ２ ０ ３ ２ ２ １ ０ ０ １０

合計 １９ ９ ２２ ５ ６４ ２０ ９ ６ １５４
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６．発表業績
（１）学術誌等での発表
○学術誌での発表
・高津川漁協はなぜ産卵保護を強化したのか？：村山達朗・曽田一志・寺門弘悦、アユを育て
る川仕事（古川彰、高橋勇夫編）、築地書館、２０１０、pp．６４－７１

・天然アユ資源はなぜ年変動を繰り返すのか：村山達朗、アユを育てる川仕事（古川彰、高橋
勇夫編）、築地書館、２０１０、pp．１６５－１７４

・中海水域において定置網で採集された魚類とその季節変化：横尾俊博・水戸 鼓・岩崎
健史・佐々木 正・道根 淳・荒西太士、陸水学雑誌 ７１，１１－１８（２０１０）

・Large-scale transport of Cochlodinium polykrikoides blooms by the Tsushima Warm Cur-

rent in the southwest Sea of Japan : Onitsuka G, Miyahara K, Hirose N, Watanabe S, Se-

mura H, Hori R, Nishikawa T, Miyaji K, Yamaguchi M, Harmful Algae, 9（2010）390－397.
○学会・研究集会等での口頭発表
・浜原ダム下流域におけるアユの適正収容量の推定と産卵場・流下仔魚調査結果：寺門弘悦、
第１回江の川の天然アユを増やすためのシンポジウム、みよしまちづくりセンター ぺぺら
ホール（２０１１．２）

・キアンコウの微胞子虫について：岡本 満、平成２２年度西部日本海ブロック魚類防疫対策
協議会（症例検討）（２０１０．１０）

・魚醤油中のヒスタミンの定量：井岡 久、内田 浩、岡本 満、土佐典照、永瀬光俊、葛城
隆継、平成２２年度水産物利用関係研究開発推進会議利用加工技術部会研究会、４０－４１
（２０１０．１１）
・近赤外分光法によるサワラ脂質含量の測定：内田 浩、平成２２年度水産物利用関係研究開
発推進会議利用加工技術部会研究会、６６－６７（２０１０．１１）

・島根県沖で漁獲されたサワラ若齢魚の成分特性：岡本 満、井岡 久、内田 浩、平成２２
年度水産物利用関係研究開発推進会議利用加工技術部会研究会、６８－６９（２０１０．１１）

・超音波及び近赤外線を用いたマフグの雌雄判別方法の検討：内田 浩、第５８回日本海水産
物利用担当者会議 水産物の利用に関する共同研究第５１集、４６－４８（２０１１．３）

・島根県の網漁業で漁獲されたマアジの鮮度：岡本 満、堀 玲子、井岡 久、内田 浩、藤川
裕司、第５８回日本海水産物利用担当者会議 水産物の利用に関する共同研究第５１集、４９－
５２（２０１１．３）
・隠岐におけるイワガキの天然採苗技術の開発：開内 洋、西部日本海ブロック増養殖担当者
会議報告書、資料配付（２０１０．１１）

・隠岐におけるイワガキの天然採苗技術の開発：吉田太輔、勢村 均、石田健次、開内 洋、
浜口昌巳、平成２２年度日本海ブロック水産業関係研究開発推進会議 海区水産業研究部会
増養殖研究会講演要旨集、１１－１２（２０１１．２）

・サルボウガイの人工種苗生産技術の開発：佐々木 正、勢村 均、平成２２年度日本海ブロッ
ク水産業関係研究開発推進会議 海区水産業研究部会増養殖研究会講演要旨集、１３－１５
（２０１１．２）
・アカモク場造成試験、セイヨウハバノリ養殖試験：佐々木 正、平成２２年度中国五県公設
試験研究機関共同研究（藻場造成技術の確立・ガラモ場）担当者会議、資料配付（２０１１．３）

・本の紹介：森脇晋平、水産海洋研究、７４（３）、p．１９２（２０１０）
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（２）報道実績

日 付 新聞社・報道局等 内 容 担当部署

H２２．４．１４ みなと新聞 山陰沖４～９月漁況予報 海洋資源グループ

H２２．４．１９ 読売新聞 エチゼンクラゲ沖合通過被害少 海洋資源グループ

H２２．５．１２ 山陰中央新報 マアジ前年並み 海洋資源グループ

H２２．５．２０ 山陰中央新報 どんちっちアジどこへ行った 海洋資源グループ

H２２．５．２０ 中国新聞 豊穣の象徴再生に苦心（サルボウ） 浅海グループ

H２２．６．１ みなと新聞 カタクチ平年の３．５倍、ウルメも６．９倍 海洋資源グループ

H２２．６．９ 中国新聞 秋アユ禁漁日数最大７倍に拡大、漁獲量激減の江の川 海洋資源グループ

H２２．６．１４ 中国新聞 江の川アユ再生へ模索 海洋資源グループ

H２２．６．２３ 島根日日新聞 神戸川下流のシジミ生息調査 密度低く、予備軍も少ない 内水面グループ

H２２．７．１ 浜田市報 科学的データに裏打ちされたおいしさの証明どんちっちアジ 利用化学グループ

H２２．７．１ みなと新聞 島根県小型底曳網漁業’０９年漁期の集計 海洋資源グループ

H２２．７．１ 山陰中央新報 栽培漁業の拠点センターが開所 栽培漁業グループ

H２２．７．１ 山陰中央新報 底引き網水揚げ額魚価低迷島根減少 海洋資源グループ

H２２．７．７ 水産経済新聞 ２１年漁期島根県底引網動向 海洋資源グループ

H２２．７．８ 山陰中央新報 どんちっちアジ回復 海洋資源グループ

H２２．７．１６ 水産経済新聞 マアジ幼魚、山陰への来遊が高水準 海洋資源グループ

H２２．７．２３ 山陰中央新報 高津川アユ資源回復か 内水面グループ

H２２．７．２９ 中国新聞 浜田の底引き網漁の総漁獲量は７．６％減の２９９４トン 海洋資源グループ

H２２．８．５ 山陰中央新報 中海水揚げ日本一復活を サルボウガイ稚貝放流 浅海グループ

H２２．８．５ 日本海新聞 よみがえれ赤貝、島根県水産技術センター稚貝放流始まる 浅海グループ

H２２．８．５ 中国新聞 サルボウ漁業の復活へ稚貝放流 浅海グループ

H２２．８．５ 毎日新聞 サルボウガイ復活を 松江江島港沖に稚貝放流 浅海グループ

H２２．８．５ 日本海テレビ サルボウの稚貝放流 浅海グループ

H２２．８．１４ 山陰中央新聞 シジミ稚貝が半減 来年度以降に漁獲懸念 内水面グループ

H２２．８．１６ 中国新聞 宍道湖シジミ個体２５．８％減 内水面グループ

H２２．８．２１ 読売新聞 すくすく育てサルボウガイ 浅海グループ

H２２．８．２６ NHK 宍道湖のシジミが減少 内水面グループ

H２２．８．２７ NHK 魚の活〆講習会 利用化学グループ

H２２．９．１ 島根日日新聞 大社湾のバイ貝回復 海洋資源グループ

H２２．９．７ 山陰中央新聞 秋シーズン エチゼンクラゲ禍ない？ 海洋資源グループ

H２２．９．９ 山陰中央新聞 出雲・神西湖シジミ１０年で５８％減 外来稚貝繁殖漁獲制限し対応 内水面グループ

H２２．９．２２ 水産経済新聞 シジミ資源は低水準 島根・神西湖 水産技術センターまとめ 内水面グループ

H２２．１０．７ 山陰中央新聞 宍道湖８月下旬～９月シジミ死相次ぐ 局地的猛暑で貧酸素 内水面グループ
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日 付 新聞社・報道局等 内 容 担当部署

H２２．１０．２７ 山陰放送 H２２秋季ヤマトシジミ資源量調査について 内水面グループ

H２２．１０．２８ 中国新聞 中海でアサリ養殖試験 浅海グループ

H２２．１１．８ みなと新聞 マアジ、ブリ好調島根県９月漁況 海洋資源グループ

H２２．１１．１７ 山陰中央新聞 ピンク色のキアンコウ浜田漁港に水揚げ 海洋資源グループ

H２２．１１．１８ 山陰中央新聞 マアジは前年以上が１１～３月山陰沖漁況予想 海洋資源グループ

H２２．１１．２２ 山陰放送 高津川のアユを増やす取り組み（しまね情報どんぶり） 内水面グループ

H２３．１．９ 山陰中央新聞 昨秋のシジミ２／３に減 内水面グループ

H２３．１．１１ 山陰中央新聞 島根県中海再生へ本腰 浅海グループ

H２３．１．９ 中国新聞 シジミ資源回復策探る 内水面グループ

H２３．１１．１２ 山陰放送 サルボウガイの稚貝放流 浅海グループ

H２３．１．７ ＮＨＫ サワラの鮮度保持について 利用化学グループ

H２３．２．１ 朝日新聞 中海へ冬に味覚再び サルボウ稚貝放流着々 浅海グループ

H２３．２．２ 山陰中央新聞 江の川のアユ回復へ 島根広島一体活動を 海洋資源グループ

H２３．２．１２ 山陰中央新聞 江の川アユ資源回復を 禁漁期・区域拡大へ 海洋資源グループ

H２３．２．１２ 中国新聞 江の川天然アユ豊かに 三次で流域４漁協などシンポ 海洋資源グループ

H２３．２．１ ＮＨＫ サルボウガイの種苗放流の取り組み 浅海グループ

H２３．２．２４ みなと新聞 ３０２８トン、１０億５４１９万円小型底曳網２０１０年漁期前半 海洋資源グループ

H２３．２．２８ 全国内水面漁連
機関誌ぜんない

しまねのアユづくりについて
～高津川漁協はなぜ産卵保護を強化したのか～ 海洋資源グループ

H２３．３．１ みなと新聞 浜田基地沖底１７２５トンで過去最高 海洋資源グループ

H２３．３．２ みなと新聞 ２０１０年島根県漁獲１２万トンで１７７億円 海洋資源グループ

H２３．３．７ 山陰中央新聞 昨年の漁業動向 漁獲量３％増１２万１０００トン 海洋資源グループ

H２３．３．１４ 山陰中央新聞 アユ禁漁で江川漁協期間延長と区域拡大決定 海洋資源グループ

H２３．３．１４ 中国新聞 アユの禁漁期間延長 江川漁協新年度から５年間 海洋資源グループ

H２３．３．１６ 中国新聞 アユ回復へ県境連携美郷で意見交換会 海洋資源グループ
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７．開催会議

開催日 名 称 開催地 担当部署

H２２．４．２ 中海水産振興勉強会 島根大学汽水域研究センター 内水面浅海部

H２２．４．１９ 所内連絡調整会議 本所庁舎 総合調整部

H２２．５．１８ 底魚共同研究協議 津市 漁業生産部

H２２．６．１７ 沖底漁労長意見交換会 本所庁舎 漁業生産部

H２２．８．９ 夏季セミナー（名古屋大学森本先生講演会） 本所庁舎 漁業生産部

H２２．８．２４ 底魚共同研究協議 山口水研センター 漁業生産部

H２２．９．６ 要望事項への取り組み方針と新規研究課題の協議 内水面グループ庁舎 内水面浅海部

H２２．１０．１５ 所内連絡調整会議 内水面グループ庁舎 総合調整部

H２２．１１．２６ 魚醤油開発プロジェクト協議 本所庁舎 漁業生産部

H２２．１２．１３ 底魚共同研究協議 三重大学 漁業生産部

H２２．１２．２７ 底魚共同研究協議 本所庁舎 漁業生産部

H２３．１．１９ イワガキ天然採苗事業会議、研修 浅海グループ庁舎 内水面浅海部

H２３．１．２６ 魚醤油開発プロジェクト協議 本所庁舎 漁業生産部

H２３．２．２５ 所内連絡調整会議 内水面グループ庁舎 漁業生産部

H２３．３．２ 平成２２年度中国５県海藻研究会 県庁職員会館 内水面浅海部
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サルボウガイ 

他の二枚貝 

８．成果情報
各グループの研究成果を紹介します。

中海におけるサルボウガイ増殖の取り組み

現在、水産技術センターでは、中海における
サルボウガイ（地方名：赤貝）資源の復活を目
指した取組みを中海漁協や松江市等の関係機関
と協力して実施しています。その中で、安定した
母貝集団を造ることを目的に天然採苗で得られ
た種苗を用いた放流等の試験を行っています。
【天然採苗試験】
天然のサルボウガイ浮遊幼生を人為的に設置

した採苗器に効率的に付着させるには，浮遊幼
生の出現状況を正確に把握し，採苗器の設置時
期を決めることが重要です。そのためには、サ
ルボウガイ浮遊幼生を正確にしかも迅速に他の
幼生と見分ける必要があります。これには，国
の研究機関で開発された簡易判別法（図１）を
用いることで可能となりました。
さらに、中海の中央から南の海域において浮

遊幼生が多く集積することや，その海域で塩分
躍層付近の水深帯に採苗器を設置することで効
率的な採苗が出来ることが判明しました。
ただし、天然での幼生の出現量は産卵期とな

る夏季の水温に大きく影響され、昨年の様な猛
暑の年には十分な種苗が確保できるものの、平
成２１年の様な冷夏の年には産卵が不調となり
天然採苗はほとんど期待できないことが判りま
した。そこで、平成２１年度から人工種苗生産

の技術開発を開始し、昨年度は数百万個単位で
の生産に成功しました。これにより，天然採苗
が低調な年には人工種苗で補うことでほぼ安定
的に種苗を確保することが可能となりました。
【種苗放流試験】
天然採苗で得られた稚貝（殻長約１０mm）を

放流後の生残りが期待できるサイズ（殻長約
２３mm）まで育成したものを水質や底質条件の
異なる中海の各地点に放流してその後の生残り
や成長について調べました。
その結果、放流後の生残りや成長には溶存酸

素が２mg/L未満の状態が長期間継続しない
こと、底質が泥場であること等の条件が重要で
あることが判明しました。これらの条件を満た
した放流場所では、放流６ヶ月後（生まれてか
ら１年６ヶ月を経過）の成長は良好（平均殻長
３７mm）で、回収された生貝と死貝の個体数の
割合から推定された生残率も高い値（約８０％）
を示したことから、放流効果が十分期待できる
と考えられました。
今後はさらに試験を積み重ね、最適な放流サ

イズ、放流方法等の諸条件を明らかにして、中
海のサルボウ資源の復活に向けた取組みを継続
していきたいと考えています。（浅海グループ）

図１薬品処理（モノクローナル抗体法）により
蛍光発色したサルボウガイの浮遊幼生

図２放流６ヶ月後の放流貝（最大殻長４４mm）
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宍道湖におけるヤマトシジミの資源量調査

宍道湖は日本最大のヤマトシジミ
の産地で、年間４千トン程度の漁獲
があります。このヤマトシジミの資
源を絶やさず上手に利用してゆくた
めには、その資源状態を把握し科学
的データに基づいた資源管理を行う
ことが必要です。このため、水産技
術センターでは平成９年度から宍道
湖のヤマトシジミの資源量調査を実
施しています。
調査方法は、調査船により宍道湖

内のヤマトシジミ生息域の１２６地点
において採泥器によるシジミ採集を行い（図
１、２）、単位面積あたりのヤマトシジミの量と
水深別の湖底面積からヤマトシジミの資源量を
算出します。調査は年２回行っています。
宍道湖におけるヤマトシジミ資源量の経年変

化を図３に示しました。宍道湖のヤマトシジミ
の資源量は２万トン～８万トンの間で大きく変
動しています。近年では、平成１７年に資源量

は８万トン近くまで増加しましたが、平成１８
年には夏季に大量へい死があり、さらに平成
１８年冬季にもへい死があったため、平成１９年
春には資源量は約３万トンにまで減少しまし
た。その後、資源は回復傾向が見られるものの、
毎年冬期にへい死が見られ、秋から翌年春まで
の減少幅が以前に比べかなり大きくなっていま
す。平成１８年夏のへい死は多雨による長期の
低塩分化とその後の高水温、産卵による活力低
下などが複合して起きたものと推察されていま
すが、平成１８年以降の冬期のへい死原因は、餌
不足などが挙げられているもののはっきりとは
分かっていません。冬季のへい死原因の解明は
今後の大きな研究課題となっています。
宍道湖漁協ではこの資源量の調査結果を受

け、シジミの資源管理を行っています。資源量
が減少した時に以前と同じ量の漁獲を続けてい
れば資源に対する相対的な漁獲圧は高くなり、
資源はさらに減少する可能性があります。この
ため、資源量に応じて漁獲自主規制を見直し、
資源の保護を図っています。平成９年以降、１日
に１隻が漁獲できる数量の上限は約１５０kgで
したが、平成１８～１９年の資源量の大幅な減少
にともない（図３）、平成１９年の６月には約１２０
kg、さらに平成２０年の８月からは約９０kgに
設定しています。 （内水面グループ）

図３宍道湖におけるヤマトシジミ資源量の変化

図１ヤマトシジミ資源量調査地点

図２ヤマトシジミ資源量調査の様子
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ばいかご漁業の復活に向けて

「灘バイの煮付け」といえば、年配の方々に
は懐かしい一品であり、また機会があれば食べ
てみたいと思われる方が多いと思います。かつ
て、バイは日本全域に分布し、庶民の食材と言
われるほど多く漁獲されていました。ところが、
環境ホルモン物質の一つである有機スズ化合物
（漁網防汚剤や船底防汚塗料などに含まれる）
の影響により、雌のバイに雄の生殖器が形成・
発達し、雌の生殖機能が低下もしくは喪失する
現象（雌の雄化現象）が見られ、漁獲量は急激
に減少しました。
島根県内においてもバイの雌個体の雄化現象

が見られ、昭和６０年代から平成５年頃には、有
機スズ化合物の影響に加え、過剰な漁獲により
県内におけるバイの漁獲量も急激に減少し、ほ
とんどの海域でばいかご漁業が行われなくなり
ました。その後、有機スズ系船底塗料の使用規
制が実施され、県内におけるバイ（雌）の雄化
個体も減少し、かつて漁場として利用していた
海域の環境が改善されつつある傾向がうかがえ
ました。そこで、禁漁などの資源管理の取り組
みにより資源が回復していた益田沿岸域で漁獲
されたバイ親貝を多伎地先に移植放流し、バイ
資源を復活させる取り組みを行いました。
親貝の移植放流は、平成１７，１８年に JFしま

ね益田支所管内で漁獲されたバイ（殻長３０～
８５mm）１１，４１６個に標識を装着（図１）して放
流し、その後の生
き残り、資源の添
加状況などをかご
調査により追跡し
ました。図２に移
植放流後の多伎地
先の調査海域内に
おける資源の状況を示します。移植放流当初は
天然個体はほとんど採集されることなく、移植
放流したもので占められていました。その後、
年を追うごとに天然個体の割合が増加し、資源
量も増加していきました。これは移植した親か

らの産卵により資源が増加したためと考えられ
ます。また、追跡調査時には調査用かごやロー
プに卵が産み付けられており、この海域での産
卵が確認されています。
平成２０年からは地元漁業者の方の協力の下、

追跡調査を実施するとともに、平成２１年には
漁業者独自の取り組みとして、近隣海域に親貝
の移植放流も行われ、漁業者と行政機関が一体
となった資源造成の取り組みを行っています。
今後はばいかご漁業再開に向け、復活したバ

イ資源を永続的かつ有効に利用するため、資源
管理方法さらには漁家収入増を目指した取り組
みなどを漁業者の皆様とともに検討していきた
いと考えています。
最後になりましたが、この移植放流試験にご

協力頂いた JFしまね大社支所、大社支所多伎
出張所、益田支所の関係者の方々に御礼申し上
げます。 （海洋資源グループ）

図２調査結果より算出した移植放流地点におけ
るバイの資源量の推移

図３移植後成長したバイ

図１標識を装着したバイ
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イワガキ人工種苗の安定的な生産をめざして

島根県栽培漁業センターでは平成１０年度よ
りイワガキ種苗の大量生産を開始、以後十余年
に渡って養殖業者の方々に種苗を提供してまい
りました。平成２２年度より生産業務を島根県
水産振興協会に委託、栽培漁業グループは技術
移転のための指導業務にあたることとなりまし
たが、漁業者からの要望種苗数は採苗器（種苗
が１０個以上付着）の数で十万個を超過するよ
うになっており、より一層安定的かつ低コスト
な大量生産技術の開発が求められています。
中でも減耗の生じやすい浮遊幼生飼育にあ

たっては、適正な給餌や換水、残餌や死骸など
を除去する底掃除によって、飼育環境を安定さ
せることが重要です。餌料については、従来、
栽培センターでは植物プランクトン Pavlova

lutheri（以下 Pa）、Isochrysis galbana（以下 Iso）、
Chaetoceros gracilis の三種を培養し与えてきま
したが、時として培養不調となったり、培養に
かなり手間が掛るという難点があります。
近年、珪藻 Chaetoseros calcitrans（以下 cal）

が衛生的に大量培養されて市販されるようにな
り、民間の種苗生産業者でも盛んに使用される
ようになってきました。確かに給餌が簡便で幼
生の成長も良く、費用対効果に優れた餌料です
が、本センターの様に大量の種苗生産を行う
場合、本餌料を単独使用していると大量斃死が
発生しやすいという現象が経験的に知られてい
ます。
そこで①全量自家培養飼料（従来の方法）、

②市販 calと自家培養 Pa・Isoの混合、③市販
calのみ、の三試験区を設定し、それぞれ１２水
槽を用いて浮遊幼生飼育を行い経過を観察しま
した。
その結果、図１の様に全量市販 calを用いた

場合、飼育開始１３～１７日で大量斃死が頻発す

ることが判りました。また、この現象は自家培
養 Pa・Isoを混合することにより防がれること
が確認できました（なお、自家培養 Paのみを
混合した場合でも、浮遊幼生の最終生残率が
３９％から６２％に改善されることを、その後に
確認しています）。ただし、幼生の成長自体は、
全量市販 calを与えた方が良くなりました。採
苗（飼育２０日目前後）以後は全量市販 calを
与えても幼生に特に異常は見られないことから
推察すると、Pa・Isoに含まれていて calに足
りない何らかの栄養素が、浮遊幼生後期の生残
率を上げているものと考えられます。
平成２２年度は市販と自家培養の混合餌料に

より種苗生産を行いましたが、記録的な猛暑と
なった８月生産分を除き極めて順調に推移し、
餌料にかかる手間を減らしつつ１４５，０５５枚の採
苗器を出荷することが出来ました。今後は餌の
栄養価などについて一層の知見を深めること
で、歩留まりと省力化の更なる両立を実現でき
る方法を探りたいと考えています。

（栽培漁業グループ）

図１飼料別の大量斃死発生状況

自家培養餌料 市販 cal＋Pa,Iso 市販 calのみ
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サワラ脂質含量の非破壊測定技術の確立

水産技術センターでは、魚の品質の重要な要
素である脂ののり（脂質含量）を、水揚げ現場
において迅速に非破壊で測定する技術開発に取
り組んでいます。これまでマアジ、ノドグロ、
マサバ等、数種の測定が可能となり、特に浜田
市のブランド魚である“どんちっちあじ”で
は、ブランド規格の脂質含量１０％以上の選定
に活用されています。そして新たにサワラにつ
いても脂質含量を測定することが出来るように
なりました。サワラは近年日本海での漁獲量が
増加しており、島根県の平成２０年の漁獲量は
７６２トン、生産額は４億円と重要魚種の１つと
なっています。
脂質含量の非破壊測定には近赤外分光法を用

います。近赤外域の光（電磁波）を照射して、
その反射波や透過波から内部の成分を推定しま
す。この電磁波は危険性はなく、魚体を傷つけ
ることはありません。図１にサワラの尻鰭付近
の反射スペクトル（吸光度２次微分値）を示し
ています。脂質含量の違いにより波形も変化し
ていることが分かります。特に８２０～８８０、８９０～
９４０nmでは間隔が広く、８９０nmで順番が逆転
するものの、脂質含量の順にラインが並んでい
ます。このスペクトルと化学分析値との関係を
解析して、スペクトルのみから脂質含量を測定
する検量線を作成しました。
図２に化学分析値と近赤外推定値との関係を

示しました。実線は４５°線でその周辺に点が並
んでいますし、破線の±２％の誤差内にほぼ

収まっています。相関は高く精度よく推定でき
ていると判断できます。
サワラの脂質測定技術は開発できましたが、

サワラが最も多く消費されている岡山県では、
サワラの品質を決める要素がさらにありまし
た。それは背肉の色です。つまり、背肉の色が
白いほどより高い評価を受けるそうです。色の
差は漁獲海域の違いに原因があるといわれてい
ましたが、証明されたものではありませんでし
た。そこで、漁獲海域（日本海と太平洋・瀬戸
内海）によって背身の色に違いあるのか、また
別の要因があるのかも調査しました。その結果、
海域間で微妙な違いがあることは分かりました
が、市場で評価の高い太平洋・瀬戸内海産が、
日本海産と比較してより色が白いとはいえない
ことも分かりました。背肉の色については、脂
質含量が高いほど白色度が高い結果を得まし
た。したがって、脂質含量で背肉の白さも評価
できることになります。
今後この脂肪含量の非破壊測定技術を活用し

て、島根産サワラの品質証明に役立つことを期
待しています。さらに各地域の要望を受けなが
ら脂質等、魚の品質の非破壊測定に取り組んで
行く予定です。 （利用化学グループ）

図２化学分析値と近赤外推定値との関係

図１脂質含量の異なるサワラの近赤外スペクト
ル（吸光度２次微分値）
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調査・研究報告

漁業生産部



主要浮魚類の資源評価と漁況予測に関する研究

（資源評価調査・日本周辺国際魚類資源調査）
寺門弘悦・柳 昌之・森脇晋平

１．研究目的

本県の主要な漁獲対象種のうち、浮魚類１０
魚種の資源状況を漁獲統計調査、市場調査、試
験船調査により把握し、科学的評価を行ない、
資源の適切な保全と合理的かつ永続的利用を図
るための提言を行うとともに、本県の主要浮魚
類の漁況予測を行う。なお、本調査から得られ
た主要浮魚類の漁獲動向については、平成２２
年度の漁況として別章に報告した。

２．研究方法

主要浮魚類１０種（ブリ、マアジ、マサバ、マ
イワシ、カタクチイワシ、ウルメイワシ、ケン
サキイカ、スルメイカ、マグロ類、カジキ類）
について漁獲統計資料の収集、市場における漁
獲物の体長組成調査、生物精密測定および試験
船による卵稚仔調査を実施した。さらに、これ
らの調査結果をもとに独立行政法人水産総合研
究センターおよび関係各県の水産研究機関と協
力して、魚種別（マグロ類、カジキ類は除く）
の資源評価を行い生物学的許容漁獲量（ABC）
の推定を行った。

３．研究結果

（１）漁場別漁獲状況調査
中型まき網漁業について、１２ヶ統の漁獲成

績報告書の収集、整理を行い、フレスコシステ
ムによりデータ登録を行った。また、漁業協同
組合 JFしまね浜田支所と大社支所に所属する
定置網漁業者各１ヶ統を標本船として日単位の
操業記録を整理した。

（２）生物情報収集調査
主要浮魚類１０種について漁獲統計資料の整

備を行った。また、８魚種（ブリ、マアジ、マ
サバ、マイワシ、カタクチイワシ、ウルメイワ
シ、クロマグロ、ケンサキイカ）を対象に、市
場に水揚された漁獲物の体長組成ならびに生物
測定（体長、体重、生殖腺重量、胃内容物等）
を計１１１回実施した。さらに、独立行政法人水
産総合研究センター日本海区・西海区水産研究
所が開催する資源評価会議に参加し、資源量、
漁獲水準、漁獲強度の推定と管理方策の提言を
行った。さらに、トビウオ通信（平成２２年度
３号、４号及び８号）において、６魚種につい
ての資源動向、各魚種を対象とする漁業の動向、
漁況予測に関して報告を行った。
（３）卵・稚仔分布調査
いわし類、スルメイカ、マアジ、マサバを対

象として、各魚種の加入量水準を推定する資料
とするため、試験船「島根丸」により改良型ノ
ルパックネット（Nytal ５２GG；０．３３５mm）を
使用して卵・稚仔分布調査を行った。調査は、
平成２２年４月、５月、６月、１０月、１１月、平成
２３年３月に計９８点で実施した。調査結果は独
立行政法人水産総合研究センターに報告し、対
象魚種の資源評価に利用された。

４．研究成果

研究結果から推定された ABC（生物学的許
容漁獲量）をもとに、マアジ、マイワシ、マサ
バ、スルメイカの TAC（漁獲可能量）が設定
された。
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主要底魚類の資源評価に関する研究

（資源評価調査・栽培漁業事業化総合推進事業）
道根 淳・沖野 晃

１．研究目的

本県の主要な漁獲対象種のうち、底魚類１１
魚種の資源状況を漁獲統計調査、市場調査によ
り把握し、科学的評価を行うとともに、資源の
適切な保全と合理的かつ永続的利用を図るため
の提言を行う。また、本調査から得られた主要
底魚類の漁獲動向については、平成２２年の漁
況として別章に報告した。

２．研究方法

主要底魚類１１魚種（ズワイガニ、ベニズワ
イガニ、ニギス、ヒラメ、マダイ、ハタハタ、
タチウオ、カワハギ類、トラフグ、キダイ、ヤ
リイカ）については漁獲統計資料の収集、産地
市場における漁獲物の体長測定、買取り後の生
物精密測定を実施した。さらに、これらの調査
結果をもとに（独）水産総合研究センターおよ
び関係各府県の水産研究機関と協力して、魚種
別の資源評価を行い、ABC（生物学的許容漁獲
量）の推定を行った。

３．研究結果

（１）漁場別漁獲状況調査
小型底びき網漁業については、５６漁労体（平

成２２年９月より５３漁労体）の漁獲成績報告書
の収集、整理を行い、FRESCOシステムにより
データの登録を行った。また、ずわいがに漁業
ならびにべにずわいがに漁業については、漁獲
成績報告書の整理を行い、データベース化を
行った。
（２）生物情報収集調査
主要底魚類１１魚種については、漁獲統計資

料の収集、整理を行った。また、マダイ、ヒラ
メは産地市場における漁獲物の体長測定を実施
し、放流魚の混獲状況の把握を行った。さらに、
（独）水産総合研究センター日本海区水産研究
所、西海区水産研究所が中心となって開催され
る各ブロック資源評価会議に参加し、資源量、
漁獲水準等の推定ならびに管理方策の提言を
行った。
また、（社）全国豊かな海づくり推進協会、

（独）水産総合研究センター各研究機関および
西部日本海沿海各府県が参加する日本海中西部
海域ヒラメ栽培漁業資源回復等事業において、
西部日本海における年級別漁獲尾数および黒化
魚漁獲尾数、黒化魚混獲率の推定を行い、海域
レベルでの放流魚の回収率を推定した。

４．研究成果

漁海況速報トビウオ通信（平成２２年第５号、
平成２３年第１号）において、底びき網漁業の
動向および主要底魚類の資源動向に関して情報
提供を行った。また、本研究で得られた結果よ
り推定された ABCをもとに、ズワイガニの
TAC（漁獲可能量）が設定された。
マダイ、ヒラメについては、市場調査で得ら

れた体長組成および放流魚の混獲率が放流効果
調査資料として利用された。また、日本海中西
部海域ヒラメ栽培漁業資源回復等事業の調査結
果については、栽培漁業資源回復等対策事業
（平成１８～２２年度）総括報告書（（社）全国豊
かな海づくり推進協議会発行）として取りまと
められた。
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マアジの新規加入量調査

（資源評価調査）
寺門弘悦・村山達朗・森脇晋平

１．研究目的

本県のまき網漁業や定置網漁業の主要漁獲対
象種であるマアジの新規加入状況を早期に把握
するため関係機関と共同で中層トロール網によ
る調査を実施し、日本海南西海域におけるマア
ジ幼魚の分布状況を推定するとともに同海域へ
の新規加入量の推定を行う。また、得られたデー
タはマアジ対馬暖流系群の資源評価における新
規加入量の指標値とする。

２．研究方法

本調査は関係機関（日本海区水産研究所、西
海区水産研究所、鳥取県水産試験場）との一斉
調査の一環として５月後半～６月前半に実施
し、その結果を基に新規加入量の推定を行っ
た。また、マアジ幼魚の来遊盛期を検討するた
め、一斉調査に加えて調査時期を７月まで延長
して実施した。
一斉調査では島根県西部沖から山口県沖に３

本、７月調査では福岡県沖の２本を加えて計５
本の調査ラインを設定し、各ライン上につき３
定点において中層トロール網を曳網しマアジ幼
魚の採集を行った。調査は、一斉調査を２回（前
半：５／３１－６／１ 後半：６／１４－６／１６）、本県単独
の調査を１回（７／５－７／７）、計３回実施した。中
層トロール網の曳網水深は３０～５０mとし、曳網
速度は３ノット、曳網時間は３０分間とした。一
斉調査から得られた結果について関係機関と共
同で解析してマアジの加入量指数を算出した。

３．研究結果

一斉調査の結果から算出した加入量指数（加
入量の多かった２００３年を１とする）は１．９２と
なり、２００３年の調査開始以来最高の数値となっ
た。なお、加入量指数の計算方法について２０１０
年１１月１６日に関係機関で協議し、若干の修正
を加えた（採集尾数がゼロのデータは「０．１」

として計算すること及び、五島海域のデータを
解析に含めること）。図１に境港におけるまき
網１ヶ統あたりの０歳魚漁獲尾数と加入量指数
の関係を示した。２０１０年のマアジ０歳魚の漁
獲尾数は２００３年以降で最も多く、加入量指数
とマアジ０歳魚の漁獲実態が対応していること
が分かる。

また、採集時期別のマアジ幼魚の採集密度
（１曳網当り採集尾数）は、島根県西部沖から
山口県沖においては５月後半３０８尾、６月前半
２８０尾、７月１７２尾であり来遊盛期は５月後半
と推定された。２００５年以降の調査結果から山
陰沖へのマアジ幼魚の来遊盛期は年によって異
なり、必ずしも一斉調査の時期と一致しない。
従って、来遊盛期に合わせることが困難な一斉
調査による加入量の評価の補正的な役割として
７月データまで含めた加入量の評価手法を検討
する必要がある。

４．研究成果

本調査結果はトビウオ通信（平成２２年第６
号）で報告した。また、研究結果はマアジ対馬
暖流系群の資源評価を行ううえでの資源量指数
の一つに採用され、これをもとに ABC（生物
学的許容漁獲量）が算定され、TAC（漁獲可
能量）が設定された。

図１境港におけるまき網１ヶ統あたりのマアジ
０歳魚漁獲尾数（６～１２月）と加入量指数の
関係
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重要カレイ類の資源評価と管理技術に関する研究

（資源評価調査）
道根 淳

１．研究目的

本県底びき網漁業の重要資源であるムシガレ
イ、ソウハチ、アカガレイの資源状況を把握し、
科学的評価を行うとともに、資源の適切な保全
と合理的かつ永続的利用を図るための提言を行
うことを目的とする。

２．研究方法

漁獲統計資料は当センターの漁獲統計システ
ムにより抽出し、魚種別銘柄別漁獲量の集計を
行った。また、市場調査ならび買い取り調査を
実施し、調査当日の漁獲物の体長組成の推定、
精密測定を実施した。さらに、これらの調査結
果をもとに（独）水産総合研究センターおよび
関係各府県の水産研究機関と協力し、魚種別の
資源評価を行い、ABC（生物学的許容漁獲量）
の推定を行った。

３．研究結果

（１）重要カレイ類の漁獲動向
図１に浜田、恵曇港を基地とする沖合底びき

網漁業（２艘びき）における重要カレイ類３種
の漁獲動向として１ヶ統当たり漁獲量の推移を
示した。１９９０年代の漁獲動向はそれぞれ異な
るが、２００４年頃を境にカレイ類３種とも増加
傾向に転じた。しかし、近年では３種ともに減
少傾向にある。２０１０年漁期の漁獲量は、ムシ
ガレイが５４６トン、アカガレイが３３４トン、ソ
ウハチが２６６トンであった。図２に浜田港を基
地とする沖合底びき網漁業で漁獲されたムシガ
レイの全長組成を示した。近年漁獲の増減が大
きいが、全長組成より２００８年以降小型魚の加
入があまり良好でないことが推測された。
（２）結果の活用
（独）水産総合研究センター日本海区水産研
究所が開催するブロック資源評価会議に参加
し、資源量、漁獲水準等の推定ならびに管理方

策の提言を行った。

図１浜田・恵曇港を基地とする沖合底びき網漁
業（２艘びき）における重要カレイ類の漁獲
動向

図２浜田沖底で漁獲されたムシガレイの全長組成
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大型クラゲ分布調査

（有害生物出現調査及び情報提供委託事業）
柳 昌之・沖野 晃・村山達朗

１．研究目的

近年、大型クラゲが本県をはじめとして日本
沿岸に大量に来遊し大きな漁業被害を与えてい
る。そこで、その出現状況を、調査船「島根丸」、
漁業取締船「せいふう」による洋上調査、操業
漁船からの聞き取り調査等により把握し、漁業
関係者に迅速に情報提供を行い漁業被害の低減
に努める。

２．研究方法

（１）洋上分布調査
平成２２年７月２６日～８月４日および８月２３

日～２５日に隠岐諸島東方～対馬西方の海域の
１９定点において、調査船「島根丸」により LC
ネットを使用して大型クラゲを採集した。採集
したクラゲは個体数、傘径または感覚器官の間
隔を測定した。
（２）洋上目視調査
①調査船「島根丸」
１０～１１月に計３回、島根県沖合において、船
上から目視による調査を実施した。調査は定点
から２マイルの距離を航走する間、船橋上両
舷から目視された大型クラゲを計数した。
②漁業取締船「せいふう」
８月～１１月の間の全航海において、昼間に実
施した。調査は船橋上両舷から、目視された大
型クラゲを計数した。
（３）陸上調査
漁業協同組合 JFしまねからの来遊状況の聞

取り調査と、入網状況について標本船調査を実
施した。聞取り調査は、平成２２年８月～平成
２２年１２月まで実施した。標本船調査は、定置
網漁業５ヶ統に８月から１２月まで、沖合底び
き網８船団に８月から１２月まで、小型底びき
網漁船３隻に９月から１２月までの期間、それ

ぞれ操業ごとの入網数（底びき網漁業にあって
は操業位置および入網数）、大きさ、被害状況、
対策実施の有無について記入を依頼した。

３．研究結果

（１）洋上分布調査
２回の調査ともエチゼンクラゲは採集されな
かった。また、LCネット曳網時および航行中の
目視調査（昼間のみ）でも確認されなかった。
（２）洋上目視調査
島根丸」による調査では、１０月１２日～１３日

の調査で１個体のエチゼンクラゲを目視確認
した。
また、「せいふう」による調査では全く目視

確認できなかった。
（３）陸上調査
①定置網漁業標本船
１０月上旬に入網が始まり、１２月の調査終了
まで少量の入網が主に浜田・江津地区で続き、
合計で１１０個体の入網があったが、漁業被害の
程度は軽微であった。また１０月中旬から死亡
個体が見られたのが特徴的であった。
②小型底びき網漁業標本船
１０月中旬から入網が始まり、１１月下旬まで散
発的に１～２個体の入網があり、合計で１０個体
の入網があったが漁業被害の報告はなかった。
③沖合底びき網漁業標本船
９月中旬から８８０・８９０漁区で入網が始まり、

１１月上旬に８９０・９００漁区などで調査期間中最
大の２４個体の入網があり、１２月の調査終了ま
で散発的な入網が続いた。合計で７８個体の入
網があったが漁業被害の報告はなかった。（調
査結果の詳細は、本報告書「平成２２年度の大
型クラゲ出現状況を参照のこと」
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平成２２年度の大型クラゲ出現状況

（有害生物出現調査及び情報提供委託事業）
柳 昌之・沖野 晃・村山達朗

１．洋上分布調査

（１）調査方法
平成２２年７月２６日～８月４日および８月２３

日～２５日に、調査船「島根丸」により LCネッ
トを使用してエチゼンクラゲを採集した。調査
定点は図１のとおりである。

調査に用いた LCネットは網口の幅×高さが
１０m×１０mで、調査海域の水深によって分布層
が異なると思われるため、下記のとおり水深に
よって曳網方法を変更した。
● 水深が１５０mよりも深い場合は LCネットを
水深５０mまで沈め、水深が１５０mよりも
浅い場合はおおむね海底から２０m上まで沈
める。

● LCネットを予定水深まで沈めた後、ワープ
の繰り出しをストップし、１分間斜め曳き
をする。

● 揚網はワープの巻き上げ速度を毎秒０．３m、
船速を２～２．５ノットで行う。

（２）結果
採集結果は添付資料に示した。
２回の採集調査ともエチゼンクラゲは採集さ
れず、また LCネット曳網時および昼間の航行

時におこなった目視調査においても確認されな
かった。

２．洋上目視調査

（１）調査方法
①調査船「島根丸」
船上から目視による観察を行なうとともに、

水温、塩分等の海洋観測を実施した。調査は
１０月～１１月に計３回実施した。調査定点は図２
に示すとおりであるが、夜間に通過した地点で
は目視を行っていない。計数は、各定点から２マ
イルの距離を航走する間、船橋上両舷から目視
されたエチゼンクラゲを大（傘径１００cm以
上）、中（傘径５０～１００cm未満）、小（傘径５０cm
未満）のサイズ別に行った。

図２島根丸洋上目視調査定点

②漁業取締船「せいふう」
船上から目視観察を行った。調査は８月～１１

月の間の全運航海域において昼間に実施した。
計数は航行中船橋上両舷から目視されたエチゼ
ンクラゲを大（傘径１００cm以上）、中（傘径
５０～１００cm未満）小（傘径５０cm未満）のサイ
ズ別に行った。

図１洋上分布調査点（丸は深海１５０m以浅）
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（２）結果
目視観察結果を添付資料に示す。
「島根丸」の調査海域は大田市以西であり、

「せいふう」のそれは本県全域にわたっている。
「島根丸」による調査では、１０月１２日～１３日
の調査で１個体のエチゼンクラゲを目視確認し
た。また、「せいふう」による調査では全く目
視確認できなかった。

３．陸上調査

（１）調査方法
漁業協同組合 JFしまねからの来遊状況の聞

取り調査および標本船調査を実施した。聞取り
調査は、平成２２年８月～平成２２年１２月まで
実施した。標本船は図３に示すとおり、定置網
漁業５ヶ統（浜田市、江津市、出雲市、松江市、
西ノ島町）に８月から１２月まで、沖合底びき
網８船団（本県に所属する全船団）に８月から
１２月まで、小型底びき網漁業３隻（浜田市１
隻、大田市１隻、出雲市１隻）に９月から１２
月までの期間、それぞれ操業ごとの入網数（底
びき網漁業にあっては操業位置および入網
数）、大きさ、被害状況、対策実施の有無につ
いて記入を依頼した。

図３標本船所属地

（２）結果
聞き取り調査および標本船調査の結果を添付

資料に示す。

平成２２年度はエチゼンクラゲの確認数は非
常に少なかった。
①定置網漁業標本船
エチゼンクラゲの旬別入網状況を図４に示

す。１０月上旬に入網が始まり、１２月の調査終
了まで少量の入網が主に浜田・江津地区で続
き、合計で１１０個体の入網があったが、漁業被
害の程度は軽微であった。また１０月中旬から
死亡個体が見られたのが特徴であった。
②小型底びき網漁業標本船
エチゼンクラゲの旬別入網状況を表１に示

す。１０月中旬から入網が始まり、１１月下旬ま
で散発的に１～２個体の入網があり、合計で
１０個体の入網があったが漁業被害の報告はな
かった。
③沖合底びき網漁業標本船
エチゼンクラゲの旬別入網状況を図５に、農

林漁区を図６に示す。９月中旬から８８０・８９０
農林漁区で入網が始まり、１１月上旬に８９０・
９００農林漁区などで調査期間中最大の２４個体
の入網があり、１２月の調査終了まで散発的な
入網が続いた。合計で７８個体の入網があった
が漁業被害の報告はなかった。
なお、標本船調査・聞き取り調査の結果は大

型クラゲ被害防止緊急総合対策事業において
JAFICが実施している大型クラゲ出現情報に
データとして提供した。また、大型クラゲ情報
として FAXと水産技術センターホームページ
上で情報提供を行なった。
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表１小型底びき網標本船のエチゼンクラゲ旬別入網個体数

１０月 １１月 １２月

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

A丸 ０ ２ １ １ ０ ０ ０ ３ ０

B丸 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

C丸 ０ １ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０

図４定置網漁業標本船のエチゼンクラゲ旬別入網個体数

図５沖合底びき網標本船のエチゼンクラゲ旬別入網量指数
入網量指数＝（漁区別入網数÷漁区別操業回数）×１００）
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４．総括

平成２２年度の目視情報・入網情報は非常に
少なく、７月初旬には県内漁業者に対し、東シ
ナ海における水研や大学の調査結果、JAFICに

よる入網情報から、昨年に比べ発生量が少ない
旨の情報を提供したが、最終的な本県沖への来
遊量は予測どおり少ないものであった。

図６農林漁区図
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エッチュウバイの資源管理に関する研究

（第２県土水産資源調査）
道根 淳

１．研究目的

エッチュウバイ資源の持続的利用を図るた
め、ばいかご漁業の漁業実態を調査し、適正漁
獲量、漁獲努力等の提示ならびに漁業情報の提
供を行う。これにより、本資源の維持・増大と
ばいかご漁業経営の安定化を図る。なお、調査
結果の詳細については、後述する「平成２２年
度の漁況」に記載した。

２．研究方法

（１）漁業実態調査
当センター漁獲統計システムによる漁獲統計

と各漁業者に記入依頼を行っている操業野帳を
解析し、本種の漁獲動向、資源状態、価格動向、
漁場利用について検討を行った。
（２）資源生態調査
JFしまね大田支所管内ならびに仁摩支所に

水揚げされる漁獲物の殻高を銘柄別に測定し、
銘柄別漁獲箱数から本種の殻高組成を推定し
た。また、村山・由木１）が求めた Age-length Key
を用いて漁獲物の年齢組成を求め、さらに日別
漁獲データをもとに DeLury法による資源解析
を行った。

３．研究結果

（１）漁業実態調査
平成２２年のエッチュウバイの漁獲量は７３．８

トン、水揚金額は２，４３３万円であった。また１
隻当り漁獲量は１４．８トンであり、水揚金額は
４８７万円であり、漁獲量は平年並みであったが、
水揚金額は平年を２１％と大きく下回り、平成
元年以降、平成２１年、１７年に次ぐ低調な水揚
げであった。

利用している漁場は、日韓暫定水域の東側か
ら日御碕沖にかけての水深１９０～２００mであり、
例年とほぼ同じ利用状況であった。
エッチュウバイの１kg当たりの価格は３２９円

であり、平成１８年以降３００円台で推移してい
る。漁業者は冷海水装置の導入など鮮度保持に
取り組み、魚価上昇を目指しているが、夏場は
国内各地でバイかご漁業が行われ、消費者市場
では本種が供給過剰状態にあるといわれてい
る。さらに石見地区では、高値で取引される銘
柄「特大」や「小」、「豆」の漁獲量が少ないた
め、鮮度保持だけでは魚価上昇が見込めない状
況におかれている。
（２）資源生態調査
資源状態の指標となる１航海当たりの漁獲量

は５２７kgであり、４００kgを割り込んだ前年から
回復し、平年を上回った。また、１航海当たり
の漁獲個数は９，２７６個でやや回復したが、前年
に引き続き１万個を下回っている。漁獲個数の
推移を見ると、平成１２年以降低い水準で横ば
い傾向にあり、資源状況は依然として低水準状
態が続いている。

４．研究成果

調査で得られた結果は、島根県小型機船漁業
協議会ばいかご漁業部会の資源管理指針として
利用されており、これをもとに漁業者が自主的
に漁獲量の上限を設定し、使用かご数の制限な
どの資源管理が行われている。

５．文献

１）村山達朗・由木雄一：島根県水産試験場事業報

告書（平成４年度），６４－６９（１９９１）

― 29 ―



江の川におけるアユ資源管理技術開発

（アユ資源回復モニタリング調査事業）
寺門弘悦・村山達朗

１．研究目的

江の川におけるアユ資源増大に向けた管理方
策を進めるため、親魚量と翌年のアユ資源量の
指標となる流下仔魚量を把握するとともに、江
の川のアユ適正収容量の基礎資料となる河床型
別水面面積を測量した。

２．研究方法

流下仔魚量調査は、最下流の産卵場である瀬
尻の瀬（江津市川平町）の直下において２０１０
年１０月～１２月にかけて原則週１回の頻度で
行った。仔魚の採集は濾水計（General Oceanics
社製）を装着した稚魚ネット（GG５４）を使用
し、夕刻から深夜にかけて１時間おきに流芯部
付近で５分間の採集を行い、採集した仔魚は
５％ホルマリン水で固定した。後日、採集尾数、
濾水量及び国土交通省長良観測所の河川流量か
ら流下仔魚量を求めた。また、河床型別水面面
積は、２０１０年４月２６日、４月２８日、６月２５日、
２０１１年３月７日に江の川を目視観察して航空
写真上で区分した河床型（早瀬、平瀬、淵、ト
ロ A、トロ B）別の面積を、GISソフトである
地図太郎（東京カートグラフィック）の面積測
量機能により測量した。測量範囲は、浜原ダム
の影響を考慮して、アユの再生産が確実な浜原
ダム（邑智郡美郷町）より下流から松川橋（江
津市松川町）までとし、支流は含めなかった。

３．研究結果

図１に江の川の流下仔魚量の経年変化を示し
た。２０１０年は２億６千万尾であり、昨年（２００９
年）の４．４億尾よりも減少した。また、１９８７～
１９９９年に実施された調査結果と比べても流下
仔魚尾数は減少しており、江の川のアユ資源は
極めて危機的な状態にあると考えられた。
江の川の浜原ダム下流域（支流含まない）の

総水面面積は３６１万m２であった（表１）。その

うち早瀬が８．６％、平瀬が２５．７％、淵が４．８％、
トロ Aが３４．６％、トロ Bが２６．４％であり、
瀬・淵の消失が進んでいることが示唆された。

４．研究成果

江の川のアユ資源減少の主な原因は産卵親魚
の不足であることが分かった。その対策として、
浜原ダムのアユ遡上制限と下流域の漁獲規制強
化による親魚保護により、まず浜原ダム下流域
のアユ資源を、河床型別水面面積を基礎資料と
して設定したアユ適正収容量まで回復させる緊
急措置を江川漁協に提言し、組合員に対する地
区説明会を経て、総代会で漁獲規制強化が採決
された。また、浜原ダムのアユ遡上制限につい
て、広島県側上流域の３漁協、河川・ダム管理
者との協議を行った。
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図１江の川におけるアユ流下仔魚量の動向

表１江の川の浜原ダム下流域における河床型別
の水面面積と構成比

河床型 面積（m２） 構成比（％）

早瀬 ３１１，４５９ ８．６

平瀬 ９２９，１０５ 25.7

フチ １７１，９２２ ４．８

トロA １，２４８，９５７ ３４．６

トロB ９５２，８２６ ２６．４

合計 ３，６１４，２７０ １００．０
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小型底びき網１種の選択漁具開発試験

（資源回復計画作成推進事業）
沖野 晃・村山達朗

１．研究目的

本県沿岸で操業される小型底びき網漁業１種
（かけまわし）でソウハチやアカガレイを漁獲
する際、同時にズワイガニの小型個体が大量に
混獲されている。本研究ではズワイガニ小型個
体の混獲を減少させることを目的とし、既存漁
具の一部を大目合化することで出荷対象漁獲物
とズワイガニ小型個体を分離し、網外に排出す
る機構を持つ選択漁具の開発をおこなった。本
年度は実操業船での実証を行った。

２．研究方法

漁業協同組合 JFしまね大田支所所属の小型
底びき網漁業船２隻において、選択漁具を使用
し操業を行った。大目合は網口からコッドエン
ド方向に４０×４０cmの角目４目を下網に設置し
た。小型のズワイガニが入網しない場所での操
業では、大目合部分に外側から通常の目合の網
（カバーネット）を取り付け、漁獲物が逸脱し
ないようにした。
２隻の船の操業状況を調査するために乗船を
行った。乗船時には網の形状を把握するために、
小型水深ロガー（Ster－Oddi社製 DSTmilli）及
び傾斜・温度・深度ロガー（同社製 DST－Pitch
&Roll）を網口と大目合の部分の筋縄に取り付
けた。
また、各船には操業状況を把握するために野

帳の記入を依頼した。

３．研究結果

（１）カバーネットの影響

網の形状および曳網時間は、カバーネットを
取り付けた場合とはずした場合において変化が
見られず、カバーネットの影響はほとんどない
と考えられた。なお、カバーネットの脱着時間
は各１０分程度である。
（２）小型ズワイガニの入網量
調査期間中は小型ズワイガニが入網する量が

少なく、カバーネットをはずして操業する機会
がほとんどなかった。そのため、漁獲物中の小
型ズワイガニが減少する効果ついては確認でき
なかった。
（３）その他の漁獲物の量
大目合の網を使用した操業では、両こぶし大

の大きさの石が少なくなるなど、カニ以外の漁
獲対象外の生物の減少も可能であると考えられ
た。なお漁獲の対象であるエゾボラモドキ等の
巻貝は減少していると思われた。
また漁獲量についてはカバーネットを取り付

けた時と同程度で、大幅な減少はないものと思
われた。また、漁業者の感想からも、カレイ類
等の漁獲対象種の減少はほとんどないというこ
とであった。
（４）大目合の網の設置位置等
大目合部分の網は、網口側がコッドエンド側

よりも高い傾斜（後傾）となることで、漁獲物
が大目合から逸脱する量が少なくなると予想し
ていた。しかし、大目合部分の傾斜が前傾であっ
てもカレイ類の漁獲の大幅な減少は確認されな
かった。そのため、今回使用した大目合の大き
さと目数、設置位置、形状ならば、カレイ類の
漁獲には影響は少ないことが推察された。
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フロンティア漁場整備生物環境調査

（日本海西部地区漁場整備生物環境調査委託事業）
道根 淳・村山達朗・沖野 晃

１．研究目的

平成１９年の漁港漁場整備法の改正により、
フロンティア漁場整備事業（国直轄）が創設さ
れ、排他的経済水域において対象資源の回復を
促進するための施設整備を資源回復措置と併せ
て実施することとなった。日本海西部海域にお
いては、平成２６年にかけてズワイガニ、アカ
ガレイの産卵・成育場を確保するため、本県沖
合から兵庫県沖合にかけて保護育成礁を設置す
る計画である。そこで、本事業による保護育成
礁設置前後の生物・環境調査を実施し、魚礁設
置後の効果を検証する。
なお、本調査は（財）漁港漁場漁村技術研究

所からの受託事業であり、本県ならびに鳥取県、
兵庫県の関係機関で調査を実施した。

２．研究方法

（１）トロール調査
２０１０年９月６日～７日にかけて浜田沖海域、

９月１４日～１６日にかけて赤碕沖海域ならびに
隠岐北方海域で試験船「島根丸」によるトロー
ル網調査を実施した。各調査海域の調査点は、
赤碕沖が２調査点、隠岐北方が６調査点、浜田
沖が３調査点の計１１調査点である。
漁獲物は船上で種類別に分類し、ズワイガニ

は雌雄別に分け、甲幅を測定するとともに、雌
では成熟度の判定、雄では鋏脚幅を測定した。
また、アカガレイは雌雄別に分け、体長、重量
を測定した。なお、大量に漁獲された場合は一
部を抽出し、測定を行った。そのほか、主要漁
獲対象種は尾数を計数した後、体長、重量を測
定した。

３．研究結果

関係機関が得た調査結果をもとに、（財）漁
港漁場漁村技術研究所が報告書を作成し、水産
庁漁場整備課へ報告を行った。本調査結果は、

平成２２年度日本海西部地区漁場環境調査業務
報告書（（財）漁港漁場漁村技術研究所 平成
２２年１２月発行）として報告されている。

図１各海域で漁獲されたズワイガニの甲幅組成
（上段：雄、下段：雌）
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平成２２年度の海況
柳 昌之・寺門弘悦

平成２２年４月から平成２３年３月にかけて
行った浜田港と恵曇港における定地水温観測の
結果と、調査船による島根県沿岸から沖合にか
けての定線観測の結果について報告する。

Ⅰ．調査方法

１．定地水温観測

平成２２年４月から平成２３年３月に浜田漁港
および恵曇漁港において表面水温を計測した。

水温は毎日午前１０時に浜田漁港では長期設置
型直読式水温計（アレック電子社製、MODEL
AT１―D）で、恵曇漁港では携帯型水質計
（WTW社製 LF－３３０）で測定した。

２．定線観測

（１）定線観測の実施状況
表１に観測実施状況を示す。観測点の（ ）

内の数字は補間点の数である。

図１観測定線

表１観測の実施状況

観測年月日 定 線 名 事 業 名 観測点

H２２年 ３月２３日～３月２５日 稚沿二春－１線 資源評価調査事業 ３４（９）

４月１９日～４月２１日 稚沿二春－１線 〃 ３４（９）

６月 ２日～６月 ９日 稚沖合春－１線 〃 ３８（９）

８月 ３日～８月 ４日 沿岸二－１線 大型クラゲ出現調査等調査 １７

８月３１日～９月 ２日 沖合－１線 資源評価調査事業 ２１

９月２７日～９月２８日 稚沿二秋－１線 〃 １７

１１月 ４日～１１月 ６日 稚沖合秋－１線 〃 ２１

１１月２４日～１１月２５日 沿岸二－１線 大型クラゲ出現調査等調査 １７

H２３年 １月２６日～１月２７日 沿岸二－１線 資源評価調査事業 ３８（９）

３月 ４日～３月 ６日 稚沖合春－１線 資源評価調査事業 １７

（２）観測定線 図１参照。
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（３）観測方法
調 査 船：島根丸（１４２トン、１２００馬力）
観測機器：CTD（アレック電子）、棒状水温計、

線長計、魚群探知機、ADCP（古野
電気）

観測項目：水温、塩分、海流、卵・稚仔・プラ
ンクトン、気象、海象

観 測 層：０mから海底直上まで１m毎に水
深５００mまで観測

Ⅱ．調査結果

１．定地水温観測

図２～５に浜田漁港および恵曇漁港における
表面水温の旬平均値および平年偏差の変動を示
した。ここで平年値とは過去２５ヶ年間の平均
値である。
浜田漁港での最高水温は９月上旬の２９．３℃、

最低水温は３月上・中旬の１１．５℃であった。平
年と比較すると、６月上旬まで「平年よりやや
低め～はなはだ低め」で経過したが、６月中旬
から上昇し７月中旬までは「平年並み」、７月
下旬から１０月中旬まで「平年よりやや高め～
はなはだ高め」で推移した。以降は概ね「平年
並み」であったが、３月上旬以降低下し「平年
よりやや低め～はなはだ低め」となった。
恵曇漁港での最高水温は８月下旬の２９．２℃、

最低水温は２月中旬の１１．９℃であった。平年
と比較すると、浜田漁港と同様の経過をたどっ
ているが、水温が「平年よりやや高め」となっ
たのは６月下旬で浜田漁港より１月早かった
が、下降は同時期であった。

２．定線観測

山陰海域の上層（０m）、中層（５０m）、底層
（１００m）の水温の水平分布を図６に示す。解析
には山口県水産研究センターと鳥取県水産試験
場が実施した海洋観測の結果も用いた。解析に
は長沼１）、渡邊ら２）の平年値および標準偏差を
用いた。各月の水温分布の概要は以下のとおり
である。
４月：各層の水温は、表層（０m）が１０．４～

１５．８℃（平年差は－１．２～＋１．０℃）、中層
（５０m）が１０．１～１４．８℃（平年差は－０．７
～＋２．６℃）、底層（１００m）が７．２～１４．８℃
（平年差は－０．７～＋５．１℃）であった。
表層の水温は、竹島南方から島根県沿

図３浜田漁港における表面水温の平年偏差

図４恵曇漁港における表面水温の旬平均

図４恵曇漁港における表面水温の旬平均

図２浜田漁港における表面水温の旬平均
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岸は「平年よりやや低め」、鳥取県東部
沿岸は「平年よりやや高め」であった。
中・底層では、山陰海域の西部沖合は

「平年よりやや高め～かなり高め」、鳥
取県東部沿岸は「平年よりやや高め」、浜
田沿岸は「平年よりやや低め」であった。

５月：各層の水温は、表層（０m）が１１．８～
１７．５℃（平年差は－１．９～＋１．２℃）、中層
（５０m）が９．５～１６．３℃（平年差は－２．１～
＋１．５℃）、底 層（１００m）が６．９～１５．４℃
（平年差は－２．５～＋３．７℃）であった。
表層の水温は、竹島南方から島根・鳥

取県沿岸は「平年よりやや低め～かなり
低め」であった。
中・底層では、山陰海域の西部沖合は

「平年よりやや高め～かなり高め」で
あったが、東部の一部海域では「平年よ
りやや低め～かなり低め」であった。

６月：各層の水温は、表層（０m）が１４．８～
２０．３℃（平年差は－２．４～＋１．８℃）、中層
（５０m）が９．０～１７．７℃（平年差は－２．２～
＋２．４℃）、底層（１００m）が５．８～１６．４℃
（平年差は－３．１～＋４．９℃）であった。
表層の水温は、沿岸域から隠岐諸島北

方は「平年よりやや低め～はなはだ低
め」であったが、竹島周辺は「平年より
やや高め」であった。
中層では、冷水域は島根半島沿岸から

隠岐北方に縮小し「平年よりやや低め」
となる一方、竹島周辺の暖水域は拡大し
「平年よりやや高め～かなり高め」と
なっていた。底層ではこの傾向が一層強
くなっていたが、鳥取県沿岸域は、「平
年よりかなり低め～はなはだ低め」で
あった。

８月：各層の水温は、表層（０m）が２３．４～
２９．０℃（平年差は－２．０～＋２．７℃）、中層
（５０m）が１０．８～２３．０℃（平年差は－３．３
～＋２．５℃）、底層（１００m）が８．６～１９．６℃
（平年差は－２．７～＋５．９℃）であった。
表層の水温は、全般に「平年よりやや

高め」であったが、竹島南方から日御碕

は「平年よりかなり高め」であった、ま
た見島北方７０マイル付近は「平年より
やや低め」であった。
中層では、「平年よりやや高め～かな

り高め」の海域は竹島周辺および山口県
から浜田の沿岸域となり、隠岐諸島周辺
から北方には冷水域が出現し「平年より
やや低め～かなり低め」となっていた。
底層では、中層とほぼ同じ傾向であった
が、暖水域の平年差は中層よりやや大き
くなっていた。

９月：各層の水温は、表層（０m）が２６．１～
３０．１℃（平年差は＋０．２～＋４．３℃）、中層
（５０m）が９．４～２６．８℃（平年差は－３．１～
＋４．８℃）、底層（１００m）が４．１～２１．２℃
（平年差は－４．２～＋８．０℃）であった。
表層の水温は、全般に「平年よりやや

高め～はなはだ高め」であり、特に益田
以東の海域は「平年よりかなり高め～は
なはだ高め」であった。
中層では、竹島周辺から島根県沿岸は

「平年よりやや高め～かなり高め」で
あったが、竹島の北東沖の海域は低めの
「平年並み」～「平年よりかなり低め」と
なっていた。底層では、中層とほぼ同じ
傾向であったが、暖水域は隠岐諸島西方
までに縮小していた。

１０月：各層の水温は、表層（０m）が２３．０～
２６．５℃（平年差は＋０．５～＋２．８℃）、中層
（５０m）が１６．７～２４．８℃（平年差は－０．８
～＋４．３℃）、底層（１００m）が９．１～２１．０℃
（平年差は－０．４～＋６．８℃）であった。
表層の水温は、先月に引続き全般に「平

年よりやや高め～はなはだ高め」であ
り、特に竹島周辺から島根県沿岸にかけ
ては「平年よりかなり高め～はなはだ高
め」であった。
中層では、竹島周辺から島根県沿岸

（恵曇から浜田）にかけて「平年よりや
や高め～かなり高め」であった。底層で
は、中層とほぼ同じ傾向であったが、沿
岸部は概ね「平年並み」であった。
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１１月：各層の水温は、表層（０m）が１４．０～
２１．６℃（平年差は－４．７～＋１．２℃）、中
層（５０m）が１０．９～２１．７℃（平 年 差 は
－３．５～＋４．２℃）、底 層（１００m）が２．９～
２０．１℃（平 年 差 は－４．１～＋７．０℃）で
あった。
表層の水温は、恵曇以西の沿岸部およ

び隠岐諸島周辺では「平年よりやや低め
～かなり低め」であったが、西部の一部
沖合は「平年よりやや高め」であった。
中層では、沿岸部は全般に「平年なみ」

であったが、鳥取県中部は「平年より低
め～かなり低め」であった。また西部の
沖合は「平年よりやや高め～かなり高め
の海域」であった。底層では、中層とほ
ぼ同じ傾向であったが、鳥取県中部は
「平年並み」となり浜田付近の沿岸が
「平年よりやや低め」となっていた。

１２月：各層の水温は、表層（０m）が１４．３～
１９．７℃（平年差は－１．１～＋１．６℃）、中
層（５０m）が１４．６～１９．７℃（平 年 差 は
－０．６～＋２．４℃）、底層（１００m）が１０．２～
１９．８℃（平 年 差 は－１．０～＋６．６℃）で
あった。
表層の水温は、大社湾以西の沿岸は「平

年よりやや高め」であった。
中層では、表層と同様の傾向であった

が、一部海域は「平年よりかなり高め」
であった。
底層では、大社湾以西の沿岸部は「平

年よりやや高め」沖合は「平年よりやや
高め～かなり高め」、以東の沿岸部は「平
年なみ」沖合は「平年よりやや高め」で
あった。

３月：各層の水温は、表層（０m）が７．９～
１４．０℃（平年差は－１．６～＋１．０℃）、中層
（５０m）が６．７～１３．８℃（平年差は－２．３～
＋０．９℃）、底層（１００m）が５．２～１３．７℃
（平年差は－２．６～＋２．４℃）であった。
表層の水温は、沿岸部は「平年やや低

め」であったが、隠岐諸島の北西沖およ

び西沖は「平年よりやや高め」であった。
中層では、大田以西の沿岸部は「平年

よりやや低め」であった、また隠岐諸島
の北西沖および西沖は「平年よりやや高
め」であった。
底層では、全般に「平年なみ」であっ

たが隠岐諸島北西沖など一部海域は「平
年よりやや高め」であった。一方隠岐諸
島周辺など「平年よりやや低め」の海域
もあった。

（注）文中、「 」で囲んで表した水温の平年比
較の高低の程度は以下のとおりである
（長沼１））。

「はなはだ高め」：約２０年に１回の出現確率で
ある２℃程度の高さ（＋２００
％以上）。

「かなり高め」：約１０年に１回の出現確率
である１．５℃程度の高さ
（＋１３０～＋２００％程度）。

「や や 高 め」：約４年に１回の出現確率で
ある１℃程度の高さ（＋６０～
＋１３０％程度）。

「平 年 並 み」：約２年に１回の出現確率で
あ る±０．５℃程 度 の 高 さ
（－６０～＋６０％程度）。

「や や 低 め」：約４年に１回の出現確率
で あ る１℃程 度 の 低 さ
（－６０～－１３０％程度）。

「かなり低め」：約１０年に１回の出現確率
である１．５℃程度の低さ
（－１３０～－２００％程度）。

「はなはだ低め」：約２０年に１回の出現確率で
ある２℃程度の低さ（－２００
％以下）。

引用文献

１）長沼光亮：日本海区における海況の予測方法と

検証、漁海況予測の方法と検証、１３９－１４６（１９８１）

２）渡邊達郎・市橋正子・山田東也・平井光行：日

本海における平均水温（１９６６～１９９５年）、日本

海ブロック試験研究収録、３７、１－１１２（１９９８）
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平成２２年度の漁況
道根 淳・寺門弘悦

１．まき網漁業

（１）漁獲量の経年変化
図１に１９６０年（昭和３５年）以降の島根県の

中型まき網漁業による魚種別の漁獲量の経年変
化のグラフを示した。
２０１０年の総漁獲量は約７万３千トンで、前
年比９２％、平年（過去５ヶ年平均、以下同様）
比１０８％であった。近年の漁獲の主体であるマ
アジ、サバ類は不調であったが、カタクチイワ
シ、ウルメイワシに加えブリが好調であった。
ブリは図１中ではその他に含まれ、その漁獲量
は約１万２千トンであった。なお、マイワシは
依然として低水準が続いている。
２０１０年の CPUE（１ヶ統１航海当り漁獲量）
は３９．６トンで、前年並みで平年を上回った（前
年比１０２％、平年比１１８％）。なお、２０１０年の
漁労体数は１２ヶ統（県西部４ヶ統、県東部８
ヶ統）であり、前年と変わっていない。
（２）魚種別漁獲状況
図２～６に島根県の中型まき網による魚種別

月別漁獲動向のグラフを示した。
①マアジ
マアジは春先の海水温が低め傾向で推移した

ことにより来遊時期が大幅に遅れ、春季（４
月～６月）は低調な漁況が続いた（前年比
２６％、平年比３４％）。一方、秋季（１０月～１１
月）はまとまった漁獲があり、平年を上回る漁
況であった（前年比２０６％、平年比２０６％）。漁
獲の主体は１歳魚（２００９年生まれ）で、夏季
以降は０歳魚（２０１０年生まれ）が漁獲に加入
した。２０１０年の漁獲量は約２万４千トンで、前
年比７２％、平年比８５％であった。
②サバ類
サバ類は主漁期にあたる１０月以降の漁獲量

は平年を下回った（前年比６１％、平年比
７４％）。漁獲の主体はマサバ０歳魚（２０１０年生
まれ）であった。２０１０年の漁獲量は約９千ト
ンと前年比５３％、平年比６６％であり、２００５年

図１島根県の中型まき網による魚種別漁獲量と
CPUEの推移（２００２年までは農林統計値、
２００３年以降は島根県漁獲統計システムによ
る集計値）

図２中型まき網によるマアジの漁獲量

図３中型まき網によるサバ類の漁獲量
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以降増加傾向にあった漁獲量は１万トンを下
回った。
③マイワシ
マイワシは県東部を主漁場として春季（３～５

月）に平年の２．５倍となるまとまった漁獲が続
いた。一方、６月以降は１０月にわずかな漁獲
があったのみであった。
２０１０年の漁獲量は約３千トンで、前年比

５９％、平年比９５％であった。２００３年以降低水
準ながら毎年増加傾向にあったが、２０１０年は
前年（２００９年）を下回った。本県のマイワシ
の漁獲量は近年増加傾向にあるものの、他の魚
種に混じって漁獲されるに過ぎない。マイワシ
の資源水準は依然として低位であり、以前のよ
うな豊漁は当分見込めない状況にある。
④カタクチイワシ
カタクチイワシは春季（４～５月）に県東部

を主漁場として約１万１千トンのまとまった漁
獲があったが、秋季の漁獲はほぼ皆無であった。
２０１０年の漁獲量は約１万５千トンで、前年・
平年を上回った（前年比１５４％、平年比１４５％）。
⑤ウルメイワシ
ウルメイワシは県東部を主漁場として春季

（５月～６月）と秋季（１０月～１１月）にそれぞ
れまとまった漁獲があった。２０１０年の漁獲量
は約９千トンで、前年・平年を上回った（前年
比１５９％、平年比１７２％）。

図４中型まき網によるマイワシの漁獲量

図５中型まき網によるカタクチイワシの漁獲量

図６中型まき網によるウルメイワシの漁獲量
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２．いか釣り漁業

ここでは、いか釣り漁業（５t未満船）、小型
いか釣り漁業（５t以上３０t未満船）及び中型い
か釣漁業（３０t以上）によって浜田港に水揚げ
されたイカ類（スルメイカ、ケンサキイカ）の
漁獲動向をとりまとめた。
（１）スルメイカ
浜田港に水揚げされたスルメイカの漁獲量お

よび水揚金額の年別動向を図７と図８に示し
た。２０１０年の漁獲量は２４３トンで、前年（７９
トン）比３０６％、平年（７４７トン）比３３％と極
端な不漁であった前年を上回ったが、平年を大
きく下回った。水揚金額は約８千万円で、平年
比２９％であった。
図９に月別の漁獲動向を示した。例年、冬

季～３月は冬季発生系群の産卵南下群が、３
月～初夏は秋季発生群の索餌北上群が島根県沖
での漁獲対象となるが、近年は両系群の資源状
態が良好であるにもかかわらず山陰沖への来遊
量が少ない傾向にある。２０１０年も同様の傾向
を示し、２００９年のような極端な不漁ではない
ものの、平年を下回る漁況であった。
（２）ケンサキイカ
浜田港に水揚げされたケンサキイカの漁獲量

および水揚金額の年別動向を図１０と図１１に示
した。２０１０年のケンサキイカの漁獲量は１，１２６
トンで、前年・平年を上回った（前年比１３１％、
平年比２２７％）。水揚金額は約７億１千万円で、
前年比１２２％、平年比１８３％であった。
図１２に月別の漁獲動向を示した。近年、特

に２００６年以降春～夏に漁獲されるケンサキ型
の漁況が不調である一方、秋に漁獲されるブド
ウイカ型の漁況は好調である。２０１０年も同様
の傾向を示し、７月までは平年を下回る漁況で
あったが、８月に漁獲量が急増し、それ以降平
年を上回る漁況が続いた。

図７浜田港に水揚げされたスルメイカの漁獲量
の動向

図８浜田港に水揚げされたスルメイカの水揚金
額と単価の動向

図９浜田港に水揚げされたスルメイカの月別漁
獲動向
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図１０浜田港に水揚げされたケンサキイカの漁獲
量の動向

図１１浜田港に水揚げされたケンサキイカの水揚
金額と単価の動向

図１２浜田港に水揚げされたケンサキイカの月別
漁獲動向
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３．沖合底びき網漁業（２そうびき）

本県では現在８ヶ統が操業を行っている。本
報告では、このうち浜田港を基地とする５ヶ統
を対象に取りまとめを行った。操業期間は８月
１６日から翌年５月３１日までで、６月１日から
８月１５日までは禁漁期間である。ここでは統
計上、漁期年を用い、１漁期を８月１６日から
翌年５月３１日までとした。

（１）全体の漁獲動向
図１３に１９８６年以降の浜田港を基地とする沖

合底びき網漁業（以下、浜田沖底という）にお
ける総漁獲量と１統当たり漁獲量（以下、CPUE
という）の経年変化を示す。
総漁獲量は、１９８０年代後半から１９９０年代前

半にかけて操業統数の減少により急激に減少し
たが、１９９３年以降３，０００トン台で安定して推
移している。一方、CPUEは日韓新漁業協定が
発効された１９９８年以降急増していたが、２００６
年以降は横這い傾向にある。
今漁期は休漁明け当初よりエチゼンクラゲの

影響もなく、安定した操業となった。しかし、
年明け後の寒波の影響で海水温が急激に低下
し、一時、漁況が低調な時期もあったが、春季
以降は漁況も回復し、総じて安定した漁期で
あった。２０１０年の浜田沖底の総漁獲量は３，２８７
トン、総水揚げ金額は１４億３，８３８万円であっ
た。また、１統当たり漁獲量は６５７トン、１統
当たり水揚金額は２億８，７６８万円であり、漁獲
量は平年（２０００～２００９年の過去１０ヵ年間の平
均値、以下平年という）を１２％上回ったが、水
揚金額は平年並みであった。
（２）主要魚種の漁獲動向
①カレイ類
図１４にカレイ類の CPUEの経年変化を示す。
ムシガレイは数年周期の増減を繰り返し、

１９９３年までは減少傾向にあった。それ以降は
増加傾向に転じたが、２００８年をピークに減少
傾向にある。２０１０年の漁獲量は３６５トン、CPUE
は７３．０トンで、前年、平年を１７％下回った。
ソウハチは１９９０年以降、大きな変動を示し

ながら減少傾向にあり、特に２０００年以降は急

減し、２００３年には１２トンまで減少した。その
後、２００５年以降は増加傾向に転じたが、２００７
年を境に再び減少傾向にある。２０１０年の漁獲
量は２０３トン、CPUEは４０．７トンで、前年を
２８％、平年を３％上回った。
ヤナギムシガレイは１９９１年以降増加傾向に

あったが、２００１年を境に緩やかな減少傾向に
ある。２０１０年の漁獲量は７５トン、CPUEは１４．９
トンで、前年を１２％、平年を３０％下回った。
②イカ類
図１５にイカ類の CPUEの経年変化を示す。
ケンサキイカは数年周期で増減を繰り返して

いる。近年では２００５年に急減したが、最近は
増加傾向にある。２０１０年の漁獲量は３８２トン、
CPUEは７６．５トンで、前年の２．１倍、平年の

図１３浜田港を基地とする沖合底びき網漁業にお
ける総漁獲量と１統当たり漁獲量の経年
変化

図１４浜田港を基地とする沖合底びき網漁業にお
けるカレイ類の１統当たり漁獲量の経年
変化
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１．９倍の水揚であった。今期は秋漁が好調に推
移したうえ、近年低調であった春漁が２００４年
漁期以降好調に推移し、１９９８年漁期に次ぐ水
揚げとなった。一方、ヤリイカは１９８０年代後
半より急激に減少し、近年は低位横這い傾向に
ある。２０１０年の漁獲量は２０トン、CPUEは４．０
トンで、前年を２７％上回ったが、平年を３８％
下回った。
③その他
図１６に沖合底びき網漁業で漁獲されるカレ

イ類、イカ類以外の主要魚種の CPUEの経年変
化を示す。
キダイは、１９９０年代は増加傾向にあったが、

１９９８年以降年変動が大きくなり、２０１０年の漁
獲量は３１７トン、CPUEは６３．４トンで、前年
の２．４倍、平年の２．１倍の水揚げとなり、１９８６
年漁期以降最高の水揚となった。今期は、漁期
を通して中・大型サイズ（地方名：レンコ）、
小型サイズ（地方名：シバ）共に安定して水揚
された。
アナゴは、１９９０年代前半にかけて横這い傾

向にあったが、その後年変動が大きくなり、２０１０
年の漁獲量は２７１トン、CPUEは５４．３トンで、
前年を３５％、平年を４７％上回った。今期は例
年に比べ漁獲サイズの小型化が目立ち、今後の
資源動向に注意する必要がある。
アンコウは、１９９０年代以降増加傾向にあっ

たが、２００７年より減少傾向に転じた。２０１０年
の漁獲量は１７８トン、CPUEは３５．６トンで、前
年を２２％上回ったが、平年を１１％下回った。

ニギスは、１９９０年代に入り周期的に大きな
変動を示し、２００５年以降減少傾向にある。２０１０
年の漁獲量は１１２トン、CPUEは２２．３トンで、
前年を７％上回ったが、平年を１９％下回った。
アカムツは、１９９０年代後半以降、３回（１９９９～

２０００年、２００６年、２００８～２００９年）急増した時
期があり、長期的には増加傾向にある。２０１０
年の漁獲量は８１トン、CPUEは１６．２トンで、
前年を３３％、平年を４％下回った。今期は、春
季にまとまって漁獲される小型サイズ（１歳
魚）が低調であったため、今後の加入動向が憂
慮される。
イボダイは、エチゼンクラゲの来遊に伴い漁

獲量が増加する特徴があり、１９９０年代以降、そ
の傾向が数回見られる。エチゼンクラゲの来遊
がなかった２０１０年の漁獲量は１３トン、CPUE
は２．６トンで、前年の５％、平年の９％の水揚
げにとどまった。

図１５浜田港を基地とする沖合底びき網漁業にお
けるイカ類の１統当たり漁獲量の経年変化

図１６浜田港を基地とする沖合底びき網漁業にお
ける主要魚種の１統当たり漁獲量の経年
変化
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４．小型底びき網漁業第１種（かけまわし）

本漁業は山口県との県境から隠岐海峡にかけ
ての水深１００～２００mの海域を漁場とし、現在
５３隻が操業を行なっている。操業期間は９月１
日から翌年５月３１日までである（６月１日か
ら８月３１日までは禁漁期間）。ここでは統計上、
漁期年を用い、１漁期を９月１日から翌年５月
３１日までとした。なお、ずわいがにかご漁業
との兼業船ならびに漁期途中に大型船と衝突事
故を起こし、操業を切り上げた２隻を除いた
５１隻分の集計とした。

（１）全体の漁獲動向
図１７に小型底びき網漁業１種（以下、小底

という）における１隻当たり漁獲量と水揚金額
の経年変化を示す。
２０１０年の総漁獲量は５，６９５トン、総水揚金
額は２０億２，９１４万円であった。１隻当たり漁
獲量は９２．７トン、水揚金額は３，９７９万円であ
り、漁獲量は平年（過去１０年平均 ９２トン、
３，８０５万円）並み、水揚金額は平年をわずかに
上回った。１隻当たりの航海日数は１３０日で、
前年、平年並みであった。今漁期は冬季の寒波
の影響で休漁、操業途中の反転などがあったが、
近年見られた休漁明け当初からのエチゼンクラ
ゲの影響もなく、全般的には安定した操業と
なった。

（２）主要魚種の漁獲動向
①カレイ類
図１８にカレイ類の１隻当たり漁獲量（以下、

CPUEという）の経年変化を示す。
ムシガレイの CPUEは、沖底の傾向と異なり

横這い傾向で推移している。２０１０年の漁獲量
は２３０トン、CPUEは４．５トンで、平年を８％
下回った。
ソウハチの漁獲量は沖底と同様な傾向を示

し、１９９８年以降急減し、その後増加傾向にあっ
たが、最近再び減少傾向にある。２０１０年の漁
獲量は１，１０５トン、CPUEは２１．７トンで、前
年を２５％、平年を２８％上回った。
メイタガレイの漁獲量は２９トン、CPUEは

０．６トンで、前年を２４％、平年を５６％下回った。
また、ヤナギムシガレイの２０１０年の漁獲量

は８６トン、CPUEは１．７トンで、前年を４７％
上回ったが、平年並みの水揚げとなった。

②イカ類
図１９にイカ類の CPUEの経年変化を示す。
ケンサキイカは、２０００年代に入り大きな年

変動を繰り返している。２０１０年の漁獲量は２７１
トン、CPUEは５．３トンで、前年の１．４倍、平
年の１．９倍の水揚げがあった。秋漁が好調に推
移し、１９９３年以降、最高の水揚となった。
一方、ヤリイカの CPUEは２００１年までは１

年おきに大きく好不漁を繰り返していた。２００１
年以降、年変動は小さくなったが、漁獲量の水
準は低下している。２０１０年の漁獲量は６２トン、

図１８小型底びき網漁業におけるカレイ類の１隻
当たり漁獲量の経年変化

図１７小型底びき網漁業における１隻当たり漁獲
量と水揚金額の経年変化
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CPUEは１．２トンで、前年の２．６倍の水揚げが
あったが、平年を１６％下回った。
スルメイカの２０１０年の漁獲量は１２１トン、

CPUEは２．４トンで、前年を８％、平年を１５％
下回った。

③その他
図２０に小底で漁獲されるカレイ類、イカ類

以外の主要魚種の CPUEの経年変化を示す。
ニギスの CPUEは１９９９年に大きく落ち込ん

だが、それ以後は増加傾向を示している。２０１０
年の漁獲量は５６３トン、CPUEは１１．０トンで、
前年を２３％、平年を４％下回った。
アンコウの２０１０年の漁獲量は４６８トン、

CPUEは９．２トンで、前年を１８％、平年を１９％
上回った。
比較的安定して推移しているアナゴ類の

２０１０年の漁獲量は１９１トン、CPUEは３．７トン
で、前年の１．３倍、平年の１．４倍の水揚げがあっ
た。今期は、秋季と春季にまとまった漁獲が見
られた。
近年、増加傾向にあるアカムツの漁獲量は

２１２トン、CPUEは４．２トンで、前年を９％上
回り、平年の１．８倍の水揚げであった。沖底同
様、春季の小型サイズ（呼称：メッキン）の漁
獲が平年に比べ少なかったことから、今後の動
向が懸念される。
キダイは沖底と同様に大きな年変動を示し、

長期的には漸増傾向にある。２０１０年の漁獲量

は４６３トン、CPUEは９．１トンで、前年の２．２
倍、平年の１．６倍の水揚げがあり、１９９３年以
降最高の水揚げとなった。今期は、漁期を通し
て安定した水揚げがあり、大・中型サイズ（地
方名：レンコ）は平年の９割の水揚げにとど
まったが、小型サイズ（地方名：シバ）は平年
の２．７倍の水揚げがあり、キダイの漁獲量増加
は小型サイズの漁獲増によるところが大きい。
ハタハタは年変動が大きく、近年は低水準で

推移している。２０１０年の漁獲量は４トン、CPUE
は０．１トンで、平年の４％程度の水揚げに留
まった。

図１９小型底びき網漁業におけるイカ類の１隻当
たり漁獲量の経年変化

図２０小型底びき網漁業における主要魚種の１隻
当たり漁獲量の経年変化
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５．ばいかご漁業

石見、出雲海域におけるばいかご漁業は小型
底びき網漁業（第１種）休漁中の６～８月に、本
県沖合の水深１９０～２１０m付近で行われる。２０１０
年は石見部５隻が操業を行った。
解析に用いた資料は、当センター漁獲統計シ

ステムによる漁獲統計と各漁業者に依頼してい
る標本船野帳である。これらの資料をもとに、
漁獲動向、漁場利用ならびにエッチュウバイの
価格動向について検討を行った。また、資源生
態調査として、JFしまね大田支所ならびに仁
摩支所に水揚げされた漁獲物の殻高を銘柄別に
測定し、銘柄別漁獲量から本種の殻高組成を推
定した。

（１）漁獲動向
２０１０年のバイかご漁業における総漁獲量は

８５．１トン、総水揚金額は２，９９８万円であった。
また、１隻当たりの漁獲量は１７．０トン、水揚
金額は６００万円であった。漁獲量、水揚金額と
もに前年を上回ったが、平年比で見ると漁獲
量は平年並みであったが、水揚金額は３３％下
回った。
図２１にエッチュウバイの１隻当たり漁獲量

と水揚金額の推移を示す。漁獲量は、１９９０年
代は横這い傾向にあったが、２０００年代には年
変動が大きくなり、２００６年には一時増加した
が、その後は減少傾向にある。一方、水揚金額
は、１９９２年をピークに減少傾向にある。２０１０
年のエッチュウバイの漁獲量は７３．８トン、水

揚金額は２，４３３万円であった。また、１隻当た
りの漁獲量は１４．８トン、水揚金額は４８７万円
であり、１隻当たりの漁獲量は平年（過去１０
年平均）並みであったが、水揚金額は平年を
２１％下回った。
（２）資源動向
図２２にエッチュウバイの１航海当たり漁獲

量と漁獲個数の推移を示す。
２０１０年の１航海当たり漁獲量は５２７kgであ
り、４００kgを割り込んだ前年からやや回復した。
また、１航海当たり漁獲個数は９，２７６個であり、
平年並みであった。１９９９年までは１．４万個前
後で推移していたが、２０００年以降、１万個を下
回ることも多くなり、資源水準としては低位状
態にあると推測される。

図２３に出荷銘柄別漁獲割合の推移を示す。
１９９３年は「中」銘柄が多く、「中」～「豆」銘柄
で全体の７割弱を占めていた。２０００年代に入
り、「大」銘柄の割合が高まり、「中」銘柄の割
合が低くなっていった。２０１０年は、「大」銘柄
が全体の１／２近くを占め、次いで「中」、「特大」
銘柄となっている。近年では漁獲物の中心は大
型貝が主体であり、小型貝の割合は減少傾向に
ある。
図２４にエッチュウバイの殻長組成を示す。

図からも年を追うごとに小型銘柄の山が小さく
なる傾向が見られ、このことからも漁獲物の大
型化の傾向が窺える。かつて、資源が良好であっ

図２２ばいかご漁業におけるエッチュウバイの
１航海当たり漁獲量と漁獲個数の推移

図２１ばいかご漁業におけるエッチュウバイの
１隻当たり漁獲量と水揚金額の推移
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た頃には体長組成も二峰型であり、殻長６０mm
前後にモードが見られた。しかし、２００５年以
降の組成では、一部、二峰型を示す年も見られ
るが、２００８年、２００９年のように大きいサイズ
に偏った短峰型を示す年が多く、このことから
も漁獲物の主体が大型貝に移行していることが
窺える。２０１０年の特徴としては、殻長８０～１００
mmサイズのモードが２００８年に比べ低くなっ
ており、さらに殻長４０mm以下のサイズの漁
獲数が少なかったことが挙げられる。
（３）漁場
漁場は、例年と同じように日韓暫定水域の東

側から日御碕沖にかけての水深１９０～２００mで
あった（図２５）。今期は、大田市沖東経１３２°
２０′～３０′の海域での漁場利用が減少し、日御
碕沖東経１３２°３０′～４０′の海域での漁場利用が
増加した。また、この海域では水深２３５m付近
までを利用していた。

（４）魚価の推移
エッチュウバイの１kg当たりの平均価格は、

石見部では前年を１１％下回り３２９円であり、
１９８９年以降最低の魚価となった。石見部にお
いては、１９９０年以降、魚価は下落傾向にあり、
近年は３５０～３８０円で横這い傾向にある（図
２６）。各船とも鮮度保持による魚価向上を目指
し、冷海水装置を導入しているが、夏場は国内
各地でバイかご漁業が行われ、消費者市場では

図２３出荷銘柄別漁獲割合の推移

図２５２０１０年漁期に利用した漁場

図２４エッチュウバイの殻長組成の推移個数は１
航海当たりの漁獲個数
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2007年 
総漁獲量  95.9トン 
 推定漁獲率：42.4％ 
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2008年 
 総漁獲量  90.9トン 
 推定漁獲率：43.7％ 
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2009年 
 総漁獲量  68.9トン 
 推定漁獲率：27.2％ 
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2010年 
 総漁獲量  73.8トン 
 推定漁獲率：27.1％ 
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本種が供給過剰状態にあるといわれている。さ
らに石見部では、高値で取引される銘柄「特大」
や「小」、「豆」の漁獲量が少ないため、鮮度保
持だけでは魚価上昇が見込めない状況におかれ
ている。
銘柄別価格（図２７）を見ると、銘柄「特大」、

「大」、「中」では各地区の価格には大きな差は
見られなかったが、漁獲量の少ない銘柄「小」、
「豆」ではその差が大きくなる傾向が見られ
た。この二銘柄の価格差については、出荷量の
少なさに加え、各地区の選別サイズの違いが影
響している可能性が考えられた。

また、過去３年の平均価格と比較したところ、
全銘柄で過去３年の平均価格を下回っていた。
銘柄「特大」、「大」では大きな差は見られな
かったが、銘柄「中」より小さいサイズでは価
格が下落しており、銘柄「中」から「豆」とサ
イズが小さくなるにしたがい、価格差が大きく
なる傾向が窺えた。

（５）資源状態
今漁期の推定漁獲率は２７．１％であり、前年

並みであり、１９９８年以降最も低い値となった。
漁獲の中心は４，５歳であり、次いで３，６歳の漁
獲数も比較的多い（図２８）。年齢組成としては、
２００９年とほぼ同じ組成であったが、２００８年に
比べ５，６歳の漁獲数が減少している。

図２６エッチュウバイの１kg当たり平均価格の
推移

図２７エッチュウバイの地区別銘柄別価格の動向

図２８漁獲物の年齢組成
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鮮度保持技術の開発に関する研究

（しまねの魚を創る）
岡本 満・内田 浩・井岡 久

１．研究目的

単価の低いベニズワイガニの付加価値向上に
資するため、異なる温度で貯蔵した場合の pH
と ATP関連化合物を指標とした鮮度変化につ
いて調査し、鮮度保持技術のための基礎データ
とする。また、メダイの貯蔵温度による鮮度変
化について調査し、筆者らが実施した致死条件
による鮮度変化の研究成果１）とあわせ、効果的
な鮮度保持技術の開発を行う。

２．研究方法

（１）ベニズワイガニの貯蔵温度と鮮度の関係
２０１０年６月（漁獲から１日後）、９月（漁獲
から２日後）に境港に水揚げされたベニズワイ
ガニを直ちに氷蔵し、水産技術センターまで輸
送して試験に供した。０℃、５℃、１０℃、２０℃
で貯蔵し、歩脚筋肉の pHと ATP関連化合物
を経時的に測定した。
（２）メダイの貯蔵温度と鮮度の関係
釣で漁獲されたメダイを水産技術センターの

陸上水槽で２日以上蓄養して安静にさせたの
ち、延髄刺殺によって致死させ、０℃、１０℃
で貯蔵し、背部普通筋肉の pH、破断強度、ATP
関連化合物および K値について経時的に測定
した。

３．研究結果

（１）ベニズワイガニの貯蔵温度と鮮度の関係
pHは６月、９月とも経時的に増加傾向を示

したが、貯蔵温度による明らかな違いは認めら
れなかった。ATP関連化合物では、K値とヒ
ポキサンチン（Hx）が、６月、９月とも貯蔵温
度が高いほど高い傾向が認められた。以上の結
果から、K値と Hxが鮮度指標として適切であ
ることが示唆された。また、２０℃貯蔵では２４
時間後から、５℃、１０℃貯蔵では４８時間後か
ら臭気が認められたことから、５℃以上の貯

蔵は官能的に好ましくないことが分かった。今
回調査したベニズワイガニは、表層水温が高い
夏期の漁獲であり、身入りが良くなく水分が多
かったことから、今後は、表層水温が低い冬期
に、身入りが良く固形分の多いものについて調
査する予定である。
（２）メダイの貯蔵温度と鮮度の関係
pHは致死３時間後から１２時間後までは

１０℃貯蔵が０℃貯蔵より僅かに高めに推移し
たが、明らかな違いは認められなかった。破断
強度は致死直後では１０℃貯蔵が０℃貯蔵より
高かったが、３時間後から９６時間後までは０℃
貯蔵が１０℃貯蔵より高目で推移した。ATPは
致死から４８時間後までは１０℃貯蔵が０℃貯
蔵より高く、７２時間後以降はほぼ同じ値になっ
た。イノシン酸（IMP）は致死直後から９６時
間後まで０℃貯蔵が１０℃貯蔵より高かった。
Ｋ値は致死直後から２４時間後までは１０℃貯蔵
が０℃貯蔵より低かったが、４８時間後以降は
０℃貯蔵が１０℃貯蔵より低くなった。また、
０℃貯蔵は９６時間後までほとんど魚臭が感じ
られなかったが、１０℃貯蔵は２４時間後に魚臭
が感じられるようになり、４８時間後以降は魚
臭が強くなった。以上から、致死後２４時間以
内の消費であれば１０℃貯蔵が、２４時間以降の
消費であれば０℃貯蔵が望ましいと考えられ
た。今後は５℃貯蔵における鮮度変化につい
ても調査する予定である。

４．研究成果

● メダイの調査で得られた結果は、出雲地区
水産振興シンポジウムで報告した。

５．文献

１）岡本 満、森脇和也、清川智之、藤川裕司：島

根県水産技術センター研究報告３号，４７－５３

（２０１１）．
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県産水産物を活用した魚醤油の開発
井岡 久・内田 浩・岡本 満

１．研究目的

県産水産物を原料とする発酵調味料化（魚醤
油）技術の確立を図り、水産加工業界やその他
食品産業における利活用を促進することで、水
産業の振興や地域食品産業基盤の強化に寄与
する。

２．研究方法

（１）魚醤油の試作
原料とした魚介類はマアジ、マサバ、カタク

チイワシ、ニギス、キダイ、サワラ、ケンサキ
イカ、スルメイカ、ヒレグロ、スズキ、底曳き
雑魚の１２種類とした。原料を生鮮（無処理）及
び蒸煮処理とし、それぞれ麹（大豆：麦＝１：
１）、食塩、水、醤油用酵母を混合し、室温で
熟成させた。配合割合は、原料魚（生鮮及び蒸
煮処理）（１０）に対し、麹（１）、食塩（原材料
に対し２０％）、水（固形量の１．４倍量）とした。
（２）品質評価
ヒスタミン（Hm）の定量：酵素法（市販

キット）、HPLC法（高速液体クロマトグラフ
法）の両者の定量値の比較を行い、多検体分析
が可能な HPLC法の精度について検討した。
分析試料：Hmの定量は、試作した魚醤油２５
検体、市販魚醤油１２検体、市販醤油（穀物原
料由来）２５検体の計６２検体の測定を行った。
その他の分析：エキス態窒素、塩分、遊離アミ
ノ酸（分析中）、pH等を測定した。

３．結果

（１）ヒスタミン定量法の検討
HPLC法による定量結果は、精度も高く酵素

法と比べても有意差はなかった。また、HPLC
法の場合、測定試料溶液の希釈率に影響を受け
なかったが、酵素法は試料の希釈率が低い場合
（検体濃度が濃い場合）定量値が低くなる傾向
が認められ、検体溶液の希釈率に影響を受ける

ことが分かった。
（２）試作魚醤油中の Hm量
試作した２５種類の魚醤油のうち、生鮮原料

を用いた場合（１２検体）は、０．０～２２ppm（平
均３．３ppm）で市販魚醤油（１２検体）の２．４～
１０４４ppm（平均２９７．４ppm）に比べ、Hm量は低
水準であった。また、市販醤油（穀物由来の
２５検体）の０．９～７０３．６ppm（平均１４７ppm）よ
りも低水準であった。
一方、煮熟原料を用いた場合（１３検体）は

２．１～６０３．９ppm（平均１５６．２ppm）で生鮮原料
に比べ Hm量が高い検体が認められた。
醤油中の Hm含量の基準は定められていない

が、現在、CODEX委員会で基準値の設定が検
討されており、基準値の設定値によっては、製
造工程の見直しが必要な企業も出てくる恐れが
ある。今後、Hm生成量の低減化技術の確立は
重要な課題になると考えられる。
（３）エキス態窒素
試作した魚醤油のエキス態窒素は平均

１．１４％で市販魚醤油の１．５１％に比べ約２５％
低い水準であった。市販穀物醤油の一般的な品
質基準は１．５％とされていることから、加水量
を減量するなど、仕込時の配合割合等を勘案し、
窒素量の向上について、検証していく必要が
ある。

４．研究成果

本県においては、カレイ塩干品が全国生産量
の４割を占め、全国１位となっているが、国産
原料の依存度の向上による原料高騰や消費者の
魚離れなどが急速に進行しており、加工業者の
経営環境は厳しい状況となっている。
今後、魚醤油を活用した新たな商品づくりの

検討と魚醤油の製品化に向けて、関係する県内
食品製造企業等へ情報提供していきたい。
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身入り判定技術開発

（しまねの魚を創る）
内田 浩・井岡 久・岡本 満

１．研究目的

ベニズワイガニ及びイワガキの身入りを非破
壊的に測定する技術を開発する。なお、イワガ
キについては、これまでの調査により殻表面か
らの品質測定は困難であった１）ため、測定対象
をハーフシェルとし、目視で判断が難しい水ガ
キ（低品質のカキ）の選別を可能とする技術に
ついて検討する。

２．研究方法

（１）ベニズワイガニ
５、６月及び１、２月に漁獲された平均殻長１１２
mm、平均体重５２９gのベニズワイガニ１２０尾
について、脚部及び胸部の近赤外スペクトルの
測定および水分含量の測定を行った。スペクト
ルは FQA―NIRGUNにより測定し、水分含量は
－４０℃で冷凍後測定部を切出し、殻を除去し
て１１０℃常圧乾燥法で測定した。
（２）イワガキ
水ガキの品質判定指標を水分含量とした。品

質は年間を通じて変化するので、５、１１、１２
月にハーフシェル処理した後、近赤外スペクト
ルと水分含量を測定した。
また、水の近赤外スペクトルは温度により大

きく変化することが知られている。水揚げ現場
から加工場への輸送の影響により、イワガキの
温度が変化し、イワガキ温度は一定ではないの
で、温度別（８～１８℃、２℃間隔）の測定区分
を設けた。

３．研究結果

（１）ベニズワイガニ
表１に銘柄別の固形分（乾燥重量／湿重量×

１００、身入りを示す数値）を示す。品質毎に選
別された銘柄のカニは、平均的には選別が適正

に行われているものの、低規格に選別されたカ
ニの中に、固形分の高い個体が多く混在してい
ることが判明した。
固形分と近赤外スペクトルとの関係には相関

性が認められ、脚部、胸部とも検量線の作成は
可能であることが示唆された。今後さらに測定
尾数を増やし、精度の高い検量線の作成を目指
していく。

（２）イワガキ
水分含量は５月の７６％から１１月には８８％

まで増加し、逆に１２月になると８２％に減少した。
近赤外スペクトルから水分含量を推定する検

量線を作成したが、精度は低かった。検量線の
第一波長としては、水の吸収バンドが現れる
９７０nm付近を選択しているが、通常含有量が多
ければ、バンド強度は強くなる。しかし、イワ
ガキ水分含量の場合は逆となった。イワガキは
海水を体内に取り込むため、殻を取り除いた直
後には、体内には固定されてない自由水が非常
に多く含まれている。したがって、水は完全に
飽和状態であり、水に帰属する９７０nm付近に
大きな吸収バンドが観察されても、強度は意味
がないと考えられた。検量線精度の指標となる
PRD値＊は、最も高い１０℃で２．５、１６℃では
最も低く１．２であった。PRD値は２．５以上あ
ればおおよその区別が可能であるが、これまで
の結果より、水以外の品質判定指標についても
検討する必要があると考えられた。

４．文献

１）藤川裕司・岡本 満・清川智之：イワガキの身

入りの非破壊判定技術の確立 平成１９年度島根

県水産技術センター年報（２００９），４９．＊ 評価試料標準偏差／予測値標準誤差

表１ 銘柄別固形分（％）

銘柄
脚 部 胸 部

平均 標準偏差 平均 標準偏差
A １６．５ １．４２ １７．７ １．２２
B １４．２ ２．０１ １６．３ １．８３
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品質測定技術開発

（しまねの魚を創る）
内田 浩

１．研究目的

対象とする各魚種において、適切な品質評価
指標を選択し、近赤外分光法による非破壊品質
測定技術を開発する。
平成２２年度はマアナゴの脂質（粗脂肪）測

定とマフグの雌雄判別について検討した。

２．研究方法

（１）マアナゴの脂質測定技術開発
平成２２年１～１２月にかけて、島根県沖合域

で漁獲された平均全長６２０mm、平均体重４２０g
のマアナゴ１０４尾を用いた。
近赤外スペクトルの測定は、ハンディタイプ

近赤外分光分析器（FQA－NIRGUN）を用い、脂
質の測定は、魚体左側可食部筋肉をクロロホル
ム－メタノール法により抽出・定量した。
検量線の作成は、スペクトル吸光度の２次微

分値と化学分析値との間で変数増加法による重
回帰分析を行った。なお、検量線作成は全デー
タの７割の個体で、残り３割で検定を行った。
（２）マフグ雌雄判別
平成２３年３月に漁獲された平均全長３５９

mm、平均体重９６４gのマフグ２０尾（雌雄各１０
尾）を用いた。
雌雄の判別の基準は生殖腺の近赤外スペクト

ルとし、生殖腺および生殖腺があると推測され
る位置の魚体表面からスペクトル測定を行っ
た。スペクトルの測定は、上記同機種。

３．研究結果

（１）マアナゴの脂質測定技術開発
マアナゴの脂質は魚体が大きくなるにした

がって増加する傾向は見られるが、１～１８％と
その幅は非常に大きかった。季節変化は、夏季
から冬季にかけての平均が１０～１３％と高く、冬
季の終わりから春季は７～９％と低かった。

近赤外スペクトルの測定位置は、肛門付近の
背部とし、２回／尾スペクトル測定した。抽出
したマアナゴの脂質には９２０nm付近に大きな
吸収バンドが認められ、魚体においても少し位
置がずれるものの脂質に帰属すると考えられる
９１０nm付近に小さな吸収が認められた。
以上の結果より、５波長を用いた検量線（検

量 R＝０．９８、SEC＊＝１．２７、検定 R＝０．９６、SEP＊＊

＝１．４６）が作成できた。第１波長には９１２nm
が選択された。
（２）マフグ雌雄判別
生殖腺のスペクトルを図１に示す。雌雄で

違いが見られ、８４０～８７０nm、８８０～９２０nm、
９４０～９６０nmでは雌雄で重ならず、区別が可能
であった。
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図１マフグ生殖腺の近赤外スペクトル

しかし、魚体表面からの測定では、雌雄の分
離幅は小さくなり、一部重なる部分もあった。
今後は、最適な魚体の測定位置を決定するため、
波形の解析を行い、より明確な雌雄判別方法の
確立を目指すこととした。

４．研究成果

民間業者よりマアナゴの脂質測定依頼があっ
たので、新たに作成した検量線を用いて非破壊
測定を行い、データを提供した。
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サワラの有効利用に関する研究

（平成２２年度新たな農林水産業政策を推進する実用技術開発事業委託事業）
岡本 満・内田 浩・井岡 久

１． 研究目的

日本海で急増したサワラ、特に若齢魚（以下
「サゴシ」）の有効活用を図るため、県内で漁
獲されたサゴシの成分特性を調査するととも
に、サゴシを原料とした調味加工品の試作を行
い、その加工適性について検討した。

２．研究方法

（１）サゴシの成分調査
２０１０年４月に浜田市の沖合底曳き網（以下

「沖底」）漁船により水揚げされたサゴシを試
料とし、背部筋肉の pH、ATP関連化合物、可
食部の一般成分を測定した。また、２００９年１０
月に中型まき網（以下「中まき」）漁船により
水揚げされたサゴシ可食部の遊離アミノ酸を測
定した。
（２）加工試験
沖底、中まきで漁獲されたサゴシを試料魚と

した。生鮮原魚と解凍原魚（－４０℃・６０日冷
凍）を用い、みりん干し（ソフトタイプ、２０℃・
３時間）、くん製（冷くん、１５℃・２時間、くん
材はナラを使用）を試作し、成分と食味につい
て検討した。また解凍魚を原料に試作したみり
ん干しとくん製を真空包装し５℃・１５日間の
保存試験を行い、貯蔵性を検討した。

３．研究結果

（１）サゴシの成分調査
２００９年秋～冬に中まきで漁獲されたサゴシ
と比較したところ、やや魚体が大きく、水分は
平均７４．７％と中まきの平均７６．７％より少な
く、粗脂肪は平均４．８％とまき網の平均１．９％
よりも多かった。粗タンパク質は平均２０％、pH
は平均６．５で、中まきとほぼ同じ値だった。ま
た K値は沖底のサゴシが中まきのサゴシより
も明らかに高かった。沖底の航海日数が長いこ

とが原因と思われ、漁獲日に水揚げされる中ま
きよりも鮮度面で不利なことが示唆された。一
般成分は、水分と粗脂肪に明らかな逆相関が認
められ、粗タンパク質の個体差は小さく、中ま
きのサゴシと共通していた。またサワラ成魚に
比べ、粗脂肪は成魚が高いが、水分と粗脂肪の
逆相関や粗タンパク質は同じ傾向が認められ
た。遊離アミノ酸は、ホスホセリン、タウリン、
ヒスチジン、カルノシン、リジンの割合が高い
が、総量は他の赤身魚に比して少なく、ヒラメ
等の白身魚に近かった。
（２）加工試験
生鮮原魚に比べ解凍原魚で試作したみりん干

し、くん製は調味料の浸透が良く、官能的に高
評価であった。試作品の成分は、解凍原魚が生
鮮原魚よりも水分が少なく粗タンパク質が高
かった。また、試作品の塩分は、解凍原魚が生
鮮原魚に対してみりん干しで１．７倍、くん製で
１．４倍と有意に高く（Student’s t―test：p＜
０．０５）官能評価と相関していた。冷凍原魚で調
製した試作品の保存性は、みりん干しで、一般
生菌が初発の１０３cfu/gから１０６cfu/g、低温細
菌が１０２cfu/gから１０６cfu/gと明らかな増加が
認められた。また、大腸菌群も検出された。く
ん製は一般生菌が初発の１０２cfu/gから１０３

cfu/g、低温細菌が１０cfu/gから１０２cfu/gと明ら
かな増加は認められず大腸菌群も検出されな
かった。また、腸炎ビブリオは全ての試作品か
ら検出されなかった。水分活性はみりん干し、
くん製ともにほぼ同じ値だったことから、くん
製の保存性の高さが示唆された。

４．研究成果

● 得られた知見は必要に応じて県内水産加工
業者等に普及する予定である。
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外部からの照会への対応状況
井岡 久・内田 浩・岡本 満

水産技術センターでは水産業の振興を目的
に、水産関連団体・加工業者等を対象とした利
用加工分野の技術指導、研修業務、一般県民や
マスコミ等への情報提供を行っている。
１．指導、研修、情報提供の内訳
平成２２年度に対応した利用加工分野の技術

指導、研修、情報提供の件数を表１にその内容

を表２に示した。
各種の要請に対して、文献、技術情報の提供

や指導・助言を行った。主に、加工企業等が行
う製品開発や関連技術の開発、原料鮮度や衛生
管理技術、成分特性について、微生物検査や成
分分析や得られた数値の解析を行い、必要な数
値や技術情報の提供と技術指導を行った。

表３に平成１５～２２年度に実施した各種分析
項目および分析数について、微生物検査、一般
成分分析、水質分析等を含むその他の３区分に
分類して示した。
平成２２年度は、微生物検査が前年と同数で、

一般成分等の分析数が前年比８０％に留まった。

国産加工原魚の確保が一層厳しくなる状況も
あり、今後、新たな商品開発や技術開発に対す
る要望が増大することが予想されることから、
それらへの機動的な対応が必要である。

表１利用加工分野における指導、研修、情報提供の要請件数

要請団体・組織 件 数 備 考
H１５ H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２

水産加工業界 ７ １２ １１ ９ ２８ ３６ １５ ２８ 水産物の流通・加工業者など

漁業者団体等 ５ ２２ １３ ７ １０ ２１ １１ ９ JFしまね等

その他・行政 ６ ７ ９ ２８ ３１ ５９ ２８ ２６ 一般・企業、行政組織、マスコミ等

合 計 １８ ４１ ３３ ４４ ６９ １１６ ５４ ６３

表２指導、研修、情報提供の内容と要請先

＜ 課 題 ＞ 水産加工業界 漁業者・団体等 行政・一般他
内 容 H１５H１６H１７H１８H１９H２０H２１H２２ H１５H１６H１７H１８H１９H２０H２１H２２ H１５H１６H１７H１８H１９H２０H２１H２２

＜技術開発試験＞
製品開発、品質・工程
改良に関するもの

１３１０ ９ ６１２１５ ６１１ ６ ７１３ ３ ５ ５ ４ ５ ３ ２ ７ ８ ７ ９１４１７

＜品質管理＞
鮮度、衛生管理などに
関するもの

６ ９１０１４１２１７ ２２０ ４ ８１１１５ ６１２ ４ ５ ４ ２ ７１３１６１０ ４１１

＜品質評価試験＞
製品分析、貯蔵性評価
に関するもの

７ ７ ５ ６１２２２ ６１０ ６１３ ３ ４ ６ ４ ４ ４ ３ ３ ４ ９１１４２ ９ ２

＜その他＞
水質調査・養殖環境等
に関するもの

１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ０ ２ ０ １ ０ １ ２ ０ ２ １ ２ ０ ４ ０

合 計 ２７２６２４２６３６５４１４４１ １８２８２７２４１７２２１２１５ １２ ７２０３１３６６１３１３０

注）表１の要請件数１件につき複数の課題が含まれているため、課題数は要請件数を上回る。
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２．著作物の貸与

当センターが開発した近赤外分光法を活用し
た魚類の脂質含量測定技術は、県有の著作物と
して、当所で定めた貸与に関わる規程に基づき、

漁業者を初め県内企業等に対し、要望に応じて
貸与している。
表４に平成２２年度までの貸与状況を示した。

３．研修的業務

平成２２年度に実施した研修や技術移転等の
活動内容を表５に示した。
近赤外線測定技術の利用に関わる技術研修の

他、各地区で開催された漁業者研修等での講演
や技術指導を行った。

表３平成２２年度実施分析項目・分析数

分析項目
分 析 数

主な分析項目内容
H１５ H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２

微生物検査 ５４ １１８ ３５ １３２ ７９ １１１ ５４ ５４ 一般生菌数・大腸菌群・腸炎ビブリオ他

一般成分等 ３９ １０５ １６０ ３４３ ７５７ １６９ １４０ １１１ 水分量・祖タンパク質・粗脂肪・灰分他

その他 ７ ７５ １１２ ４ ９ ７９ ０ ３ 溶存酸素・重金属類・水質評価指標など

合 計 １００ ２９８ ３０７ ４７９ ８４５ ３５９ １９４ １６８

表４近赤外分光法による脂質含量測定技術の貸与状況

申 請 者 魚 種 期 間※ 備 考

A社 マアジ H１８．３．２２～ H２１更新済み

B団体 マアジ、アカムツ、マサバ H１８．３．２２～ H２１更新済み

C社
アカムツ H２０．５．２７～

マアジ、マサバ H２１．７．１～

※ 貸与期間は原則３年間とするが、更新の手続きにより継続使用は可能。

表５研修・技術移転等の活動

月 日 内 容 主 催 者 担当者

４月１０日
６月１５日

６月２２日
８月２７日
１０月１２日
１０月１５日

１０月１８日
１１月 ８日

３月１９日

３月２３日

「美保関産活け〆サワラ」報告会
海士町加工事業者グループ現地研修会
浜田市加工企業訪問他
海士町産マアジの脂質測定技術指導
魚の活け〆講習会（in 浜田）
マアジ検量線の更新・指導
小底漁獲物（アナゴ）の脂質含量測定
「シーフードショー展示内容の企画」
サワラ脂質含量検量線の更新・指導
小底漁獲物（アナゴ）の脂質含量測定
「シーフードショー展示品の品質評価」
出雲地区水産シンポジウム講演
「メダイの鮮度保持について」
養殖イワガキの身入り実証試験

松江水産事務所
海士町地産地商課

（株）ふるさと海士
JFしまね・水技 C
若女食品（株）
（株）オーダヤ

松江水産事務所
（株）オーダヤ

出雲地区水産振興協議会

（株）ふるさと海士

岡本・内田
井岡・岡本

内田・井岡
岡本・井岡
内田
内田

内田
内田

岡本

内田・井岡
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平成２２年度の宍道湖のヤマトシジミ資源調査

（宍道湖・中海水産資源維持再生事業）
若林英人・藤川裕司・山根恭道・向井哲也・松本洋典

宍道湖のヤマトシジミについて、宍道湖全体
の資源量推定調査と、毎月一回実施する定期調
査および漁場利用実態調査を基に、平成２２年
度の宍道湖におけるシジミ資源およびシジミ漁
業の概要を報告する。

１．資源量調査

（１）調査目的
宍道湖のヤマトシジミ漁業は漁業者による自

主的な資源管理がなされており、正確な資源量
を推定しその動態を把握することは資源管理を
実施する上で重要となっている。本調査は資源
量情報の提供と資源管理方策の提言を目的に実
施している。
（２）調査方法
調査は調査船「ごず：８．５トン」を使用し、

図１に示す調査地点で、春季（６月９・１０日）
および秋季（１０月６・７日）の２回実施し、ヤ
マトシジミ（春季：３万６千個、１５．７kg、秋
季：３万５千個、１５．３kg）を採取した。
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図１調査地点

調査ラインは、松江地区、浜佐陀地区、秋
鹿・大野地区、平田地区、斐川地区、宍道地区、
来待地区および玉湯地区の計８地区についてそ
れぞれの面積に応じ３～５本調査ラインを設定
し、０．０～２．０m、２．１～３．０m、３．１～３．５m、３．６～
４．０mの４つの水深帯ごとに調査地点を１点ず
つ、計１２６点設定した。

シジミの採取は、スミス・マッキンタイヤ型
採泥器（開口部２２．５cm×２２．５cm）を用い、各
地点２回、採取面積で０．１m２の採泥を行い、船
上でフルイを用いて貝を選別した。選別は目合
２mm、４mm、８mmの３種類のフルイを使用し
て行った。また、８mmフルイ残存個体（殻長
約１２mm以上）については個体数と重量を迅
速に計測し、調査実施後１ヶ月以内に漁業者に
速報値として提供した。
（３）調査結果
①資源量の計算結果

春季および秋季調査結果を表１に示した。
春季は４１，４２９トン（個体数９４９億個）、秋季

は４１，４０３トン（個体数９４４億個）となり、春
季から秋季にかけて重量、個体数ともにほぼ横
ばいであった。
水深層別の春から秋にかけての重量の増減

は、０．０～２．０m（＋２１％）、２．１～３．０m
（－１％）、３．１～３．５m（－９％）、３．６～４．０m
（－３３％）で、０．０～２．０mの水深層で資源重量
は増加したが、その他の水深層では減少し、深
いほど減少率が高かった。

表１平成２２年度春季および秋季資源量調査結果
平成 22年春季調査

深度
面積
（km２）

標本数
個体数密度
（個／m２）

推定個体数
（億個）

重量密度
（g／m２）

推定重量
（トン）

０～２．０ｍ ７．７ ３３ ３，４２０ ２６３ １，７２１ １３，２３５

２．１～３．０ｍ ６．２ ３３ ５，６１６ ３４７ ２，２５６ １３，９３９

３．１～３．５ｍ ４．８ ３２ ４，６７８ ２２３ １，８９７ ９，０３１

３．６～４．０ｍ ５．３ ２８ ２，１８３ １１６ ９８０ ５，２２４

計 ２４．０ １２６ ３，９６１ ９４９ １，７２９ ４１，４２９

平成２２年秋季調査

深度
面積
（km２）

標本数
個体数密度
（個／m２）

推定個体数
（億個）

重量密度
（g／m２）

推定重量
（トン）

０～２．０ｍ ７．７ ３３ ４，５３６ ３４９ ２，０７９ １５，９８７

２．１～３．０ｍ ６．２ ３３ ５，５６２ ３４４ ２，２２６ １３，７５４

３．１～３．５ｍ ４．８ ３２ ３，８９５ １８５ １，７１８ ８，１７７

３．６～４．０ｍ ５．３ ２８ １，２３９ ６６ ６５４ ３，４８４

計 ２４．０ １２６ ３，９４０ ９４４ １，７２８ ４１，４０３
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②殻長組成
図２に平成２１年と平成２２年のヤマトシジミ

資源の殻長組成を示す。ヤマトシジミは夏から
秋にかけてもっとも成長する時期で、平成２１
年では春季から秋季にかけ殻長１０mmおよび
１５mm前後の個体数の増加が見られた。
一方、平成２２年についてはヤマトシジミの

成長が遅く、殻長１０mm前後の個体が僅かに
増加したものの、１５mm以上の個体数は減少し
ている。それにより平成２２年のヤマトシジミ
全体の資源個体数は９４９億個（春季）から９４４
億個（秋季）とほぼ横ばいであった。
③資源量の経年変化
秋季の宍道湖におけるヤマトシジミ全体の資

源量は９４４億個、４１，４０３トンと算出され、前
年秋季（平成２１年１０月：６３，５２８トン）を約３

割下回った。図３に漁獲対象資源（殻長１７mm
以上）の資源重量の動向を示す。漁獲対象資源
は平成１８年の秋に１万トン、平成１９年の春に
は５，８００トンにまで減少した。その後、漁業者
が率先して資源管理に取り組んできたことによ
り僅かずつ増加の傾向が見られていたが、平成
２２年秋の漁獲対象資源量は約９，８００トンまで
減少した。

２．定期調査

（１）調査目的
ヤマトシジミの生息状況や生息環境を定期的に
調査し、へい死等の状況の把握を行い、対応策
の検討や資源管理等の基礎資料として活用する。
（２）調査方法
図４に示す４定点で、調査船「ごず」により、

図２平成２１年（左）と平成２２年（右）の殻長組成（上段春季、下段秋季）

□ 未加入資源 ■ 漁獲対象資源

図４定期調査地点
図３資源量の経年変化

資源全体 ：殻長２mm以上のヤマトシジミ
漁獲対象資源：殻長１７mm以上のヤマトシジミ〔 〕
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生息環境・生息状況・産卵状況等の調査を、毎
月１回の頻度で実施した。
①生息環境調査
水質（水温、溶存酸素、塩分、透明度）を測

定し、生息環境の変化を把握した。
②生息状況調査
調査地点ごとに、スミス・マッキンタイヤ型

採泥器を用い原則５回採泥し、８mmふるいを
用いてソーティングを行った。生貝・ガボ貝・
口開け貝・二枚殻・一枚殻に分別し、１m２当た
りの生息個数、生息重量、へい死率等を計算し
た。へい死率は短期間に起きたへい死現象の指
標となるもので、へい死貝（二枚殻と口開け貝）
の個数を生貝とへい死貝の合計個数で除した値
で表わした。
③産卵状況調査
産卵可能なサイズのできるだけ大きな貝

２０個を選別し、殻長・重量・軟体部重量を計
測し、軟体部指数を求め産卵期を推定した。

軟体部指数＝軟体部湿重量÷（軟体部湿重量＋
殻重量）×１００とした。
（３）調査結果
①生息環境調査
全調査地点（４点）の底層における水温、塩

分、溶存酸素飽和度の平均値を図５に示す。
底層の水温は７月下旬から９月中旬まで

３０℃前後の高水温で推移した。一方、冬場は
低水温となり２月には２．５℃まで低下した。
底層の塩分濃度は４～８月まで２psu前後の低

塩分状態で、９月以降塩分濃度は上昇し、１２月
には６psuを超えた。
底層の溶存酸素は７３～１０３％の範囲で変動

し、８～１１月の溶存酸素は例年に比べ高めに推
移した。
②生息状況調査
全調査地点（４点）のへい死率の推移を図６

に示した。
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図６へい死率の季節変動

へい死率＝へい死貝個数÷（生貝個数＋へい死貝個数）×１００

今年は９月まで目立ったへい死はなかった
が、１２月に１０％のへい死が見られ、２～３月は
２０％を越えるへい死率となった。
③産卵状況
図７にシジミ軟体部指数の季節変化を示す。

軟体部指数は全体重量に占める軟体部の重量比
で表され、例年５月の段階で軟体部指数は２２
以上となり産卵開始の判断基準としている。東
岸・西岸・北岸では春先から軟体部指数の増加
が見られ、２２～２５で推移した。南岸では軟体
部指数が２０～２１で推移していたが７月には２２
を越えた。８月に入り各地区とも軟体部指数は
２２を下回り、９月にかけて大幅に減少した。

図５調査地点底層における水温（上段）、塩分（中
段）、溶存酸素飽和度（下段）の季節変化
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その後、西岸と南岸では軟体部指数が増加に
転じた。東岸と北岸では１０月にかけて軟体部
指数が減少していたが、１１月以降は増加に転
じた。
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図７ シジミ軟体部指数の季節変化

軟体部指数＝軟体部重量÷（軟体部重量＋殻重量）×１００

３．漁場利用実態調査

（１）調査目的
漁場利用実態を明らかにするため、シジミ船

の位置情報を把握し、適正な資源管理を実施す
るための基礎資料とする。
（２）調査方法
２ヶ月に１回（５・７・９・１１・１・３月）、調査
船「ごず」によりシジミ操業開始時刻に合わせ
て出港し、レーダー（FURUNO社 NAVnet）
を稼動させながら宍道湖を一周し、漁場ごとに
レーダーの映像をカラープロッターに保存し、
持ち帰った映像データを画像処理ソフト
「MapInfo Professional：MapInfo社」を用いて
宍道湖の白地図データに重ね合わせ、調査日ご
との操業位置データを作成した。
（３）調査結果
図８にシジミ漁船の操業位置を示す。
河川を除いた宍道湖内におけるシジミ船の延

べ操業隻数は１，１３７隻で、１日平均１９０隻（前
年２０１隻）となった。５月から１１月までは宍
道湖全域で漁場が形成され、特に宍道湖の東西
で漁船の集中する水域が見られた。１月にすべ
ての１年保護区が開放された後では、宍道湖の
西部や北部に漁船が集中した。
また、平成２０年以降、北岸・東岸では水深

４m以深での操業が増加した。また、これまで
操業が集中していた北西岸では平成２１年以降、
操業の減少が見られた。

４．研究成果

調査で得られた結果は、資源管理（漁獲制限）
を行う際の重要な資料として利用されている。
また、宍道湖漁協青年部勉強会、宍道湖・中海
水産資源維持再生事業検討会で報告した。

図８シジミ漁場位置（５・７・９・１１・１月）
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宍道湖シジミカビ臭影響調査

（宍道湖シジミカビ臭影響調査事業）
山根恭道、若林英人

１．研究目的

平成１９年以降宍道湖のシジミにカビ臭が発
生し，生産者などから原因究明や効果的な除去
方法が求められている。そこで，シジミのジェ
オスミン含有量を定期的にモニタリングし、県
民へ情報提供を行うと共にカビ臭の発生原因を
検討するための資料とする。また、シジミのカ
ビ臭を効果的に取り除く手法を確立する。

２．研究方法

（１）野外調査 宍道湖産シジミを東岸と南岸
の水深１～１．５mから毎月定期的に採集し、そ
のカビ臭物質含有量（ジェオスミン濃度）の推
移を観察した。
（２）食味試験 宍道湖の東西南北の４点か
ら採集したシジミ１５０g／点を５４０mlの水に入
れ、十分殻が開くまで１０分間加熱し、被験者
（１０名程度）に煮汁と身を試食させカビ臭の有
無を「無し」、「僅かに感じる」、「じっくり味わ
うと分かるが気にならない」、「口に入れた瞬間
はっきり分かるが食べられないほどでない」、
「とても食べられない」の５段階で判定させ
た。用いたシジミは前処理として通常消費者が
行う１時間の砂抜きを実施した。評価は，地点ご
とに最高値と最低値を除いた平均値で行った。

３．研究結果

（１）野外調査 平成２２年度のシジミのジェ
オスミン濃度の最高値は４月８日に検出された
８４０ng/kgであり、年間を通じて高い値のジェ
オスミン濃度は検出されなかった。
（２）食味試験 今年度はカビ臭成分の含有量
が少なかったことから、図１に示すとおり年度
を通じてカビ臭はほとんど認識されなかった。

４．残された課題

今年度はシジミのカビ臭成分の含有量が少な

く排出試験が実施できなかったが、シジミの活
力とジェオスミン排出速度について、活力低下
の要因となる低水温や塩分濃度（高塩分・低塩
分）および摂餌の有無など条件を変えて排出速
度を調べる必要がある。また、シジミカビ臭の
原因生物と推測されるコエロスファエリウムの
大量培養技術の開発をおこない、水槽実験によ
りシジミの原因生物の取り込み量とジェオスミ
ン濃度について検討する必要がある。

図１食味試験結果
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二枚貝資源復活プロジェクト（ヤマトシジミ浮遊幼生調査）

（宍道湖・中海水産資源維持再生事業）
若林英人

１．研究目的

宍道湖においては宍道湖漁協がヤマトシジミ
資源増加の一方策として、湖心付近で天然採苗
した稚貝の放流に取り組んでいる。効率的な天
然採苗や稚貝の保護・育成のためには優良な母
貝場と幼生集積域の有無等に関する知見が必要
である。そこで宍道湖におけるヤマトシジミ浮
遊幼生の出現時期のモニタリングと湖内一斉の
水平分布調査により浮遊幼生の動態を観察する
ことで、主要母貝場および幼生の着底場を推定
しようとした。

２．研究方法

宍道湖湖岸に１８点のモニタリング調査点を
設定しサンプリングを行った。サンプリングは
目合７５μmのプランクトンネットを用い宍道
湖漁協青年部が実施した。
モニタリングにより、浮遊幼生の出現が確認

された後、水産技術センターが宍道湖内に均一
に設けた１３点の観測点においてヤマトシジミ
浮遊幼生の水平分布調査を実施した。浮遊幼生
の採集は水中ポンプで表層と底層の湖水を２４０
リットルずつくみ上げ、目合５０μmネットで
ろ過した。調査は月１回実施し、浮遊幼生が多
数出現した８月は３回、９月は２回実施した。

３．研究結果

モニタリングの結果、浮遊幼生の出現数は７
月下旬以降増加し、８月・９月は宍道湖全域で
確認した。その後出現数は減少し、１０月下旬
以降は殆ど確認されなかった。
水平分布調査の結果、浮遊幼生の調査日ごと

の平均出現密度は８月２日に２２，１２３個／m３、８
月１０日 に６７３個／m３、８月１７日 に７４，９４５個／
m３、９月７日に３，８２８個／m３、９月２８日に２，１２４
個／m３であった。この出現密度は昨年の出現密
度（９月１５日：１，３３９個／m３）を上回った。

水平分布調査で出現した浮遊幼生のうち、ふ
化直後と考えられる殻長１３０μm以下の D型初
期と殻長１８０μm以上の着底期の水平分布を見
ると、D型初期の浮遊幼生は８月２日には南西
岸、８月１０日は東岸と西岸で出現し、８月１７
日は東岸・南西岸・北岸に多く出現した（図
１）。９月７・２８日には西岸・南西岸・北岸に多
く出現した。

一方、着底期の浮遊幼生は湖心部に常に出現
し、湖岸では８月中は南西岸や北岸で多く出現
し（図１）、９月にはいってからは東岸・南岸・
北岸で出現した。
このことから、８月～９月の産卵場は主に宍

道湖東岸や南西岸であり、その後幼生は宍道湖
全域に分布を広げるものと推定され、主な着底
場は南西岸や北岸と推定された。
また、モニタリングと水平分布調査を組み合

わせることでヤマトシジミ浮遊幼生の発生時
期、発生量および水平分布の把握が可能である
ことを確認した。

図１ D型幼生の分布密度（８月１７日分）
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宍道湖・中海貧酸素水調査

（宍道湖・中海水産資源維持再生事業）
向井哲也・山根恭道

１．研究目的

宍道湖・中海においては湖底の貧酸素化現象
が底生生物の生存に大きな影響を与えており、
同水域の水産振興のためにはこの湖底貧酸素化
を軽減・解消することが重要な課題と考えられ
ている。このため、宍道湖・中海の湖底貧酸素
化現象の監視とメカニズムを解明して、湖底貧
酸素化の軽減につなげるため、平成１０年度か
ら同水域の貧酸素水のモニタリング調査を継続
実施している。内容は、宍道湖・中海における
①貧酸素水塊の発生時期・広がり・規模を把握
するための定点調査、②高塩分貧酸素水の移動
を知るために大橋川に設置した連続観測水質計
による宍道湖流入・流出水調査、③貧酸素水に
よる魚介類のへい死事例についての調査で
ある。

２．研究方法

（１）貧酸素水塊発生状況調査（宍道湖・中海定
期観測）

宍道湖・中海の貧酸素水の発生時期・発生規
模を平面的・空間的かつ量的に把握するため、
毎月１回、調査船「ごず：８．５トン」を使用し
て図１に示す宍道湖３２地点、中海２９地点、本
庄水域１０地点において水質を調査した。
調査項目は各地点における水深毎の水温・塩

分・溶存酸素（DO）である。調査水深につい

ては、宍道湖・本庄水域については０．５m間隔、
中海については１m間隔で測定を行った。
調査結果から各水域の塩分・溶存酸素（DO）

の分布図を作成した。分布図は水平分布図と
図１に示したラインに沿った鉛直分布図を作成
した。同時に各水域で発生した貧酸素水塊の体
積を算出した。分布図作成と貧酸素水塊の体積
計算方法の概要は下記のとおりである。
A．塩分・溶存酸素（DO）の水平・鉛直分布図
の作成
観測データから表層・底層の塩分・DOの水

平・鉛直分布図を作成した（各地点において、
測定を行っていない水深のデータについては前
後の水深の測定値から線形補間により値を推測
した）。図の作成にはカイプロット４．０（株式
会社カイエンス）を用い、図の描画手法にはス
プライン補間（薄板平滑化スプライン回帰）を
用いた。
B．貧酸素水塊の体積計算
先述した A（塩分など）と同様の方法で水深

別の溶存酸素の水平分布図を作成した。作成し
た水深毎の水平分布図から各水域の貧酸素水
（３mg/l未満）の分布面積を求め、貧酸素水塊
の体積を計算した。
（２）宍道湖流入・流出水調査（大橋川水質連続

観測）
図２に示すように、松江市内大橋川に架かる

松江大橋橋脚の水深１．０m、３．０m、４．３m部分
に Hydorolab社製多項目水質計を、松江大橋直
下の河川中央部の河床（水深６．５m）には RD
Instruments社製ドップラー式流向・流速計を
設置し、年間を通じて２０分毎の連続観測を行っ
た。収集されたデータは、水産技術センター内
水面浅海部に設置された水質情報サーバーに転
送され、この水質データを用いて下記の分析を
行った。なお、平成２２年度は７月に上層の水
質計部分、８月に流速計がそれぞれ故障したた図１宍道湖・中海貧酸素水調査地点
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め、それ以降の該当データが欠測となっており、
十分な分析が行えなかった。

A．データのグラフ化
大橋川水質情報システムで得られたデータを

元に毎月、水温・塩分・溶存酸素・流速につい
てグラフを作成した。
B．高塩分水塊の出現規模の定量化および酸素
欠乏量の定量化
これまで毎年、中海からの高塩分水の影響の

強さを数値化した高塩分水出現指数（HSI）、
および大橋川での酸素欠乏度を数値化した酸素
欠損量（森脇ら１，２）による）を算出していた
が、平成２２年度は機器故障により多くの水質
データが欠測となったため、算出することがで
きなかった。
（３）貧酸素水による魚介類のへい死調査
宍道湖・中海において貧酸素水が原因と考え

られる魚介類のへい死が発生した場合は、現場
に赴きへい死状況・水質などを調査した。

３．研究結果

（１）宍道湖・中海定期観測
調査船による毎月１回の観測結果から各水域

の特徴についてまとめた。水温、塩分に関して
は全調査点における平均値の月変化、溶存酸素
濃度に関しては、各水域の湖容積に占める貧酸
素水（３mg/l以下の溶存酸素濃度）の体積割合
の月変化を示した。溶存酸素濃度偏差フラック
スでは、DO １．５mg/lをシジミの貧酸素耐性
の境界と仮定したが、ここでは底生生物以外の
魚類等にも影響がある３mg/l（酸素濃度約５０
％）以下の溶存酸素濃度を「貧酸素水」とし
た。なお、各水域の実際のデータは添付資料を
参照されたい。
①全般
いずれの水域も、夏季の猛暑が長期間継続し

たため、９月には水温が平年よりかなり高めと
なったことが特徴的であった。
貧酸素化の指標値である貧酸素水体積割合

は、中海はほぼ平年並であったが、宍道湖・本
庄水域については夏期に平年よりかなり高めと
なった。
②各水域の状況
各水域の貧酸素化の状況を図にしたものを添

付資料に示した。また、各水域の毎月の水温・
塩分・溶存酸素を平年値と比較したグラフを図
３に示した。
A．宍道湖
宍道湖では、夏期に貧酸素化の度合いが平年

を大きく上回り、９月には貧酸素水塊の体積が
湖容積の約５％に達した。宍道湖は７月の多雨
により塩分が低くなっていたが、８月は小雨と
高潮位のため中海からかなり多量の高塩分水が
流入した。流入した塩水は底層の広い範囲に滞
留し、上層との塩分差が大きいため強い塩分躍
層を形成したと考えられ、これが貧酸素水塊の
発達の原因と考えられる。また、例年にない猛
暑で高水温が長期間続いたことや、８月中旬か
らアオコが大量発生して枯死した藻体が湖底に

図２大橋川水質情報システムの概要
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堆積したことも貧酸素化を促進したと思われ
る。９月中旬には貧酸素水塊の発達が原因と見
られるヤマトシジミのへい死が起こった。（「（３）
魚介類のへい死など」を参照）。
B．中海
中海では、貧酸素化の度合いはほぼ平年並で

あった。概ね水深４m付近に塩分躍層が形成さ
れ、５～１２月にかけては躍層より下の部分が貧
酸素化していた。貧酸素水の体積は７～９月の
平均値で湖容積の約３０％であった。
C．本庄水域
本庄水域では平成２１年５月から森山堤防が

幅６０mにわたり開削され通水が開始された。そ
のため平成２１年６月以降は境水道から海水が
底層に流入し、概ね水深５m以深は高塩分の状
態となった。平成２２年の状況も平成２１年とほ
ぼ同じで、堤防開削前に比較して明瞭な塩分躍
層が形成されていた（添付資料参照）。
平成２１年と同様、下層の高塩分水の層は夏

季の高水温時には極度に貧酸素化し、貧酸素水
の体積割合は７～９月平均で湖容積の２３％とな

り、平年を大きく上回る値となった（図３，４）。
本庄水域においては、平成２１年と同様、堤防
開削部からの海水流入により塩分躍層が形成さ
れたことで、下層の貧酸素化が促進されたと考
えられる。ただし、夏期以外は貧酸素化の度合
いは平年並か平年を下回った。今後本庄水域の
水質がどのような状態で推移するかはさらに長
期的に見て判断する必要がある。
（２）大橋川水質連続観測
月平均値の季節変化
図５に大橋川に設置した連続水質計で観測さ

れた中層（水面下約３m）の水温、塩分、溶存

図３宍道湖・中海・本庄水域における表面水温、塩分（表層・底層）、湖容積に占める貧
酸素水の体積割合の変化

図４各水域の貧酸素水容積割合の推移
（７～９月の平均値）
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酸素の月平均値を示す。
水温 平成２２年度は月別平均値は３．２～

３０．６℃の範囲で変動し、今年度は猛暑の影響
で８月の平均水温が平年より高かったことと、
厳冬の影響で１２～２月の平均水温が平年をかな
り下回ったことが特徴的であった。
塩分 平成２２年度は春季には平年よりも塩

分濃度が低めに推移した。この時期降雨が多め
であったためと考えられる。８月以降は平年並
となったが、１月以降は再び平年を下回った。
冬季の降雪が比較的多かったためと思われる。
溶存酸素（DO） 平成２２年度は溶存酸素量

は平年よりやや高めで推移した。

（３）魚介類のへい死など
平成２２年度は、９月に宍道湖においてヤマ

トシジミおよび魚類のへい死が報告された。
①へい死の状況
平成２２年９月２４日くらいから古江～玉湯の

中間地点付近（水深約４．５m）のシジミ漁場で

死貝が目立つようになり、９月２７日には漁獲
したシジミの多くが死んでいる状態であった
（漁業者からの聞き取りによる）。（図６）
また９月２５日に湖北東部の松江温泉付近の

ます網（水深２～３m）の魚類（スズキ幼魚）
が全滅したとの報告があった。

玉湯  

古江  
松江温泉 

長江  

大野  

へい死が起きた漁場 

宍道湖  

図６ヤマトシジミのへい死が確認された地点

②へい死の原因
シジミおよびます網の魚のへい死原因は湖底

の貧酸素化と推定される。根拠は下記のとおり
である。
・９月４日の調査では宍道湖は湖底の広い範囲
で貧酸素化が進行していた。ほぼ全域で水深
４．５～５m以深が貧酸素化し、貧酸素水の体積
は湖容積の４．９％と宍道湖にしてはかなり大
きい値となっていた。

・国交省の湖心の底層の連続観測データを見る
と９月には継続的に貧酸素状態になってお
り、これから考えて９月始めの貧酸素水塊が
発達した状態はその後も続いたと考えられ
る。

・９月２３日～２５日には北東の風が連続して強
く吹いた。この時北東方向に貧酸素水塊の這
い上がりがあり、この数日間は貧酸素塊は北
東部に片寄って存在したと推定される。

・このため、宍道湖北部・東部の水深４～４．５
mの水域は数日間貧酸素水に覆われ、シジミ
が酸欠死したものと推定される。９月２４日
に松江温泉付近のます網の魚が死亡したこと
も、貧酸素水が沿岸近くまで這い上がってき
たことが原因と考えられる。図５大橋川（中層）における水温、塩分濃度、

溶存酸素濃度の月平均値
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４．研究成果

● 調査で得られた結果は、宍道湖・中海水産
資源維持再生事業検討会等を利用し、内水
面漁業関係者等に報告した。

● この調査を今後も継続して行うことにより、
宍道湖・中海の長期的な環境変化を量的に
把握することが可能になる。

● 調査結果は島根県水産技術センターのホー
ムページ＊や FAX、i－mode等で紹介し、広
く一般への情報提供を行った。

＊島根県水産技術センターホームページ
http : /www.pref.shimane.lg.jp/suigi/naisuimen/

５．文献

１）森脇晋平、大北晋也、藤井智康：島根県内水面

水産試験場事業報告書（平成１３年度），９－７３

（２００１）

２）島根県内水面水産試験場：日本ミクニヤ株式会

社 平成１２年度宍道湖・中海貧酸素水調査業務

報告書，３９－４４（２０００）
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ワカサギ、シラウオのモニタリング調査

（宍道湖・中海水産資源維持再生事業）
松本洋典

１．研究目的

宍道湖・中海におけるワカサギ、シラウオの
資源・生態と、それを対象とする漁業の実態を
明らかにし、これら資源の維持・増大を図る。

２．研究方法

（１）ワカサギ・シラウオ産卵状況調査
平成２３年２月に斐伊川河口から約２km上

流の灘橋までの間に設けた定点（２４箇所）
で、エクマンバージ採泥器（０．０２m２）で採
泥し、ワカサギ卵を採集した。試料は１０％
ホルマリン固定・ローズベンガル染色を行い
計数した。また、シラウオ卵についても宍道
湖沿岸域一円の１１箇所において同様の調査
を実施した。

（２）稚魚分布調査
平成２２年６月２３日に宍道湖および新建

川・船川の計５箇所で調査船わかさぎ丸を用
い、桁引網（目合２mm、全長２６m、桁長４．５
m）により各箇所３０mを曳網した。

（３）ワカサギの溜池移植放流後追跡調査
平成１３年５月に移植した農業用溜池（約

１１０m×約２５m×深さ約６m）のワカサギの生
産実態を調べた。

３．研究結果

（１）産卵の状況（添付資料参照）
採泥箇所数２４箇所のうち３箇所からワカ

サギ卵が確認され、平均産卵密度は１m２当
り８．３粒であった。ワカサギ産卵状況は昨年
度（３３．３粒／m２）よりかなり低下しており、
引き続き危機的な状況にある。
またシラウオについては、①粒の粗い砂地

を好んで産み付けている②礫や泥場では極端

に産卵数が減る③比較的塩分の高めの水域に
産み付けられていることを把握した。さらに
近年の覆砂による海浜造成（ヨシ帯造成に伴
う工事）による産卵場面積の拡大が示唆さ
れた。

（２）稚魚の分布状況（添付資料参照）
今年度の１曳網当りワカサギ稚魚平均入網

尾数は３．４０尾と、低い水準だったものの
（１４～１７年度１４４～２７９尾）、昨年の０．２５尾
よりはやや増加した。これは前年度の産卵状
況が前々年度と比較して改善されたことに起
因すると判断できる（０粒／m２→３３．３粒／
m２）。一方、シラウオは１０，２７２尾（同９３３～
２，１８３尾）と、非常に高い水準であった。

（３）ワカサギの溜池移植放流後の漁獲実態
平成１９年は約２６，０００尾（２３kg）のワカサ

ギが取上げられたが、猛暑の影響で平成２０
年度はわずか５尾の収穫しか得られなかっ
た。このため発眼卵放流（平成２２年３月に
３万粒）の実施、また昨年に引き続いて今年
度も漁獲を見合わせて親魚の涵養を図った。

（４）今年度の漁獲
今年度の定置網漁獲記録（宍道湖漁協集

計）では、ワカサギの漁獲は０であったが、
採卵用の親魚漁獲は８９尾で、前年の９８尾と
ほぼ同程度であった。

４．研究成果

● 得られた結果は、宍道湖漁協のます網組合
の役員会および総会、また宍道湖・中海水
産資源維持再生事業検討会でも発表した。

● 平成１９年度漁期から実施された、１ヶ月間
（１／１５～２／１５）の刺し網の宍道湖全域禁漁
は、当面の間継続されることとなった。
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ヨシ帯水産生物保護育成機能調査
山根恭道

１．研究目的

ヨシ帯の水産生物保護育成機能については、
これまでの調査で一定の知見が得られた。しか
し、平成２１年度よりヨシと同様の高等植物で
ある沈水植物や藻類であるシオグサが大量に繁
茂し、それがシジミなどに与える影響が懸念さ
れた。そこで、平成２２年度は沈水植物の繁茂
状況を調査し，その機能について天然ヨシ帯と
比較して調査した。また、藻類の分布状況につ
いても調査をおこなった。

２．研究方法

調査時期は沈水植物が繁茂する春～秋期、宍
道湖周辺の繁茂状況と沈水植物に蝟集する魚類
を調査した。５月に宍道湖周辺３６地点を調査
し、それ以降は沈水植物の群落が確認された６
地点（番号：４・６・１１・２１・２９・３３）とヨシ帯
１地点（番号：２４）の７地点で調査した。（図１）
調査方法は沈水植物の繁茂状況を目視観察

し、その一部を採取して持ち帰り種類を確認し
た。ヨシ帯と沈水植物に蝟集する魚類は、群落
周辺を引き網で１０mの距離を引き回すことに
よって採捕した。
シオクサの繁茂状況についても宍道湖内３６

地点において同時に調査した。
調査方法は水深２m以浅では目視と熊手によ

る採集で多寡を確認するとともにサンプルを採
捕した。

水深２m～４mは熊手と小型のイカリによ
る採集で多寡の確認とサンプルの採集をおこ
なった。

３．研究結果

（１）沈水植物の繁茂状況
春から夏にかけてホザキノフサモ、夏から秋

にかけてオオササエビモの群落が確認された。
オオササエビモの群落は南岸のほぼ全域で確認
され、ホザキノフサモは宍道湖全域で確認され
た。特に玉湯と来待では直径２m程度のオオサ
サエビモ群落が広範囲に幾つも確認された。ま
た、初夏には湖内全域でホザキノフサモが大量
に岸辺に打ち上げられていた。８月以降はアオ
コの大量発生により、水面下の沈水植物の確認
や繁茂量の調査が実施できなかった。
（２）沈水植物に蝟集する生物
天然のヨシ帯では確認されなかったフナやシ

マイサキ、クルメサヨリの稚魚が確認され、天
然のヨシ帯よりも採捕魚類の種類が多かった。
また、５月の調査では沈水植物にフナの卵が生
み付けられていることが確認された。
（３）シオクサの繁茂状況
水深２m以浅のシオクサは宍道湖の北岸（秋

鹿～平田）と南岸（富志名・鳥が先・来待）の
広い範囲で大量に繁茂していることが確認され
た。水深２m以深のシオクサは大野地域と松江
および玉湯地域で多く確認された。特に松江地
区では水深３～４mで大量に確認された。
シオクサは湖底を覆うように繁茂するため、

シオクサの下になったシジミは、極端に水の交
換が悪くなり、水質の悪化による斃死が発生す
る。また、シオクサが枯れて硫化水素が発生し、
周りの生物にも悪い影響を与えるので、今後は
シオクサの繁茂状況とその影響について調査が
必要である。

図１沈水植物繁茂状況調査地点

― 70 ―



アユ資源管理技術開発

（アユ資源回復モニタリング調査事業）
向井哲也・山根恭道・寺門弘悦・村山達朗

１．研究目的

水産技術センターでは平成１１年度からアユ
資源増殖のモデル河川として高津川においてア
ユの調査を実施し、その結果同河川のアユ資源
が低水準にあり、その原因は産卵場の環境悪化
や産卵期の親魚の過剰な漁獲であることを明ら
かにした。そして、高津川の河川環境収容力を
調査し、高津川本来のアユの河川環境収容力は
流下仔魚数にして約３８億尾であると推定し１）

（高橋他，２００９）、これを資源回復の管理目標値
として設定した。高津川漁協では、これを受け
て平成２０年度より産卵期の禁漁期間を４０日間
延長するとともに、産卵場の造成等の資源回復
の取り組みを行っている。
本調査では、高津川において流下仔魚量調査、

産卵場調査などを行い、アユ資源量の把握と効
果的なアユ資源増殖方法の技術開発を行った。
また、他の河川においてもアユ資源回復の取り
組みを拡げるため、江川において基礎調査とし
てアユ流下仔魚調査と河床型別水面面積調査を
実施した。また、神戸川においても漁協が実施
した産卵場造成に関連する調査を行った。

２．研究方法

A．高津川
（１）流下仔魚量調査
高津川のアユ資源量の動向を把握するため、

流下仔魚量の調査を行った。調査は高津川の河
口から約３．５kmにある通称エンコウの瀬
（図１）の産卵場の下流側で１０月から１２月に
かけて週に１回行った。仔魚の採捕は口径４５
cm、長さ１８０cmの北太平洋標準プランクトン
ネット（GG５４）を使用し、１８時から２４時まで
１時間毎に５分間の採集を行った。採集した仔
魚は８０％アルコールで固定し、後日採捕仔魚
数・ろ水量と国土交通省神田・隅村観測所の流
量データにより流下仔魚数量を求めた。なお、

平成２２年度の高津川流量は国土交通省発表の
速報値を使用した（過去の流量は確定値を使
用）。

エンコウの瀬 

長田の瀬 

虫追の瀬 

1km

バイパス 
下の瀬 

高津川 日本海 

益田市 

図１高津川の主要なアユ産卵場

（２）天然・放流比率調査
高津川で採捕されたアユについて、外部形態

による人工放流魚・天然遡上魚の由来判別を
行った。
平成２２年度は１０月に３回、１１月に２回、高

津川の下流部の産卵場（通称長田の瀬）でチャ
グリ（ころがし）によってアユを採捕し、由来
判別を行った。由来の判別は原則として側線上
方横列鱗数によって行い、鱗数が１７枚以上で
あれば天然溯上魚、１５枚以下であれば人工放
流魚であると判断し、鱗数が１６枚の個体につ
いては天然遡上魚、人工放流魚を同比率で配分
した。各旬毎のサンプルの天然・放流比率と、
流下仔魚数から推定されるそれぞれの時期の産
卵量すなわち親魚量から、産卵場に集まった親
魚全体の天然・放流比率を推定した。
（３）漁獲実態調査
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漁業者に対して野帳の記載を依頼し、高津川
におけるアユの漁獲実態を把握した。
（４）天然遡上魚日齢調査
高津川の遡上稚魚およびその周辺海域で採捕

されたアユ稚魚について、耳石日齢査定により
ふ化日を推定し、さらにふ化前後の河川水温か
ら産卵日（卵として産み落とされた日）を推定
した。
（５）産卵場調査・造成指導
高津川における主要なアユ産卵場（図１）に

おいて、高津川漁協が実施した産卵場造成に関
連した調査を実施した。調査は潜水目視により
行い、産卵床の有無、産卵のあった面積などを
調べた。（産卵場造成の方法については高橋他２）

を参照）
B．江川
江川においては今後のアユ資源回復のための

基礎調査を実施した。
（１）流下仔魚量調査
高津川と同様の時期・方法で流下仔魚の採集

を行った。
（２）河床型別水面面積調査
江の川のアユ適正収容量の基礎資料となる河

床型別水面面積を測量した。
C．神戸川
神戸川においては神戸川漁協が産卵場造成を

実施したため、関連した調査を実施した。
（１）産卵場調査
平成２２年１０月７～８日に神戸川漁協が神戸

川下流部において産卵場造成を行った。造成箇
所は大井堰下、馬木新大橋下、神戸堰下の３箇
所である（図２）。これらの産卵場について１１
月９日に潜水による産卵状況調査を行った。
（２）流下仔魚生残調査
神戸川においては平成２１年３月に幅約２００

mの神戸堰（図２参照）が完成して湛水部が拡
大した。平成２１年１１月に流下仔魚生残を調査
したところ、ふ化仔魚の流下が堰により阻害さ
れている実態が明らかになった。平成２２年度
も１１月８日（平水時）に神戸堰の魚道で仔魚
ネットにより仔魚を採集して卵黄の状態を調査
し、ふ化後の日数を推定して、仔魚の流下が阻

害されていないかを調べた。卵黄の状態を示す
卵黄指数とふ化後の日数の推定は塚本３）、東他４）

によった。

1km

山陰 
本線 

国道 
９号 

神戸堰 

山陰自動車道 

大井堰下 

馬木新大橋下 

神戸堰下 

神戸川 

日本海  

出雲市  

図２神戸川の主要なアユ産卵場

３．研究結果

A．高津川
（１）流下仔魚量調査
平成２２年の高津川の流下仔魚量は２９億２千

万尾であった。これは昨年度の１２億６千万尾
の２倍以上であり、平成１８年の３３．９億尾に次
ぐ調査開始以来の高い値となった。高津川のア
ユ資源は過去最低だった平成１９年から順調に
回復しており、資源保護の取り組みの成果が着
実に現れていると考えられた（図３）。流下の
時期を見ると、平成２２年度は流下時期がやや
遅れ、１０月は流下が少なく１１月上～中旬が流
下のピークとなった（図４）。

図３高津川におけるアユ流下仔魚尾数の経年
推移
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（２）天然・放流比率調査
採集されたアユの天然・放流魚の割合と各採

集時期における産卵量の全体に占める割合を
表１に示す。この結果から、１０～１１月に産卵
場に集まった親魚のうち、天然遡上魚の比率は
８８．３％と推定された。

（３）漁獲実態調査
高津川漁協の１０名の漁業者に対して操業日

誌の記入を依頼し、漁獲量、CPUE等を調査し
た。
（４）天然遡上魚日齢調査（図５）
平成２２年春季溯上アユの産卵日（生誕日）

は、４月に河川（高津川、益田川）に遡上し
た個体については、ほとんどが平成２１年１１月
上旬～中旬に産卵されたものだった。海域（大
浜港）で採捕された個体は採捕時期により１０
月上旬～１１月下旬と幅があった。採集された
稚魚の多くが平成２０年から延長された禁漁期
（１０／１６～１０／２５だった禁漁期を１０／１１～１１／３０
に延長した）に産卵されたものであり、禁漁期
延長により多くの親魚、卵が保護され、翌年の

遡上に結びついたと推測された。
（５）産卵場調査
高津川においては高津川漁協が長田の瀬、バ

イパス下、虫追（むそう）の瀬の３箇所の産卵
場（図１）において産卵場を造成した。造成方
法は重機により導流堤の構築、攪拌による砂の
除去、瀬の拡張などを行った。なお、高津川・
神戸川の産卵場造成にあたってはたかはし河川
生物調査事務所の高橋勇夫博士の指導を受け
た。造成後の調査では、長田の瀬が今年度は主

表１高津川における産卵場の親魚の天然・放流
魚の比率

月 旬（調査日） 天然 放流
各時期の親魚
量の割合％

１０月

上旬（１０／７） ８４．０％ １６．０％ ０．６％

中旬（１０／１３，１５）６５．２％ ３４．８％ ３．１％

下旬（１０／２６） ９３．１％ ６．９％ ５２．１％

１１月
前半（１１／８） ８４．０％ １６．０％ ３８．５％

後半（１１／２５） ８７．０％ １３．０％ ５．８％

総計（各採集時期の天然・
放流魚の割合と親魚量の割
合から算出）

８８．３％ １１．７％

図４平成２２年度の高津川アユ流下仔魚数の推移

図５高津川の天然遡上魚の産卵日（生誕日）
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神戸堰 
産卵場直下（高津川） 

産卵場となっており、多数の親魚が集まり産卵
床が高密度に認められた。産卵は長田の瀬など
条件の良い場所に集中しており、バイパス下に
ついてはほとんど産卵が認められなかった。な
お、平成２１年の主産卵場であったエンコウの
瀬については河床低下と砂利の消失により産卵
場が消失の危機にあることが分かった。他の産
卵場においても小砂利の消失による石の大型化
などが見られ、今後も上流からの砂利の供給不
足が続けば、産卵場として適さない状態になる
可能性がある。
B．江の川
（１）流下仔魚調査
平成２２年の江の川の流下仔魚数は２億６千

万尾であり、資源が極めて低水準にあることが
明らかになった。
（２）河床型別水面面積調査
江の川の浜原ダム下流域（支流含まない）の

総水面面積は３６１万m２であった。
※江の川の調査結果の詳細は本報告書漁業生産
部「江の川におけるアユ資源管理技術開発」
を参照。

C．神戸川
（１）産卵場調査
最上流の大井堰下の産卵場では多数の産卵が

認められ、産卵親魚も多く観察された。馬木新
大橋下の瀬でも約４０％の面積に産卵が認めら
れた。産卵が認められたのは、石の大きさが小
さく石の間の砂が少ない区域であった。神戸堰
の直下は底質が砂でほぼ止水状態であり産卵は
認められなかった。
（２）流下仔魚生残調査
神戸堰におけるアユ仔魚と、対照として高津

川の産卵場直下で採集された仔魚のそれぞれの
卵黄の状態を、塚本らによる卵黄指数（図６）
により数値化したグラフを図７に示す。神戸堰
で採集された仔魚の多くは卵黄の消費が著し
く、仔魚の９３％が卵黄指数２以下で、これは
平成２１年の調査とほぼ同様の結果となった。こ
れは産卵場から神戸堰まで水が滞留しているた
め仔魚の流下に時間がかかり、仔魚は卵黄の栄
養分を消費してしまっているためと考えられ

る。通常アユ仔魚は卵黄
の栄養を消費してしまう
ふ化後３－４日以内に餌
料が豊富な汽水域に到達
する必要があり、平水時
ではかなりの数の仔魚が
汽水域に到達できずに死
亡している可能性が示唆
された。

４．研究成果

調査結果は高津川漁協理事会・総代会で報告
し、漁協は調査結果を受けて資源回復のための
取り組みを行っている。
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卵場直下で採集されたアユ仔魚の卵黄の状
況の比較
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アユの冷水病対策

（増養殖試験研究事業）
松本洋典

１．研究目的

本県のアユ冷水病は平成５年に発病が確認さ
れて以来、依然発生しつづけ、アユ資源に重大
な影響を及ぼしている。そのため被害を軽減す
るための防疫対策を行う。

２．研究方法

（１）防疫対策
冷水病防疫に対する普及啓発、来歴カードの

実施、放流用種苗の保菌検査、河川内発生時の
状況把握と確認検査を実施した。
（２）普及指導
種苗放流時期前に各河川漁協等を巡回して、

アユ冷水病防疫に関する指針にもとづき、アユ
種苗の生産・供給・輸送・放流等の確認を行っ
た。また、放流立会等は、水産課、水産事務所
との連携を図って実施した。
（３）来歴カード
各河川に放流される県内産及び県外産アユ種

苗の来歴を把握するため、生産者、輸送業者、
各河川漁業協同組合にそれぞれ記帳を依頼し
た。
（４）県内産人工種苗の保菌検査
淡水飼育となる１月頃～放流月まで約１回／

月の間隔で実施した。
（５）県外産放流種苗検査
各漁協の依頼に基づき、放流前に県外業者か

ら検体を送付してもらい、事前検査を実施し、
速やかに結果を漁協に送付した。
（６）種苗放流後の河川内でのへい死魚の聞き取
りと検査を実施した。

（７）冷水病の検査と判定
PCR法（ロタマーゼ法）により実施し、陽

性となった場合には遺伝子型（A型 or B型）
についても判別した。

３．研究結果

県内人工種苗・養殖アユと他県産種苗の保菌
検査、河川での発生状況調査、アユ種苗来歴
カードの普及、情報収集等を実施した。
県内人工種苗では、検査件数が放流種苗５９

件で陽性は検出されず、保菌率は前年に引き続
き０であった（前年６７件中０件陽性）。他県産
種苗では、いずれも人工継代由来の種苗４件に
ついて検査し、うち３件で保菌を確認した。
河川での発生は、７月に高津川で漁獲された

アユについて検査したところ、陽性の反応を得
た。（表１）

４．研究成果

調査で得られた結果は、内水面漁業関係者に
報告した。

表１冷水病検査結果

検査内容 由 来 検査件数 検査尾数 陽性件数

放流種苗
保菌検査

県内人工産 ５９ １２１６ ０

県外海産系 ４ ６６ ３

琵琶湖産 ０ ０ ０

県内育成種苗・養殖魚 １ ２０ １

天然水域斃死発生時 １ ２１ １

合 計 ６５ １３２３ ５

前 年 ７４ ２０９０ ６
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平成２２年度神西湖定期観測調査
向井哲也・若林英人

１．研究目的

神西湖は県東部に位置する汽水湖でヤマトシ
ジミなどの産地として知られている。神西湖は
多くの汽水湖の例に漏れず塩分環境の変化が大
きく、また富栄養化の進行による湖底の貧酸素
化などによる漁場環境の悪化が懸念されてい
る。このような神西湖の漁場環境を監視し、漁
場としての価値を維持してゆくため、水質およ
びヤマトシジミの定期調査を実施している。

２．研究方法

（１）調査地点
水質調査は図１に示した８地点で実施した。

St．１～３は神西湖と日本海を結ぶ差海川、St．４～
６および St．A，St．Bは神西湖内である。

0 500 1000m

ﾔ川 

常楽寺川 

神西湖 
九景川 

差海川 

日本海 

St.4

St.5

St.6

St.3
St.2

St.1
下 橋 

中橋 
差海橋 

StA

StB

シジミ・コウロエンカワヒバリガイ採集 

水質測定 

十間川 

図１調査地点

（２）調査項目
A．水質
調査項目は水温、塩分、溶存酸素、pH、透

明度である。水温、塩分、pH、溶存酸素量の
測定には Hydrolab社製水質計 Quantaを用い、
表層から底層まで水深１m毎に測定した。透明
度の測定には透明度板を用いた。

B．生物調査
St．４および St．６においてスミス・マッキン

タイヤ型採泥器により０．２５m２の採泥を行い、
ヤマトシジミおよびコウロエンカワヒバリガイ
の個体数と殻長組成を調べた。また、ヤマトシ
ジミの産卵状況や肥満度について検討するた
め、St．４および St．６において殻長１７mm以上
のヤマトシジミ各２０個を採集し、個体重量に
占める軟体部重量（湿重量）の割合（軟体部指
数）を計測した。
（３）調査時期
調査は毎月１回実施した。調査日は表１の通

りである。

３．研究結果

A．水質
平成２２年度の神西湖湖心（St．５）の水温・

塩分・溶存酸素・透明度の変化を図２に示し
た。各地点の水質データの詳細については添付
資料に収録した。
平成２２年度は夏期の猛暑の影響で７～９月の

水温が平年よりはなはだ高めであった。
表層の塩分については、平成２２年度は２～

１６PSUの範囲で平年よりかなり低めに推移し
た。これは平成２２年５月に島根県が河川改修
事業の一環で差海川河口に建設した塩分調整堰
の効果と考えられる。
溶存酸素については表層・底層共に平年と大

きく変わった様子はなかった。表層では年間を
通じ植物プランクトンによる光合成で DOが過
飽和の状態になっている場合が多かった。底層
では周年を通じて湖底の溶存酸素もあり、極端
な貧酸素化は認められなかった。

表１調査日

月 調査日 月 調査日

４月 ２０１０年 ４月２７日 １０月 ２０１０年１０月２６日
５月 ２０１０年 ５月２０日 １１月 ２０１０年１１月３０日

６月 ２０１０年 ６月２２日 １２月 ２０１０年１２月２１日

７月 ２０１０年 ７月２２日 １月 ２０１１年 １月２０日

８月 ２０１０年 ８月２４日 ２月 ２０１１年 ２月２２日

９月 ２０１０年 ９月２２日 ３月 ２０１１年 ３月２４日
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B．生物調査
・ヤマトシジミの軟体部重量割合
St．４および St．６におけるヤマトシジミの軟

体部重量の割合は７月までは３０％以上にまで
増加したが、８月調査時には２０％前後に大き
く減少し、多くの個体がこの間に産卵・放精を
行ったと考えられる（図３）。
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図３平成２２年度のヤマトシジミの軟体部指数の
推移（軟体部指数＝軟体部湿重量／（軟体部
湿重量＋殻重量））

・ヤマトシジミの殻長組成
St．４および St．６におけるヤマトシジミの殻

長組成を図４示す。４、５月に平成２１年生まれ
と思われる殻長数ミリの稚貝が１m２あたり数
千個体見られ、これが春～秋にかけて成長し、
１０月には殻長１５～１７ミリをピークとする年級
群を形成している。例年であれば１０～１１月に
は夏生まれの稚貝が殻長数ミリとなって大量に
出現するが、平成２２年はこの稚貝の発生が非
常に少ない。平成２２年夏生まれの稚貝が少な
いことは宍道湖でも観察されており、夏期の高
水温の影響ではないかと考えられた。
・コウロエンカワヒバリガイの殻長組成
コウロエンカワヒバリガイの殻長組成を図５

に示す。コウロエンカワヒバリガイは平成２１
年１０月には稚貝が１m２あたり約５，５００個と大
量に出現したが、平成２２年４月には１m２あた
り４５０個にまで減少しており、その後も減少を
続け、冬にはシジミの漁場からはほとんど見ら
れなくなった。コウロエンカワヒバリガイは低
塩分に対する耐性が低いため、湖内の塩分低下
によりシジミ漁場ではほぼ死滅したと思われ
る。

図２平成２２年度の神西湖湖心の水質（平年値は
過去１０年間の平均、縦棒は標準偏差）
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平成２２年度神西湖ヤマトシジミ資源量調査
向井哲也・山根恭道・若林英人

１．研究目的

神西湖ではこれまで毎年３００～４００トン程度
のヤマトシジミの生産があったが、平成２１年
にシジミがかなりの不漁となったため、神西湖
漁協ではシジミ資源保護についての取り組みを
行うことになった。水産技術センターではこれ
を受け、資源管理の基礎となるシジミ資源量の
調査を平成２２年６月に実施した。

２．研究方法

（１）調査項目
・神西湖内および神西湖から日本海に注ぐ差海
川全体のヤマトシジミの現在の資源量の推
定。

・ヤマトシジミの殻長組成から今後の資源動向
の予測や殻長制限による影響を推定。

（２）調査方法
神西湖のシジミ漁場（図１、水深０～１．２m）

を１８区画に分け、採泥器により１区画１０カ所
（計０．５m２）の採泥を行い、ヤマトシジミの重
量・個数・殻長を計測した。また、漁場面積を
測量し、面積あたりのシジミ重量から、神西湖
全体のシジミ資源量を推定した。（採泥器の採
集効率を考慮した補正はしていない）。

（３）調査日
調査は平成２２年６月１５日に実施した。

３．研究結果

（１）ヤマトシジミ資源量
平成２２年６月の神西湖全体（神西湖・差海

川）のヤマトシジミ資源量は ２３１トンであっ
た（表１）。水産技術センターによる神西湖の
シジミ資源量の調査は過去に平成４年、１１年、
１２年に行われているが、今回の資源量はこれ
までの調査の中で２番目に低い結果となった
（図２）。漁場別で比較すると、差海川では減少
の幅は少ないが、神西湖内では資源量の落ち込
みが著しいことがわかった（図２）。さらに見て
ゆくと、神西湖内では漁獲サイズ（殻長１７mm
以上）の貝が少ないことが分かった（図３）。
（２）ヤマトシジミの殻長組成
神西湖内と差海川におけるシジミの殻長組成

を図４に示す。

表１神西湖ヤマトシジミ資源量調査結果
漁場面積
（m２）

ヤマトシジミ
重量密度（g／m２）

ヤマトシジミ
重量（トン）

神西湖内 １８３，８８０ ９２３．５ １６９．８

差海川 ４５，０９３ １３５８．１ ６１．２

合 計 ２２８，９７３ ２３１．０

図２神西湖のヤマトシジミ資源量・漁獲量の推
移（漁獲量は島根県農林水産統計および神
西湖漁協による）

※ H１１年は神西湖内で大量へい死があった

図１神西湖のシジミ漁場（灰色部分）
（アルファベットは調査区画）
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漁獲対象 

差海川の殻長組成のグラフを見ると、２つの
ピークがあり、これはそれぞれ平成２０年夏、平
成２１年夏に産まれた年級群と考えられた。と
ころが、神西湖内では２つ目のピークがほとん
どなく、平成２０年以前に産まれた貝が非常に
少ないことがわかった。

４．考察

（１）シジミ資源減少の原因
上で述べたように、資源量の減少は神西湖内

で平成２０年以前に産まれたシジミが減少した
ことによるが、その原因ははっきりとは分から
ない。平成２０年はヤマトシジミの産卵・着底
は順調に行われたことが分かっており、以後の

シジミの生残に問題があったと思われる。要因
として考えられることとして、平成２０年は秋
以降コウロエンカワヒバリガイが差海川・神西
湖内で大量に繁殖し、シジミが死亡するなどの
被害を及ぼしている。また、ここ数年、シオグ
サ類などの海藻が繁茂し、枯死した海藻が腐っ
てシジミがへい死することが報告されている
が、平成２０年はこれら海藻類の繁茂が多かっ
た年である。こういった状況が当時の稚貝の生
残に悪影響を及ぼし、今日のヤマトシジミ資源
減少の要因となったのではないかと推察され
る。
（２）シジミ資源の回復予想
殻長組成から分かるように、神西湖内では今

年中に成長して漁獲対象になる殻長１２～１６mm
の大きさの貝も少ないことから、平成２２年度
中の漁獲量増加はあまり見込めないと思われ
た。しかし、平成２１年生まれの小型の貝はか
なりの数が生息しており、また本調査で殻長
６～１２mmだった貝（０才と思われる）はその
後の調査で順調に成長していることが分かって
いるため（平成２２年度神西湖定期観測調査を
参照）、大量へい死などがなければ、平成２３年
度以降シジミ資源量は回復に向かうと考えら
れる。
シジミの生残に悪影響のある要因に関しては

コウロエンカワヒバリガイの繁殖が挙げられる
が、現在本種の生息数は減少しており、平成
２３年３月には神西湖内のシジミ漁場からほと
んど姿を消した。これは差海川河口に設置され
た塩分調整堰（平成２２年５月完成）による湖
内塩分低下のためと思われる。今後コウロエン
カワヒバリガイがシジミに悪影響を及ぼす可能
性は低いと考えられる。

５．研究成果

調査結果は神西湖漁業協同組合の総会で発表
された。シジミ資源量の減少を受け、神西湖漁
業協同組合は平成２２年７月より約１ヶ月の休
漁を行い、８月以降もジョレンのふるいの目合
を１１ミリから１３ミリに拡大するなどシジミ資
源の保護を強化した。

図３漁場別のヤマトシジミ生息密度

図４神西湖（湖内）・差海川におけるヤマトシジ
ミの殻長組成
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ゴギ保護区調査
山根恭道、勢村 均、向井哲也、北沢博夫、沖野 晃

１．研究目的

高津川水系匹見川の支流である加令谷川と伊
源谷川は、昭和５５年５月２０日にゴギの保護区
に設定されて以来、現在まで２７年間継続され
ている。しかし、ゴギの生息状況については、
平成７年１１月２０日以降調査されていない。そ
こで両河川に生息しているゴギと河川状況を調
査し、保護区の現状を明らかにするとともに、
保護区の設定による増殖効果について検証する
ことを目的として実施した。

２．研究方法

調査場所を図１に示した。
伊源谷川の調査は平成２２年１１月１５日１３：

３０～１５：３０の２時間、加令谷川の調査は平成
２２年１１月１６日１０：３０～１３：３０の３時間おこ
なった。
生息状況調査は主に釣獲（伊源谷川１名、加

令谷川２名）と加令谷川では電気ショッカーを
併用しておこない、釣った魚は場所毎に種類と
大きさを記録し再放流した。また、釣り針は返
しの無いものを使用して魚を傷めないように注
意した。生息環境については淵の数や規模（大
きさと深さ）を確認した。産卵場の調査は産卵
床と思われる場所の広さを計測し、手触りで産
卵床に堆積した小石の深さや河床の堅さおよび

卵の有無を確認した。また、加令谷川について
は杉迫ヤマメ養殖場で河川の変化やゴギの生息
状況について聞き取り調査をおこなった。

３．研究結果

（１）伊源谷川
①河川の状況：調査開始時より雨が降り続き魚
が目視しにくく、水温も９℃であり魚の活性が
低く採捕が難しい状況であった。この河川は加
令谷川よりも流程が短く、紙祖川合流点より約
７００m上流の調査開始付近から急流域となった。
②ゴギなどの生息状況：紙祖川合流点に多数の
ヤマメが遊泳しているのを目視と釣りで確認し
た。紙祖川合流点から７００m上流部の調査開始
場所ではヤマメとアマゴが確認されたが、それ
よりも上流部の急流域ではゴギだけでヤマメや
アマゴは確認されなかった。釣獲によるゴギの
確 認 尾 数 は６尾／１人／２hr（１４～１８cm、平 均
１５．８cm）であった（図２）。電気ショッカーは
降雨がひどいので使用しなかった。調査範囲内
の生息場となる淵の数は、１０m２以上の大きい
ものが１６箇所確認され、１m２から１０m２のもの
は４８箇所程度確認された。
③産卵場の状況：明らかに魚が河床を掘ったと
思われる産卵床を３箇所確認し、産卵可能な場
所は５箇所確認した。
（２）加令谷川
①河川の状況：この河川は流程が長く、紙祖川
合流点より約１km上流の調査開始付近までは
比較的緩やかな流域で、それより上流は川幅の
狭い急流域となる。天候も回復し秋晴れの中の
調査であったが、水温が９．５℃と低く魚の活性
が低くいため採捕が難しい状況であった。水生
昆虫は少なくわずかにカゲロウ類が確認された
だけであった。
②ゴギなどの生息状況：釣獲によるゴギの確認
尾数は１２尾／２人／３hr（全長１２～１９cm、平均
１６．５cm）で、当歳魚である１２cmの小型魚が確図１調査場所
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認された（図２）。電気ショッカーは大型魚ほ
ど利き目が良く小型魚では悪いと言われてい
る。感電した魚は１秒も経たない間に泳ぎ出す
ので、使用後の捕獲が難しく、ゴギは小型１尾
のみの確認にとどまった。ヤマメとアマゴは
１０尾／２人／３hr（全長１５～２２cm）で、その比率
は半々で大きさは小型の個体が多かった。調査
範囲内の生息場となる淵の数は１０m２以上の大
きいものが２３箇所確認され、１m２から１０m２の
ものは６９箇所程度確認された。
③産卵場の状況：明らかに魚が産卵のため河床
を掘ったと思われる産卵床は４箇所確認した
が、ほとんどはヤマメの産卵床であると考えら
れ、ゴギの産卵床は確認されなかった。これ以
外の淵に小石が堆積した産卵可能な場所は１２
箇所存在した。
④杉迫ヤマメ養殖場での聞き取り：平成１８年
の水害により土砂が流出し、淵の喪失や河床が
浅くなるなど河床形態は大きく変化した。水害
以前はゴギの稚魚が養殖場に流入することがよ
くあったが、水害後はゴギの稚魚の混入は見ら
れないので、魚影も水害前と後ではかなり異な
ると思われる。また、今年はヤマメの採卵が１ヶ
月遅れており、これから実施するところとのこ

となので、ゴギの産卵はさらに半月は遅いので
はないかと思われた。

４．考察

（１）伊源谷川
平成７年度の調査時と同様に上流部ではゴ

ギ、下流部ではヤマメ・アマゴと完全に棲み分
けされている。産卵場や河床形態については平
成７年度には詳しい調査をおこなっていない
が、加令谷川同様に平成１８年度の水害により
大きく変化していると考えられる。
平成７年度よりも生息環境は悪化していると

考えられるが、下流部と上流部でヤマメとゴギ
の棲み分けがされていることと、当歳魚と考え
られるゴギが確認されたことは再生産によるも
ので保護区の効果と考えられる。
（２）加令谷川
調査地点では平成７年度には確認されなかっ

たヤマメやアマゴが多数確認され、河川内を泳
ぎ回る当歳魚と考えられる小型魚も確認された
ことから、堰堤から上流部で再生産している可
能性が高い。また、環境適応能力の高いヤマメ
やアマゴが侵入したことにより、生息環境が悪
化しゴギは更に上流部に追い遣られた可能性が
ある。平成７年度の産卵場は上流部で６９箇所
確認されているが、今回の調査では１２箇所で
あった。平成７年度は今回より上流部まで調査
しており、今回の調査範囲は平成７年度調査の
半分程度であったが、確認された産卵場の数は
平成７年度調査の約１７％と著しく減っていた
ことから産卵場は激減していると考えられた。
その理由として平成１８年度の水害による影響
が大きいと考えられる。しかし、伊源谷川同様
に当歳魚と考えられるゴギが確認されているこ
とから、加令谷川の河川内で再生産は行われて
いると考えられる。

図２ゴギの全長組成
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平成２１～２２年度 堰堤・魚道現況調査
向井哲也・中村亮一１・遠藤 賢２

１．研究目的

河川においてはダム・堰堤等の河川横断工作
物により、魚類の遡上や降河が阻害されている
ことが以前より問題になっている。このような
状況は、堰堤の改修や適切な魚道の設置などに
よって改善してゆかなければならない。島根県
では平成２～４年度に「魚ののぼれる川づくり
調査事業」において県内の魚道の整備状況を明
らかにしたが、近年の県内の堰堤の実態につい
ては調査が行われていない。このため、魚類の
遡上環境を改善するための基礎資料として、島
根県の主要河川において、堰堤とそれに設置さ
れている魚道について現況調査を実施した。調
査は水産課と水産技術センターが共同で行っ
た。

２．研究方法

（１）調査対象堰堤
県内の河川漁業協同組合に

アンケートを実施し、改善要
望のあった２２の堰堤を選定
して現地調査を行った。調査
した堰堤は表１に、その位置
を図１に示してある。
（２）調査方法
各堰堤において、現地調査

を実施した。調査項目は下記
のとおりである。
・堰堤・魚道および周辺部の
見取り図の作成

・堰堤の形状・高さ・幅
・魚道の有無・形式・勾配・
流速・水量およびアユ移動
の困難度の評価

・魚類遡上・降河に関しての

問題点
・現場写真、動画の撮影

３．研究結果

調査結果の概要を表１に示した。調査対象の
多くの堰堤で魚道に関する問題が見られた。な
お、調査結果の詳細については添付資料「H
２１－２２堰堤・魚道現況調査報告書」を参照さ
れたい。

４．研究成果

調査結果を平成２３年１月に県河川課、中国
電力等の河川管理者、堰堤管理者に示し、今後
の堰堤改修等へ向けた意見交換を行った。

１ 島根県水産課
２ 島根県松江水産事務所

図１調査した堰堤の位置図
（番号は表１の地図 No．を参照）
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表１調査した堰堤一覧と調査結果の概要

水系 堰堤の名称 地図
No.

堰堤の
高さ m

堰堤の
幅 m 魚道の形式 アユ遡上

の評価＊ 問題点

高津川

澄川堰堤 ① ３．０ ５３ 階段式 △ 魚道の流量が多く流速が速い。乱流や泡が
多く発生。発電取水口に降河魚の迷入あり。

千原堰堤 ② ７．５ ５９ 階段式 △ 魚道の後半部の流速が速い。乱流が発
生。発電取水口に降河魚の迷入あり。

萩原堰堤
（旧井手頭首工） ③ ３．０ ４５ 階段式 × 岩盤を掘削した急勾配の魚道のため

アユの遡上は不可能。

下洲取入堰堤 ④ ２．０ ６０ 階段式 ？ 調査時は魚道の水を止めていたため不
明。発電取水口に降河魚の迷入あり。

夜打原堰堤
（夜打原頭首工） ⑤ ４．０ ４０ 階段式 △ 右岸側の魚道は魚道の水量が多く勾配が

急。左岸側の魚道は全く機能していない。

月瀬堰堤（月瀬頭首工） ⑥ １．８ ５０ 階段式 △ 魚道の勾配が大きく内部は激しい流れ

浅敷堰堤
（桟敷頭首工） ⑦ １．２ ８０ 階段式 ○ 魚道内の設計は適切だが、河床低下

のため最下段の落差が大きい

重藤頭首工 ⑧ １．３ ４０ 階段式 ○ 魚道の勾配がかなり急で流速が速い。
魚道入り口が見つけにくい。

平田堰堤（平田頭首工） ⑨ ２．２ ５２ 階段式 × 魚道最下段の落差が大きく魚道への
進入は不可能

坂本堰堤（坂本頭首工） ⑩ ２．５ ４８ 階段式 ○ 魚道内の流れは緩やかだが、一部に流速
が速い部分がある。魚道の一部が破損。

三隅川
帯工堰堤 ⑪ ２．５ ２５ なし × 堰堤全面が傾斜約１５度の平らな斜路

になっており、魚道もない

梅の木堰堤 ⑫ １．６ １９ なし × 魚道がなく、落差の大きい水吐部か
ら遡上は不可能

周布川 五反田背戸頭首工 ⑬ １．９ １４ なし × 魚道がなく、落差の大きい水吐部か
ら遡上は不可能

八戸川

来屋堰 ⑭ ０．７ ３２ なし ○ 十字ブロックの下段の落差が大きく、
水量が増えると遡上は困難

市木橋下第１堰堤 ⑮ ２．０ １８ 階段式 ◎ 特になし

市木橋下第２堰堤 ⑯ ０．７ ２０ 階段式 ◎ 特になし

川替淵堰堤 ⑰ １．８ ２０ なし × 滝状に水が落下する岩盤構造で魚道
もない

神戸川

大井堰 ⑱ ０．５ ２０ なし ◎ コンクリートブロックによる段差があるが遡
上は可能。農業用水路への降河魚の迷入あり

殿森堰堤
（殿森頭首工） ⑲ １．３ ６０ 階段式 △ 魚道が一部破損し、また魚道内の流

速が速い。
明谷堰堤

（明谷頭首工） ⑳ １．０ ７０ なし △ 魚道がなく、階段状の落差工である
ため、水量減少時には遡上が不可能

滝ノ谷堰堤
（滝谷頭首工） � ２．２ ２ 階段式 × 魚道が破損し、河床低下のため空中

に浮いた状態

斐伊川 吉井堰 � ３．０ ８５ 階段式 △ 魚道内のプールに砂が堆積している。
魚道入り口を見つけにくい

＊アユ遡上の評価

◎ 十分に遡上可能

○ 遡上可能だが、条件によっては遡上が難しい場合がある

△ 遡上はかなり難しい

× 明らかに遡上不可能
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江川アユ種苗生産指導
山根恭道・為石雄司１

はじめに

江川漁業協同組合敬川アユ種苗センター（以
下アユ種苗センターと略）では約１０年間種苗
生産が不調であった。そこで、生産不調の原因
を究明し、それらの問題点を改善することによ
り、種苗生産を安定させることを目的として密
度の濃い調査指導をおこなった。その結果、生
産尾数は生産予定尾数（４００万尾）を十分満た
した。また、今後安定生産を継続するためには、
以下の６点に留意する必要があることが分かっ
たので報告する。

１．ワムシの生産量と収容仔魚数の関係

孵化直後からふ化後３０日までの仔魚１尾に
与えるワムシの数量は平均１，０００個／日が必要
であり、それを下回ると仔魚が飢餓状態となる
可能性がある。アユ種苗センターの生産目標を
平成２２年度の実績の４００万尾とした場合、ふ
化後の生残率を約５０％（平成２２年度実績）と
して、ふ化仔魚を８００万尾収容して生産を開始
すれば仔魚が飢餓状態に陥らない８０億個／日の
ワムシの供給が可能であると考えられる。

２．ワムシ主体の飼育と配合飼料主体の飼育で

の換水法

ワムシ主体で飼育する時期は１００t水槽の水
質悪化はほとんど無いので２トン／時間の微流
水飼育をおこなう。しかし、ふ化後３０日以降
は配合飼料が主体となるので、配合飼料に切り
替える日を決めて、底掃除をおこない一気に流
水飼育に切り替える。栄養価の高い配合飼料を
給餌するため，急激に水質が悪化し大量斃死を
起こしやすいので、１００t水槽での注水量を最
大限（８トン／時間）に増やし、飼育水が滞留
しないように巡回させるとともに、アンドンを
池の中央部底面に設置して底水を排水する。

３．出荷時期に合わせた飼育密度の設定

早期に出荷する予定の仔魚は低密度飼育
（２，０００尾／m３）により成長を促進する。それ以
外の仔魚は高密度飼育（６，０００尾／m３）を行っ
て成長を抑制し、その後早期出荷により空いた
水槽に分槽することで成長を調整するなど、水
槽の仔魚の収容尾数を出荷予定時期に合わせて
変化させ生産性の向上を図る。

４．飼育状況の観察

計画的な生産が実施されているかどうか、給
餌量や残餌量および成長の状況などについて毎
日データを収集し検討する必要がある。平成
２２年度の例では、実際の生残率が想定してい
た生残率よりも高かったため餌不足に陥り、残
餌が全く無い時期が５日間も連続したことや、
そのため成長が抑制されたことが毎日の記録の
分析から分かった。

５．関係者間の情報の共有

飼育の現状や問題点および対策や処理などを
担当者はもちろん関係者に周知することが必要
である。平成２２年度には週１回、飼育の現状
や問題点について意見交換する場を設けて、生
産する上で注意すべき点や問題点を職員全員が
共有した。これにより、責任者が不在であって
も適切かつ迅速な対応ができた。

６．天然親魚からの採卵による種苗生産

早期に種苗を出荷するため，これまでは累代
飼育された親魚を用いて早期採卵を行っていた
が、平成２２年度は天然親魚からの採卵のみと
した。通常の産卵期に採卵しても、飼育密度や
投餌量などを調整することで活力の高い稚魚を
育成することができるため、短期間の飼育で大
型化することは可能であり、今後も天然親魚
からの採卵により種苗生産を実施することと
する。１ 島根県浜田水産事務所
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魚類防疫に関する技術指導と研究

（魚病対策指導事業・水産用医薬品対策事業）
開内 洋・堀 玲子・岡本 満・山根恭道

石原成嗣・松本洋典・栗田守人

１．研究目的

海面及び内水面の魚病被害軽減と魚病のまん
延防止のため、魚病検査や水産用医薬品の適正
使用の指導及び、養魚指導・相談を行なう。

２．研究方法

種苗生産場、中間育成場、養殖場を巡回し、
疾病の対処法や飼育方法の指導、助言を行うと
ともに、疾病発生時には迅速に現地調査や魚病
検査を行った。また、天然水域で大量へい死が
起こった場合も現地調査や魚病検査を行った。
魚病の検査方法は主に外観及び解剖による肉

眼観察、検鏡観察と細菌分離を行なった。細菌
が分離された場合は、薬剤感受性検査（ディス
ク法）を実施し、治療・対策方法並びに水産用
医薬品の適正使用について指導を行なった。ま
た、KHV病や VNN症等については PCR検査
を実施して原因ウィルスの存在を確認した。
なお、アユの冷水病に関しては「アユ冷水病

対策事業」に別途記述した。

３．研究結果

今年度の魚病診断件数は、隠岐地区海面７件、
出雲地区海面５件、石見地区６件、内水面３２
件（うち KHV検査１０件）であった。主要なも
のとしては以下のとおりである。
出雲地区では、種苗生産中や養殖中のメガイ

アワビに飼育技術が原因と思われる斃死やビブ
リオ症が見られた。
石見地区では養殖のヒラメにレンサ球菌症や

ネオヘテロボツリウム症などが発生した。また、
食品への異物混入に対する相談もあった。
隠岐地区では６月に種苗生産用ヒラメの親魚

でスクーチカ症が発生した。また、食品への異
物混入に対する相談もあった。
内水面では、コイの斃死発生件数が５件あり、

そのうち個人池１件で KHV陽性が確認された。
エドワジェライクタルリ症は、西部の天然河川
の遡上アユについて２件の陽性を確認した。ま
た、KHV以外では、アユ、コイ、ヤマメなど
で細菌性疾病の発生が見られた。
海面（出雲地区、石見地区、隠岐地区）及び

内水面の疾病発生状況及び診断状況の詳細につ
いては添付資料に記述した。
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アカアマダイ種苗生産技術開発
堀 玲子・佐々木 正・勢村 均

１．研究目的

昨年度に引き続き、島根県第５次栽培漁業基
本計画目標の早期実現をめざし、種苗生産技術
開発を行う。

２．研究方法

（１）親魚、採卵・卵管理及び VNN検査
親魚は９月２７～２８日に出雲市平田地先で漁

獲された活アカアマダイを用いた。当センター
搬入後直ちにヒト胎盤性生殖腺刺激ホルモンを
１尾当たり１００IU接種した。その後２４及び４８
時間後に採卵を行った。一部はさらに７２時間
後に採卵を行った。精子は体重１kg以上の雄個
体の精巣から採取して人工精漿で希釈保存し、
人工授精に供した。
受精卵は２２～２４．５℃の紫外線照射海水によ

り微通気微流水で一晩管理し、翌日胚体を確認
した後、０．５ppmのオキシダント海水で１分間
卵消毒し、３～５tの飼育水槽６基に収容した。
採卵終了後、人工授精に用いた親魚の VNN

ウイルスの保有率を把握するため Nested－PCR
法により検査を実施した。
（２）種苗生産
人工授精で得られた受精卵１５万粒を種苗生

産試験に用いた。疾病対策として飼育水及び餌
料洗浄用海水の全てに紫外線照射海水を用い
た。日齢０～１２までの飼育初期は止水飼育と
し、仔魚が沈降してへい死するのを防止する目
的で、バスポンプを水槽中央に設置し、吐水方
向を調整することにより、上下及び水平方向へ
の緩やかな水流を発生させた。餌料は仔稚魚の
成長に応じて、S型ワムシ、アルテミア幼生、
配合飼料を適宜給餌した。また、昨年度に引き
続いて、野生植物抽出ミネラル粉末を生物餌料
及び配合飼料に添加する試験区を設けた。
（３）中間育成・放流
種苗生産で得られた種苗を用いて中間育成を

実施した。

３．研究結果

（１）親魚、採卵・卵管理及び VNN検査
採卵は９月２８日～１０月１日に実施し、雌一

尾当たり１．５万粒、合計１６．６万粒の受精卵が
得られた。受精率は３７％と低かった。また、親
魚の VNN検査では雌１１尾中９尾から、雄５尾
中１尾からそれぞれウイルスが検出され、非常
に高い陽性率であった。
（２）種苗生産
孵化仔魚は８．４万尾得られ、孵化率は平均

５６％であった。１水槽で日齢１２に飼育水の溶
存酸素量が２～３mg/Lまで低下し、酸素欠乏に
よる大量減耗が発生したため飼育を中止した。
他の５水槽でも同時期に酸素欠乏による急激な
密度の低下が見られた。これは、飼育水中のワ
ムシ密度が高かったことと、水流をコントロー
ルするため通気量を抑えていたことが原因と推
察された。６０日間飼育を行った結果、全長２５～
３１mmの稚魚３，２７９尾を取り上げ、水槽毎の生
残率は０～１０．３％であった。形態異常魚の出現
率は７～４５％と水槽毎に差が見られたが、原因
の解明には至らなかった。また、今年度はミネ
ラルの添加による生残率や成長等への効果は認
められなかった。
飼育期間中、疾病の発生は見られず、VNN

については卵消毒により垂直感染を防除するこ
とができたものと考えられた。
（３）中間育成・放流
種苗生産で得られた種苗のうち、重度の形態

異常魚及び小型魚を除いた約２千尾について
３t水槽３基に収容して飼育を継続した。１１０日
間の飼育を行った結果、全長７cmの稚魚１，５００
尾（中間育成時の生残率は８２％）を取り上げ
た。イラストマー標識を施した後、平成２３年
４月に出雲市小伊津地先に放流した。
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島根原子力発電所の温排水に関する調査

（島根原子力発電所温排水影響調査）
三浦常廣

１．研究の目的

島根原子力発電所の運転にともなう温排水が
周辺海域に及ぼす影響を調査する。なお、詳細
については「島根原子力発電所温排水影響調査
研究報告書」に報告した。

２．研究方法

調査は沖合定線観測およびうるみ調査を第
１～４―四半期、魚類卵稚仔・プランクトン調査、
潮流調査、大型海藻調査を第１・３―四半期、イ
ワノリ調査を第３・４―四半期、潮間帯生物調査
を第１・２―四半期に行った。水温観測は原子力
発電所沖合に設けた３４定点で行い、添付資料
に観測結果を示した。

３．研究結果

（１）沖合定線観測
１号機は自主的点検および定期点検により
温排水の放出は無かった。２号機による温排
水の影響は定格運転の行われていた第４―四
半期に１，０００mラインの表層から中層にかけ
てスポット的な昇温域がわずかにみられた。
水色は２～５の範囲であった。

（２）うるみ調査
温排水の影響によると見られるうるみ現象

は観察されなかった。
（３）魚類卵稚仔・プランクトン調査

魚類卵は、第１―四半期（５月）では調査全
定点の５定点で、第３―四半期（１２月）では
１定点で出現し、うち５月の１定点ではトカ
ゲエソとササウシノシタ亜目が出現したが、
その他の定点では同定できなかった。稚仔は、
第１―四半期では４定点でカサゴ目、スズキ
目および種不明稚仔が出現したが、第３―四
半期では全ての定点で出現しなかった。
植物プランクトンは、第１―四半期では１３

種が出現し、珪藻の Nitzschia sppが優占し

た。第３―四半期では２９種が出現し、珪藻の
Skeletonema costatum が優占した。
動物プランクトンは、第１―四半期では節

足 動 物 の Corycaeus affinis、原 索 動 物 の
Doliolida（ウミタル目）などを主体に５２種
が出現した。第３―四半期では節足動物の
Paracalanusや Oithonaなどを主体に５２種
が出現したが、出現個体数は第１―四半期よ
り少なかった。

（４）潮流調査
第１・３―四半期いずれも４個の海流板を使

用し調査した。
第１―四半期は上げ潮時に行った。海流板１

および２は南西方向へ０．７～０．８Kt、海流板３
は北西方向へ０．２～０．３Kt、海流板４は西方
向へ０．２～０．３Ktで移動した。
第３―四半期は下げ潮時に行った。海流板１

はほとんど移動せず、海流板２は南西方向へ
０．２～０．３Ktで、海流板３は前半には北西方
向へ後半には南西方向へ０．２～０．４Ktで移動
した。海流板４は北方向へ０．２Kt前後で移動
した。

（５）大型海藻調査
例年と同じく、第１・３―四半期とも１号機

放水口付近の定点では有節石灰藻が、他の定
点では、クロメとモク類が主体であった。

（６）イワノリ調査
観察されたノリ類はマルバアマノリ、オニ

アマノリ、ウップルイノリの３種であった。
温排水口付近とその他地点で明瞭な差は見ら
れなかった。

（７）潮間帯生物調査
植物は、２回の調査で緑藻類２種、褐藻類

１５種、紅藻類９種の計２６種が観察された。
動物は、２回の調査で巻貝類１５種、二枚貝
類２種、その他５種の計２２種が観察された。

― 88 ―



貝毒成分・環境調査モニタリング

（魚介類環境調査事業）
堀 玲子

１．研究の目的

貝毒発生情報を迅速に提供し、貝毒による被
害を未然に防ぐため、貝毒の発生が予想される
海域において、環境調査を実施した。

２．調査方法

観測および試水の採取は出雲海域：松江市鹿
島町の恵曇漁港内（水深５m）、石見海域：浜
田市の浜田漁港内（水深８m）、隠岐海域：西
ノ島浦郷湾内の（社）島根県水産振興協会栽培
漁業センター桟橋突端部（水深１３m、１月以降
桟橋工事に伴い水深９m地点に変更）の３地点
で行った。
観測項目は、天候、風向、風力、水温、透明

度（透明度板）、水色（赤潮観察水色カード）、
測定項目は塩分（塩分計）または比重（赤沼式
比重計により塩分に換算）、溶存酸素（溶存酸
素計）、貝毒原因プランクトンの種類及び細胞
数、優占プランクトン属名とした。なおプラン
クトンについては、試水を１L採水し、孔径５
または８μmのメンブランフィルターを用いて
約５０mlに濃縮し、中性ホルマリンにより固定
した後１mlを検鏡、または必要に応じて試水
２０Lを採水し、約１０mlに濃縮後固定せずに全
量検鏡した。
また、保健環境科学研究所においてイワガキ

（松江市島根町、隠岐郡西ノ島町）、ムラサキイ
ガイ（浜田市生湯）及びヒオウギガイ（隠岐郡
西ノ島町）の貝毒検査（公定法によるマウス毒
性試験）を実施した。

３．調査結果

（１）水質
水温は出雲海域では４～８月および翌年２～３

月の調査期間中７．２～２７．０℃、石見海域では４～
８月の間１３．２～２６．９℃、隠岐海域は４月から翌
年３月の間９．８～２８．４℃で推移した。いずれの
海域も、夏季の水温は例年に比べて高めであっ
た。塩分は出雲海域３月４日の表層で前日まで
の降雨の影響により１１．８psuと低い値であっ
た。溶存酸素は隠岐海域９月８日の５m層（底
層）で５．６mg/lまで低下したが、魚介類のへい
死等の異常は見られなかった。
（２）貝毒プランクトンの発生状況
①麻痺性貝毒プランクトン
・Gymnodinium catenatum

隠岐海域で１１月中旬に低密度で出現し、細
胞数は０．２cells/lであった。
②下痢性貝毒プランクトン
・Dinophysis fortii

石見及び隠岐海域で７月上旬及び１０月上旬
に出現し、最高細胞数は７月６日の８３cells/lで
あった。
・Dinophysis mitra

石見海域で７月下旬に出現し、細胞数は５０
cells/lであった。
（３）貝毒検査結果
麻痺性貝毒・下痢性貝毒ともに、全ての海域

で規制値を超える発生事例はなかった。事例と
しては、隠岐海域のヒオウギガイに最高０．５３
MU/g（１０月）の 麻痺性貝毒が検出され、当
該海域で出現のあった Gymnodinium cate-

natum が原因種と推定された。
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中海浅場機能基本調査（魚介類資源量調査とサルボウガイ天然採苗試験）

（宍道湖・中海水産資源維持再生事業）
開内 洋・三浦常廣・佐々木 正

１．研究の目的

中海最大の浅場水域である本庄水域において
は、西部承水路の撤去、森山堤の開削等による
環境変化により、今後、魚介類資源に変化が生
じる可能性が考えられている。そこで、アサリ
等有用魚介類の資源状況および環境の変化を把
握するとともにこれら資源の増殖方法や有効利
用方法について検討する。

２．研究方法

（１）漁業実態調査
有用魚介類の季節変動を把握するために、枡

網３地区（万原、本庄、東出雲）、刺網１地区
（江島）において標本船野帳調査を行った。さ
らに枡網（本庄、東出雲）については月１回の
頻度で漁獲物買取り調査を実施した。
（２）アサリ・サルボウガイ分布生態調査
①アサリ 漁獲物調査：月１回の頻度で漁獲

物の殻長組成、成熟状態等を観察した。
浮遊幼生調査： １０月に中海全域に設けた

１３定点においてポンプアップによる浮遊幼生
の採集を実施し、採集した幼生をモノクローナ
ル抗体法により同定、計数した。
採泥調査：スミス・マッキンタイヤー採泥器

による採泥を２ヶ月に１回の頻度で中海全域に
設けた１１定点において実施した。
②サルボウガイ 桁曳き調査：５～１０月およ

び３月に桁曳き漁具を用いて江島沖を主体に中
海全域でサルボウガイを採集した。
（３）サルボウガイ天然採苗試験
付着基質として定置網の古網（１個当たり約

１kg）を用い、ポリエチレン製ネット目合５mm
で覆ったものを採苗器として使用した。
出現期調査：意東沖（水深５m）に７月から

９月に月２回の頻度で採苗器（各２個）を中層
（２．５～３．５m）に設置し、１１月に回収した。
分布域調査：８月に中海全域に設けた１０定

点（水深５～１１ｍ）の中層に採苗器（各２個）
を設置し、１１月に回収した。
大量採苗試験：採苗器を中海中央（水深

６m）に３０個、東出雲町意東沖（水深５m）に
２０個設置し、１１月に回収した。

３．研究結果

（１）漁業実態調査
刺網では周年漁獲されるボラ、スズキを主体

に夏季にクロダイ、春季にコノシロが漁獲され
た。枡網では各地区共通で多獲された魚種はス
ズキ、コノシロであったが、本庄でマハゼ・ウ
ナギ、東出雲でモクズガニ・ウグイ、万原でア
イゴが多い等地区により出現傾向が異なる種が
あった。また、本年度は本庄と東出雲でアカエ
イが多く漁獲された。２００６～２０１０年の魚介類
の出現リストを添付資料に示した。
（２）アサリ・サルボウガイ分布生態調査
①アサリ 漁獲物調査では主に殻長２０～４５

mmのものが漁獲され、肥満度は夏季に低く、
春季に高い傾向があった。浮遊幼生は中海全域
の主に中層～下層に分布し、平均出現数は
２，７００個／tであった。採泥調査では春生まれと
秋生まれの新規加入が確認されたが、秋生まれ
の出現数が多かった。
②サルボウガイ 桁曳き調査において成貝は

本庄水域および中海南側では採集されず、主に
中海北側海域において採集された。
（３）サルボウガイ天然採苗試験
出現期調査では７～８月上旬に設置した採苗

器に稚貝が最も多く付着した。分布域調査では
中海全域で稚貝の付着がみられ、特に中海中央
から南側に設置した採苗器で多かった。
大量採苗試験における採苗器１個当たりの稚

貝の平均付着数は、中海中央、意東沖でそれぞ
れ１２，０００個、２０，０００個と良好で、採集数は約
８０万個（平均殻長１１mm）であった。
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二枚貝資源復活プロジェクト（サルボウガイ）
佐々木 正・開内 洋・勢村 均

１．研究の目的
サルボウガイ浮遊幼生の動態を把握し、環境

条件との関係を明らかにすることで天然採苗の
採苗効率の向上を目指す。また、人工種苗生産
試験、種苗放流試験においてそれぞれ最適な飼
育条件、放流条件を明らかにする。
２．研究方法
（１）浮遊幼生
浮遊幼生の調査は、意東沖の定点において

７～９月に約１週間の間隔で実施した。深度
０．５～１m毎に１層当たり２５０l ずつ採水し、１００
μmのプランクトンネットでろ過後、モノク
ローナル抗体を用いてサルボウガイ幼生を計数
した。また、同じ定点において、約２週間毎に
パールネットに古網を入れた採苗器を深度
０．５～１m毎に設置し、２週間後に回収して付着
した二枚貝の種を同定、計数した。
（２）人工種苗生産
０．５t、３tおよび５tの水槽を用いて人工種苗
生産試験を実施した。採卵は６月下旬から７月
上旬に実施し、得られた稚貝を７月下旬から８
月上旬に中海の水深６mの地点（垂下深度は
２～４m）に設置した延縄式の施設に沖出しし
た。約４ヶ月後の１１月下旬に全て取り上げて
計数した。
（３）種苗放流試験
８月上旬に平成２１年度産の種苗５６，０００個

（平均殻長２３mm）を江島沖、意東沖、本庄水
域３地点の計５地点にスキューバ潜水により放
流した。放流後１ヵ月後、６ヵ月後にスキュー
バ潜水により追跡調査を実施した。
３．研究結果
（１）浮遊幼生
浮遊幼生の調査では、サルボウガイ幼生は

７月上旬から出現し、その盛期は７月下旬～８
月中旬であった。採苗器では、７月下旬～８月
上旬にかけて５，０００個／袋を超える稚貝が採集
され、浮遊幼生調査結果とほぼ一致した。深度
別に採集した浮遊幼生と採苗器における稚貝の
採集数の結果から、サルボウガイ幼生は塩分躍

層付近の２．５～３．５mに偏って分布しているこ
とがわかった。また、深度別の付着生物を見る
と、水深１～２mはホトトギスガイ、ナミマガ
シワ、フジツボが、３mはサルボウガイが優占
し、塩分躍層下部の４mでは付着生物の付着量
は著しく減少することが分かった。効率的に稚
貝を採苗するためには、サルボウガイ幼生が優
占する深度に正確に採苗器を設置することが重
要であると考えられた。
（２）人工種苗生産
陸上水槽における各水槽の平均生残率は

２７％と良好で、取り上げ個数は５８９万個（平
均殻長１mm）であった。沖出し後の１１月に平
均殻長１１mmの稚貝約３６１万個を取り上げた。
このうち沖出し後に付着した天然種苗を除く人
工種苗は２６４万個で、沖出しからの生残率は
４５％と推定された。人工種苗と天然種苗の割
合は、沖出し１ヶ月後の両者の殻長組成の違い
から推定した。
（３）種苗放流試験
江島沖の放流点については放流後に放流基点

を示す標識が移動したため十分な調査が出来な
かったが、意東沖および本庄水域の３地点につ
いては放流個体を確認した。本庄水域の放流個
体の推定生残率は海水の流入地点から遠くなる
程低くなる傾向にあり、サルボウガイの分布と
関係の深い環境条件（底泥中の硫化水素濃度）
との関係が示唆された。
放流６ヶ月後の２月における放流個体の推定

生残率は、意東沖で１３％、本庄水域で１５～７９％
となった。このうち最も高い生残率を示した本
庄水域の放流点では、平均殻長が３７mmと良
好な成長を示したことから、この場所では放流
効果が見込めることが推察された。
本研究内容については、「農林水産技術会議」

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事
業（環境変化に対応した砂泥域二枚貝類の増養
殖生産システムの開発）平成２２年度報告書に
とりまとめた。
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アカモクの増殖試験
（藻場造成技術開発）

佐々木 正・開内 洋

１．研究の目的

現在、隠岐島ではアラメ場やガラモ場が減少
傾向にあり、藻場の消失が深刻化している地区
もある。そこで、これまで未利用であった砂場
において、アカモク藻場を造成することを目的
とする藻場造成試験を前年度に引き続いて実施
した。

２．研究方法

試験は前年度と同様に隠岐の島町蛸木地先の
水深９mの砂場において実施した。平成２２年
５月１１日にネット（２基）とサンドバッグ（２７
個）を付着基質とした施設を潜水して設置
した。
ネットの大きさは昨年度と同様に２×２mと

したが、昨年度に時化による施設の破損や流失
が見られたことから、材質を綿製６mm径から
クレモナ製１２mm径へ変えた他、目合を１０、２０
cmから３０cmへ拡大する等の変更を行った。
ネットの中央部には小型の浮きを付けて海底か
ら約２０cm程度離れるようにし、４隅をロープ
で張ってサンドバッグで固定した。
サンドバッグは魚類による食害を防止するた

めに上部を防護網（トリカルネット製）で覆っ
たもの（９個）と覆わないもの（１８個）の２つ
の試験区を設けた。この他、時化等の影響によ
り設置時期が予定より１ヶ月程度遅くなったた
めにアカモク種苗の着生が得られない可能性も
考えられたことから、表面にアカモク卵を人工
的に付着させ陸上水槽で管理したサンドバッグ
２基を８月に追加設置した。
設置後、平成２２年８月３１日、平成２３年２

月２４日に潜水して観察し、平成２３年４月６日
にネットおよびサンドバッグに付着したアカモ

クを全て回収した。

３．研究結果

平成２２年８月の調査では、ネットおよび上
部を防護網で覆わないサンドバッグにおいて長
さ数 cmのアカモクの葉体の着生を確認した。
しかし、上部を防護網で覆ったサンドバッグで
はアカモクの葉体の着生が確認されなかった。
設置した９個の全てのサンドバッグ表面に厚さ
数 cmの砂が堆積していたことから、砂の堆積
によりアカモクの着生が阻害されたかもしくは
着生後に枯死したと考えられた。
平成２３年４月に回収したネットに着生した

アカモクのネット１基当たりの平均付着数、平
均全長、平均重量は、それぞれ１８個体、８７cm
（最大値５６２cm）、１．９kgであった。サンドバッ
グ（ネットで覆わないもの）に着生したアカモ
クの１個当りの平均付着数、平均全長、平均重
量は、それぞれ６個体、２１０cm（最大値５６７
cm）、０．５kgであった。ネットおよびサンドバッ
グのアカモクの平均付着数は平成２０年度の
１／５～１／２と低い値となったが、これは施設の
設置時期が遅れたために十分な種苗の付着数が
得られなかったものと推定された。
一方、８月に設置した人工採苗のサンドバッ

グについては、１個当りの平均付着数が１５４個
体と種苗の密度が高すぎたためサンドバッグ
１個当りのアカモクの平均全長は１６４cm（最大
値５４０cm）と４月設置のサンドバッグよりもや
や劣ったが、サンドバッグ１個当りの平均重量
は４．１kgで、４月設置のものの約８倍、平成２０
年度のサンドバッグの平均値（３．５kg）の１．２
倍と高い値であった。このことから、施設の設
置時期が早ければ平成２０年と同様の結果が得
られた可能性が高いと考えられた。
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隠岐のイワガキ天然採苗技術の開発

（増養殖試験研究事業）
開内 洋・勢村 均・吉田太輔・石田健次・浜口昌巳１

１．研究目的

島前では現在、百数十万個のイワガキが養殖
されており、それらが大量に産卵すると見込ま
れることから天然採苗の実用化の可能性が高
まっていると考えられる。また、生産者から、
より安価な種苗を大量に求められていることか
ら、天然採苗技術の確立を図るため、モノクロー
ナル抗体、定量 PCR法による幼生の判別技術
を開発し、幼生の集積域の推定を行うとともに、
採苗器投入時期の予測手法を開発する。

２．研究方法

（１）モノクローナル抗体の作成
人工種苗生産したイワガキ幼生を用いてモノ

クローナル抗体を試作し、現場への適用の可能
性を検討した。
（２）定量 PCR法による幼生判別技術の開発
現在のモノクローナル抗体のみでは、初期幼

生の判別が困難であるため、新たにイワガキの
ミトコンドリア DNAを標的にした定量 PCR技
術の開発を行った。
（３）イワガキ母貝の成熟度の測定
２０１０年７～１１月に西ノ島町、海士町、知夫
村のイワガキ養殖海域の母貝の成熟度を測定
し、産卵期を推定した。
（４）幼生の集積域の推定
島前周辺海域を２分メッシュで３７区域に区

切り、それぞれの区域で３連ノルパックネット
を用いて深度１０mから表面までの垂直曳きを
行った。調査時期は２０１０年１０月７、８日およ
び１１月４、６日であった。
（５）採苗器投入時期の予測手法の開発
①イワガキ幼生の出現状況調査：西ノ島（島

前湾内）に７点、海士町（保々見）に１点、知
夫村（郡）に１点の調査点を設け、２０１０年９～

１１月まで北原式プランクトンネットを用いて
深度７mから表面までの垂直曳きを各点で３回
行った。
②イワガキ稚貝の付着状況調査：西ノ島町

（浦郷の栽培センター桟橋）、西ノ島町（大山）、
西ノ島町（物井）、海士町（保々見）、知夫村
（郡）の５箇所の深度２m付近に、採苗器を９～
１１月にかけて定期的に５枚づつ設置し、２０１１
年３月以降に取り上げてイワガキ稚貝数を計数
した。

３．研究結果

（１）モノクローナル抗体の作成
モノクローナル抗体を８タイプ試作し、現場

標本を用いて検定を行った。その結果、１タイ
プが天然サンプルにおいて蛍光強度が強かっ
た。しかし、幾つかの二枚貝でも交差反応を示
すため蛍光発生のみでイワガキ幼生を判別する
には至らなかった。来年度にかけてさらに精度
の高い抗体を開発する予定である。
（２）定量 PCR法による幼生判別手法の開発
イワガキ幼生判別のための定量 PCR法を用

いて天然サンプルからのイワガキ幼生の判別、
遺伝子量の測定を行った。
幼生の有無判別、遺伝子量の測定は可能で

あったが、幼生サイズを分けることができない
ため、前処理方法や DNA抽出方法等について、
来年度にかけて検討を行う予定である。
（３）イワガキ母貝の産卵期
西ノ島町、海士町では８月末～９月末および

１０月末～１１月末にかけて２回産卵したと考え
られた。知夫では１０月末～１１月末にかけて産
卵したと考えられた。
（４）幼生の集積域の推定
１０月にはすべてのステージの幼生が出現し
たが、特に中期、後期幼生が多く出現した。中
期幼生、後期幼生ともに島前海域全体に広く出１（独）水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所
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幼生初期（200μm以下） 幼生後期（300μm以上） 

幼生初期（200μm以下） 幼生中期（200～300μm） 幼生後期（300μm以上） 
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幼生中期（200～300μm） 

現したが、後期幼生は、特に海士町東側海域で
多く出現した。後期幼生の出現量の最高は９．３
個体／m３であった。１１月にも、すべてのステー
ジの幼生が出現したが、いずれのステージでも
出現量は少なかった（図１）。
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図２イワガキ採苗試験における採苗開始時期別
の採苗数

１０月の幼生の出現傾向は母貝の産卵傾向と
合致した。
（５）採苗器投入時期の予測手法の開発
①イワガキ幼生の出現状況調査：島前湾では

９／３０～１１／４にかけて幼生が出現したが、特に

９／３０～１０／７に中期～後期幼生の出現量が多
かった。海士では、１０／７～１１／５にかけて、後
期幼生が出現した。知夫では、幼生が採取され
なかった。
②イワガキ稚貝の付着状況調査： 西ノ島

（センター桟橋前）を除く西ノ島（大山、物
井）、海士（保々見）、知夫（郡）において、採
苗時期が９月下旬から１０月上旬にかけて５～
１３個体／採苗器の付着が観察された。海士
（保々見）では、１０月下旬まで約１ヶ月にわた
り７～９個体／採苗器の付着が観察された（図
２）。イワガキ稚貝の付着数は、後期幼生の出現
数の多い時期、場所で多い傾向にあった。
海士の東側の海域では、昨年、本年とも後期

幼生の分布密度が高く、採苗試験結果からも集
積域である可能性が高まった。
来年度は、さらに詳細な採苗適地や採苗時期

の予測手法について、調査、検討すると共に、
天然採苗稚貝について、成長等の種苗の健苗性
などの検証を行う。

図１隠岐島前海域におけるイワガキ幼生分布
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日本海における大規模外洋性赤潮の被害防止対策

（漁場環境・生物多様性保全総合対策委託事業）
堀 玲子・勢村 均・沖野 晃・吉田太輔

１．研究の目的

昨年度に引き続き、日本海で発生し漁業被害
が顕著になっている外洋性有害赤潮に対応する
ため、その発生状況や海洋環境について、沿岸
及び沖合海域の漁場モニタリング調査を行う。

２．調査方法

本事業における対象種は、鳥取県等での過去
の漁業被害の実態から Cochlodinium polykrikoi-

des とした。
（１）沖合調査
島根丸により、外洋性赤潮の沖合部での発生

状況を調査した。
①調査定点及び調査実施時期
SA（漁業生産部が実施する沿岸定線観測に

おける ST１２：N３６°２０′ E１３２°２０′と同じ定点）
及び SB（同 ST１３：N３６°００′ E１３２°２０′と同じ
定点）の２定点で、８月４日及び９月１日の
２回実施した。
②観測・調査項目
水温・塩分観測（表層～水深５００m）、透明

度、風向・風速、水色（赤潮観察水色カードに
よる）、赤潮プランクトン細胞密度（表層及び
１０m深）
（２）沿岸調査
沿岸地先海域における現場調査により、外洋

性赤潮の漂着状況や沿岸部での発生状況を調査
した。
（２）－１通常調査（C.polykrikoides 赤潮未発生
時）
①調査定点及び調査実施時期
西ノ島町（S１：（社）島根県水産振興協会栽

培漁業センター桟橋）、松江市鹿島町（S２：恵

曇漁港内）、出雲市大社町（S３：大社漁港内）、
浜田市（S４：浜田漁港内）、益田市（S５：飯浦
漁港内）の５定点で、７～９月に月１回の頻度
で実施した。さらに、昨年度出現が確認された
松江市美保関町（S６：七類港内）で周年に渡り
月１回の頻度で調査を実施した。
②観測・調査項目
水温・塩分観測、透明度、風向・風速、水色

（赤潮観察水色カードによる）、赤潮プランクト
ン細胞密度（表層及び５m深または底層）
（２）－２ 臨時調査（C.polykrikoides 赤潮発生
時）赤潮の形成及び形成が危惧される海域が認
められなかったため実施しなかった。

３．調査結果

（１）C.polykrikoides の出現状況
沖合調査の SA、SB定点で９月１日に０．０３

cells/ml、沿岸調査の S４定点で９月３日に０．０３
cells/mlとそれぞれ低密度で確認された。
（２）その他の有害種の出現状況
有害種による赤潮の発生はなく、漁業被害の

発生も見られなかったが、７～８月調査で Chat-

tonella marina（S３、S４）が、６～１１月調査で
Akashiwo sanguinea（S１、S２、S３、S４、S６）がそ
れぞれ低密度で出現した。

４．研究成果

調査で得られた結果は、平成２２年度水産庁
委託事業（日本海における大規模外洋性赤潮の
被害防止対策）の成果報告書として、共同で実
施している兵庫県、鳥取県及び（独）水産総合
研究センター中央水産研究所の４機関により取
りまとめられた。
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マダイの種苗生産

（栽培漁業種苗生産事業）
近藤徹郎 ・大濱 豊 ・森脇和也 ・吉田太輔

土川陽子１・柳谷浩一１・富室孝仁１・小中大輔１

１．研究目的

放流用種苗として、全長２５mmのマダイ種
苗を１１３万尾生産する。

２．研究方法

（１）親魚飼育及び採卵
親魚には、地元漁協で購入し、当部の海面

生簀（８×４×４m）で飼育しているマダイ
１００尾を用いた。餌は配合餌料、冷凍イカ、
沖アミを給餌した。４月上旬に親魚を室内水
槽に収容し養成、採卵を行った。得られた卵
は浮上卵と沈下卵に分離し、浮上卵のみを一
旦１晩流水管理し、翌日計数して水槽に収容
した。

（２）仔稚魚の飼育管理
飼育水槽は５０t水槽１面、１００t水槽４面、

２００t水槽１面を用い、浮遊卵を１．４～２．４万
粒／t程度の密度で収容した。
飼育水は砂ろ過 UV海水を使用し、生産後

期にこれらが不足した場合は生海水も併用し
た。基本的な飼育管理は種苗生産マニュア
ル１）に従って行い、ワムシ給餌期間中は止水
換水、その後流水飼育とした。また、日令
２７日目からは、５０t水槽１面を用い、仔稚魚
の選別・分槽を行った。

（３）餌料
餌料は、仔稚魚の成長に応じて、栄養強化

した S型ワムシ、冷凍コペポーダ、アルテミ
ア幼生、配合餌料を適量給餌した。なお、ワ
ムシの栄養強化には（株）クロレラ工業製の

SV１２を、アルテミアには（株）日清マリン
テック製のマリンアルファ、マリングロスを
用いた。

（４）鼻孔隔皮欠損個体出現率調査
サンプルには出荷時の種苗を用い、水槽ご

との鼻孔隔皮欠損の有無を確認した。

３．研究結果

（１）生産結果
採卵は平成２２年５月１８日から２９日にか

けて行い、計１１６５万粒の卵を収容し、６６９
万尾（孵化率５７％）のふ化仔魚を得た。種
苗生産は７月２３日まで実施し、全長２５～５０
mmのマダイ種苗計１９１万尾（ふ化後生残率
２９％）を取り上げた。

（２）鼻孔隔皮欠損個体出現率
飼育水槽ごとの出現率は２０～９０％で、水

槽ごとに大きなばらつきがあった。前年度
７５～９７％、前々年度４４～９３％と比較しても、
今年度は特に水槽ごとのバラつきが大きかっ
たと言える。

４．研究成果

生産したマダイ種苗は県内中間育成施設に
出荷した。種苗は各施設で中間育成された後、
各地先に放流された。

５．文献

１）島根県水産技術センター：種苗生産マニュアル

（改訂版），（２０１０）

１ 島根県水産振興協会栽培漁業センター
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メガイアワビの種苗生産

（栽培漁業種苗生産事業）
森脇和也 、曽田一志１、石田健次 、土川陽子２

中山 愛２、柳谷浩一２、富室孝仁２、小中大輔２

１．研究目的

中間育成用種苗、放流用種苗および養殖用種
苗として殻長８～１５mmサイズ３３万個の生産
を目指して生産し、配布する。

２．研究方法

（１）平成２１年度採卵分（中間育成～出荷）
中間育成は、屋外の１０m水槽１０～１６基を用

い、塩ビ製の黒色シェルターを１槽当たり２２
枚敷いた。飼育海水（生海水）の換水率は毎時
１～２回転とした。遮光は４月中旬から開始し、
朝～夕にかけて９５％遮光幕で遮光した。餌料
は、アワビ用配合餌料を週３回飽食給餌した。
５月下旬まで動物性蛋白質を使用していない飼
料を使用し、その後は動物性タンパク質入りの
飼料を与えた。加えて、中間育成初期には生ワ
カメ、５月下旬以降は生アラメを補助的に給餌
した。底掃除は一週間に３回全排水で行った。
３月と５月に選別を行い、各生産回次の大型個
体を残すようにした。出荷の約２～３日前に剥

離し、選別、計数（重量換算法）を行い、ホタ
テ貝殻に付着させ出荷した。

３．研究結果

（１）平成２１年度採卵分
３月から５月にかけては、１１℃～１５℃と前年
より１～２℃程度水温が低かったためか、前年
度よりも摂餌量は減少した。水温が１８℃台と
前年に追いついた６月頃から摂餌量が上昇し
た。全体的に見て、中間育成開始から終了まで、
大規模な摂餌不良は生じなかった。殻長は、前
年度よりは緩やかだが順調に成長した。８mm
サイズは、隠岐道後水産種苗センターへ平成
２２年４月に１０万個、１５mmサイズは JF浦郷
支所へ平成２２年７月に５万個の出荷を行った。

４．研究成果

中間育成後、県内全域の沿岸に放流が行われ
る予定である。

１ 隠岐支庁水産局島前出張所
２ 島根県水産振興協会栽培漁業センター
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イワガキの種苗生産

（栽培漁業種苗生産事業）
石原成嗣 、常盤 茂 、土川陽子１

柳谷浩一１、富室孝仁１、小中大輔１

１．研究目的

養殖用種苗として、稚貝が１０個体以上付着
した採苗器を４５，０００枚生産し、配布する。

２．研究方法

（１）親貝養成と採卵・採精
過去に種苗として生産し、海面筏で３・４年

育成した貝を親貝とした。採卵・採精は切開法
により行い、卵１に対し精子２０の割合で受精
させた。
（２）室内飼育
種苗生産は年度内に計４回行い、その室内飼

育期間は、平成２２年５月２６日～６月２８日、
６月２９日～７月３０日、８月１７日～９月１０日、
９月１３日～１０月８日であった。室内飼育期間
中は５００l 透明ポリカーボネート製円形水槽４８
基を使用して種苗の養成を行った。また、漁業
者からの要望数量が多かったため、２回次の生
産からは４tFRP製角型タンク３～４基を追加し
て使用した。
ふ化幼生は２個体／ml 前後の密度で収容し、

エアストーンにより微通気して飼育した。また、
１μm目合いのカートリッジフィルターでろ過
した海水を、水温が２５～２６℃程度になるよう
に加温して飼育水とした。
餌料は自家培養した Pavlova lutheri、Isochry-

sis galbana と、日清マリンテック社製の市販
餌料「サンカルチャー」（Chaetoseros calci-

trans）を、適時配合比率を変えながら毎日与
えた。餌料密度は３，０００から１９，０００cells／mlま
で、成長に合わせて増量していった。また、水
質の安定を図るために、Nannochloropsis を併
せて添加した（密度５，０００cells/ml）。

換水はオーバーフロー方式により毎日行っ
た。換水量は飼育１０日前後までは３５０l、それ
以降は７５０l までを目安として徐々に換水量を
上げていった。水槽底に死殻・残餌等の集積が
見られた場合は、サイホンにより吸引廃棄した。
（３）採苗
殻長が３００μm前後に達し、稚貝に眼点が出

現した時点で採苗を行った。採苗器はホタテ貝
殻３５枚を１連とし、１水槽当り７７０枚程度使
用した。
（４）海面飼育（沖出し）
稚貝の殻高が約１mmに達した時点で筏枠内

に張った縄に垂下し、水面下３～４mの位置で
１カ月程度飼育した。

３．研究結果

（１）室内飼育
１・２・４回次は概ね順調に推移したが、３回
次生産は猛暑のため２８℃以上の高水温が続き、
大量斃死が頻発した。
（２）海面飼育
３回次生産時には、沖出し中にヒラムシの付
着が多く見られ、食害の跡も目立った。高水温
のためヒラムシの発生・成長が盛んであったと
推察されたが、選別時に淡水浴を実施するこ
とで、種苗出荷後の食害の拡大を防ぐよう対処
した。
年間使用採苗器数は計１６０，９８１枚で、そのう

ち１４５，０５５枚を出荷に供した。

４．研究成果

種苗は、水産振興協会を通じて県内の養殖業
者に配布された。

１ 島根県水産振興協会栽培漁業センター
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ヒラメの種苗生産

（栽培漁業種苗生産事業）
近藤徹郎 ・大濱 豊 ・森脇和也 ・吉田太輔

土川陽子１・柳谷浩一１・富室孝仁１・小中大輔１

１．研究目的

放流用種苗として、全長３０mmのヒラメ種
苗を６６万尾生産する。

２．研究方法

（１）親魚飼育及び採卵
親魚には当部で生産した養成魚と地元漁協

で購入した天然魚、計４０尾を用いた。餌は
生アジを主体とし、産卵期にはアジの表面に
アスタキサンチンおよび総合ビタミン剤を添
加したものを給餌した。H２１年１１月から H２２
年２月まで長日処理を、H２２年１月から２月
まで水温を１５℃に昇温することで産卵誘発
を行った。得られた卵は浮上卵と沈下卵に分
離し、浮上卵のみを一旦１晩流水管理し、翌
日計数して水槽に収容した。

（２）仔稚魚の飼育管理
飼育水槽は５０t水槽１面、１００ｔ水槽３面

を用い、浮遊卵を１．２～１．５万粒／t程度の密
度で収容した。
飼育水は砂ろ過 UV海水を使用し、生産後

期にこれらが不足した場合は生海水も併用し
た。基本的な飼育管理は種苗生産マニュア
ル１）に従って行い、ワムシ給餌期間中は止水
換水、その後流水飼育とした。また、日令
４３日目からは、５０t水槽１面、２００t水槽１面
を用い、仔稚魚の選別・分槽を行った。

（３）餌料
餌料は、仔稚魚の成長に応じて、栄養強化

した L型ワムシ、冷凍コペポーダ、アルテ
ミア幼生、配合餌料を適量給餌した。なお、
ワムシの栄養強化には（株）クロレラ工業製

の SV１２を、アルテミアには（株）日清マリ
ンテック製のマリンアルファ、マリングロス
を用いた。

（４）無眼側黒化・有眼側白化状況調査
サンプルには全長８０mmまで各中間育成

場で飼育された放流用種苗を用い、黒化・白
化の有無及び度合を測定した。

３．研究結果

（１）生産結果
採卵は平成２２年１月２６日から２８日にか

けて行い、計４５７万粒の卵を収容し、３９６万
尾（孵化率８７％）のふ化仔魚を得た。種苗
生産は４月１９日まで実施し、全長３０～６０mm
のヒラメ種苗計１７６万尾（ふ化後生残率
４４．４％）を取り上げた。

（２）無眼側黒化・有眼側白化状況
無眼側黒化率は３５．３％であり、そのうち

黒化軽微魚は１３．９％、黒化中度魚が２１．４％
であった。これは前年度の４４．１％に比べて
減少した。有眼側白化は１．２％で、前年度並
みであった。

４．研究成果

生産したヒラメ種苗は県内中間育成施設に
出荷した。種苗は各施設で中間育成された後、
各地先に放流された。

５．文献

１）島根県水産技術センター：種苗生産マニュアル

（改訂版），（２０１０）

１ 島根県水産振興協会栽培漁業センター
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グループ名 研究課題名 添付資料の内容 ファイル名

海洋資源グループ

資源評価に関する調査

・浜田漁港に水揚げされた中
型まき網による浮魚類の漁
獲物組成。

・浜田漁港に水揚げされた沖
合底びき網によるカレイ類
の銘柄別体長組成と精密測
定結果。

・H２２浮魚の体長組成

・H２２底魚の銘柄別体長組
成と精密測定結果

平成２２年度の海況

・沿岸卵稚仔定線調査、沖合
卵稚仔定線調査、沿岸定線
調査、沖合定線調査の各調
査回次ごとの海洋観測結果。

・沿岸卵稚仔定線調査、沖合
卵稚仔定線調査で採集した
卵稚仔の査定結果。

・大型クラゲの出現状況の調
査結果

・H２２海洋観測結果

・H２２卵稚仔査定結果

・H２２大型クラゲ出現状況

内水面グループ

宍道湖のヤマトシジミ

・宍道湖のヤマトシジミ資源
量推定調査

・毎月一回実施する定期調査

・H２２ヤマトシジミ資源量
調査結果

・H２２ヤマトシジミ定期調
査結果

ワカサギ、シラウオの
調査

宍道湖・中海におけるワカサ
ギ、シラウオの稚魚分布調査、
産卵場調査の結果

H２２ワカサギ、シラウオ調査

宍道湖・中海貧酸素
調査

貧酸素水のモニタリング調査
の結果

・H２２宍道湖、中海の SAL、
DOの水平、鉛直分布図

・H２２大橋川水質観測結果
・H２２宍道湖、中海の SAL、
DOデータ

神西湖の水質調査 神西湖の水質調査の結果 H２２神西湖水質調査データ

堰堤、魚道現況調査
島根県下堰堤、魚道の現況調
査結果

H２１～２２堰堤、魚道現況調査

浅海グループ

魚類防疫に関する技術
指導と研究

魚病調査の結果 H２２魚病診断状況

島根原子力発電所の
温排水に関する調査

温排水影響調査の結果 H２２温排水影響調査

貝毒成分・環境調査
モニタリング

貝毒モニタリング調査の結果 H２２貝毒モニタリング調査

日本海における大規模外
洋赤潮の被害防止対策

赤潮プランクトンモニタリン
グ調査の結果

H２２赤潮プランクトンモニ
タリング調査

中海ます網調査
H１８～２２に中海ます網におけ
る魚介類出現リスト

中海魚介類出現リスト

栽培漁業グループ

栽培漁業種苗生産事業
種苗生産実績、地先水温の測
定結果

H２２種苗生産実績、地先水温

栽培漁業センターの大規模施
設修繕の内容

栽培漁業センター大規模施
設修繕について
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